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ご あ い さ つ 

 

当センターは、1976年の設立以来、産業界、学協会、官界などの幅広いご支援を得て、放射性

廃棄物に特化した我が国唯一の中立的調査研究機関として、低レベルから高レベルに至る放射性

廃棄物の処理・処分に関する調査研究活動を行ってまいりました。 

 

近年は、高レベル放射性廃棄物やＴＲＵ廃棄物を対象とした地層処分や廃炉等に伴う放射性廃

棄物を対象とした中深度処分に係る工学的な技術の調査研究に力を注いでいます。また、海外の

研究機関、処分事業実施機関等との国際的なネットワークで収集した放射性廃棄物に関する各国

の政策、制度、事業の進捗状況、研究開発動向等の膨大な情報を分析・加工し、我が国各界の利

用の便に供する情報センターの役割も担っています。 

 

原子力利用や放射性廃棄物の最終処分に関する様々な議論が行われていますが、当センターは、

原子力技術分野に関わる一員としての立場を認識し、社会から求められる調査研究やそれら成果

の普及に積極的に取り組んでいます。 

 

2020年 2月に始まった新型コロナウイルス感染症まん延の影響は、2022年度も継続し、様々な

制約に直面しましたが、調査研究等を着実に実施することができました。この技術年報は、当セ

ンターが 2022年度に実施した調査研究の概要を紹介するとともに、論文投稿・学会等での発表、

講演会・セミナー・研究発表会の開催、刊行物、海外情報の発信などの成果普及活動を取りまと

めたものです。 

 

本技術年報を通じて、当センターの活動をご理解いただければ幸いです。 

 

 

 

公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理センター 

理事長  武 谷 典 昭 
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Ⅰ．低レベル放射性廃棄物の処分に関す
る調査研究 

１．地下空洞型処分調査技術高度化開発 

◇事業の概要 

我が国においては、これまでの原子力発電の利

用に伴って既に多種多様な放射性廃棄物が発生

しており、その処分対策を着実に進める必要があ

る。このうち、原子炉施設や再処理施設等の運転

と解体から発生する低レベル放射性廃棄物の一

部には、長期にわたり比較的高い放射能が残存し、

現行の浅地中処分に適さないものが存在する。こ

のような低レベル放射性廃棄物のうち、放射能レ

ベルの比較的高い廃棄物については、一般的な地

下利用に対して十分余裕を持った深度（地下 70m

以深）に埋設する処分方法（中深度処分）が検討

されている
1)
（図-1）。 

中深度処分の安全規制については、規則等の改

正や審査ガイドの策定が行われ、処分施設は、侵

食等を考慮しても、10万年後の将来にわたって地

表から 70 メートル以上の設置深度が確保できる

こと、また、設置深度の地下水流動等も考慮し、

複数の技術オプションの中から最適な組合せを

選択して施設設計することが求められている
2),3)

。 

これら検討状況を踏まえると、大断面の地下空

洞の掘削可能性を評価するため、初期の設置深度

として地表から百数十メートル程度までを想定

し、設置深度毎の初期地圧を極力、天然バリアを

乱すことなく、かつ、効率的に測定できる基盤技

術の開発等、地下環境を把握するための技術整備

が必須となる。また、掘削可能な地下空洞の形状・

寸法、地下環境、人工バリアの長期的な安全性等

を考慮し、複数の技術オプション（多様な選択肢）

の実効性を確認することが必要である。 

本事業は、これらの中深度処分固有の課題を踏

まえ、2020年度から 5か年の予定で、大規模な坑

道や地下空洞型処分施設などを建設する上で必

要となる、岩盤にかかる初期地圧の三次元的な分

布を測定する技術の開発を始めとした中深度処

分相当の地下環境を評価する技術の高度化開発

を行うと共に、最適な施設設計を支援するための

手法の検討を始めとした中深度処分相当の地下

環境を考慮した設計技術の高度化開発を行うも

のである。 

本事業は、公益財団法人原子力環境整備促進・

資金管理センターと東電設計株式会社の 2機関が

共同で実施している。5 か年事業の 3 年目に当た

る 2022 年度は、経済産業省資源エネルギー庁の

委託事業「令和 4 年度低レベル放射性廃棄物の処

分に関する技術開発事業（JPJ010897)（地下空洞

型処分調査技術高度化開発）」として実施し、当セ

ンターでは以下の項目について検討した。 

⚫ 大深度 3 次元初期地圧測定技術の開発 

⚫ 地下水流動評価技術の調査 

⚫ 地震動観測 

⚫ 技術オプションの検討 

⚫ ベントナイト系材料の移行抑制性能メカニ

ズムに関する研究 

 

 

図-1 中深度処分の概念図 1) 

◇2022年度の成果
4)
 

(1)大深度 3次元初期地圧測定技術の開発 

中深度処分施設の地下空洞の断面形状寸法は、

設置深度での初期地圧に依存すること、地下空

洞の断面形状寸法は、人工バリア、支保工や処分

坑道配置等の設計に影響を与えることから、初

期地圧の情報は中深度処分施設の最適な設計を

目指すために必須であり、特に施設設置深度で

の 3 次元の初期地圧は、空洞の掘削方向や形状

を設計する際に非常に重要な情報となる。そこ

で、堆積軟岩を対象に、鉛直孔（深度－200m 程

度まで）で、3 次元初期地圧を測定することを目
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的として、応力解放法の一種である円錐孔底ひ

ずみ法と孔壁ひずみ法を応用した「円錐孔壁ひ

ずみ法」（図-2）の開発を進めている。 

2022 年度はまず、円錐孔壁ひずみ法の測定手

順①～⑨について検討を進め、各ステップの方

法や留意点を整理した上で、試験装置の詳細設

計と製作を行った。 

①測定深度以浅までの掘削 

②センタリングガイドケーシングの挿入 

③パイロットボーリング 

④孔内洗浄 

⑤孔内観察 

⑥接着剤注入 

⑦貼付装置挿入、ストレインセルの設置 

⑧接着後貼付装置回収、オーバーコアリング 

⑨コア回収、感度試験 

 

円錐孔壁ひずみ法を実用化するにあたり最も

重要な項目の一つとなるストレインセルの接着

に関しては、ストレインセルの接着性能や接着

方法について室内検証試験により検討を進めた。

接着剤注入装置を設計、試作した上で、図-3 に

示す接着剤注入装置による円錐孔壁への接着剤

の注入手順をトレースし、動作性に問題が無い

ことを確認した。併せて、接着剤候補として 2 種

類（HIC 接着剤、エポキシ樹脂接着剤）を選定し、

経時的な物性変化等を室内試験により検討した。

両者ともそれぞれ優れた特徴を有していること

から、2023 年度の追加検討により最終選定を行

うこととした。 

更に、青森県六ヶ所村の現場フィールドにて、

初期地圧測定に係る一連の作業性の確認を主目

的とした浅深度現場検証試験を実施した。浅深

度現場検証試験における現場調査数量は、表-1

に示すとおりである。設計・製作を進めている測

定装置とその測定方法・手順に大きな問題はな

く開発の方向性が妥当であることが確認される

とともに、より堆積軟岩に適した接着剤の選定

など、今後に向けての改良点を明らかにするこ

とができた。 

 
図-2 円錐孔壁ひずみ法の概念図 

図-3 接着剤注入装置による円錐孔壁への接着剤の注入手順  
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表-1 浅深度現場検証試験における現場調査数量 

項  目 

数  量 

現場試験孔 
(φ116mm) 

湧水圧確認孔 
(φ66mm) 

ボーリング掘削 6m 10m 

コア観察、柱状図 6m 10m 

ボーリング孔閉塞 6m 10m 

現場試験・ 
感度試験試料採取 

2 箇所 
(円錐部深度：
1.9ｍ、5.2ｍ) 

－ 

湧水圧確認 － 1 回 

 

(2)地下水流動評価技術の調査 

中深度処分に関わる規制基準が近年改訂整備

されたことを受けて、それらに対応するために

必要な技術のうち、特に地下水流動評価に係る

要求事項の再整理とそれらへの対応に必要な重

要技術項目の抽出、現状での技術開発状況の調

査・整理並びに今後の技術的課題の検討・整理を

行った。具体的な項目は次のとおりである。 

・長期の地質環境の変動・処分場環境の変遷に

伴う地下水流動・地下水環境の変化に関わる

調査・解析・評価手法や不確実性評価 

・地下水等モニタリング・放射線監視モニタリ

ングに関わる地下水環境の監視測定モニタ

リング技術 

 

それらの調査結果をもとに、図-4 に示すよう

に、中深度処分の新規制基準における地下水流

動評価に関連する要求事項への対応を処分事業

の段階的展開も考慮して実施するために求めら

れる地下水流動・流況の調査・解析・評価や、地

下水環境の監視・測定モニタリングに必要な調

査・測定・試験・解析及び評価技術を体系的に整

理するとともに、それらを“技術マップ”として

概略的な取りまとめ作成を行った。この技術マ

ップでは、地下水流動の調査・解析・評価と地下

水等の監視測定モニタリングという技術分類毎

に、大項目、目的、抽出した技術項目、対象場所、

適用時期、関連規制基準、現状技術の具体例・技

術情報、出典、今後の技術課題の項目にて表形式

にとりまとめた。 

 

図-4 事業展開と規制要求を考慮した地下水流動評価に係る重要事項の抽出・展開イメージ
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本調査研究の結果、今後に向けての主要な技

術課題として次のものが抽出された。 

・地下水流動の調査評価について、地質・地下

水環境の基本特性の調査・解析・評価技術と

ともに、地下施設の設計と安全評価に関わ

る地下施設レイアウト設定方法並びに地下

水年代測定や塩水影響を考慮した地下水流

動の調査・解析評価手法の高度化やデータ

整備が地層処分研究等で進んではいるが、

今後は地層処分対象の深い深度に比べて浅

地中～中深度での複雑な地質・地下水環境

条件にも十分に適用可能な手法・技術とし

て高度化・確証を図っていくことが求めら

れる。 

・掘削影響～埋戻し・再冠水による坑道・廃棄

物埋設等の処分環境への影響については、

JAEA 瑞浪超深地層研究所における貴重な研

究事例等を踏まえ、調査と解析による評価

が有効であることが示されているが、今後、

中深度処分で想定される対象岩種、地質・地

下水環境や処分施設の設計・埋戻し方法等

に対応した方法論を、調査・試験・解析によ

る検討を更に充実させて確立していくこと

が重要である。 

・長期の地質環境の変動（隆起・沈降・侵食・

海水準変動、等）とそれに伴う地下水流動状

態の変遷は超長期にわたる事象であり、

様々な不確実性も伴う。そのため、事業許可

申請～処分実施段階～廃止措置までの事業

実施の各段階を通じて、調査・観測によるデ

ータの拡充と解析・評価等の検討を繰り返

し実施していくことにより、不確実性を低

減し、安全性確保に係る評価結果の信頼性

をより確かなものとしていく必要がある。

今後、中深度処分特有の条件を想定して、品

質保証的な観点も含めて不確実性の評価手

法の方法論として適用性の確立が重要であ

る。 

・地下水等モニタリング及び放射線モニタリ

ングの実施は、非常に長期にわたる期間が

想定されるため、処分事業の進展に対応し

て、処分施設の坑道内、廃棄物埋設地やその

周辺の地質・地下水環境、処分施設・人工バ

リアの状態、地下水の流動・放射性物質の漏

えいやその徴候等の監視・測定を適切にか

つ合理的に実施可能とするため、方法論と

適用技術を早期に確立することにより、今

後の中深度処分事業の安全確保への信頼性

向上と円滑な推進につなげていくことが課

題である。 

・地下水等モニタリングを合理的に実施可能

とするために、監視測定設備の具体的な概

念を明確にするとともに、地下水等モニタ

リングとして必要なデータを事業段階ごと

に変化する処分場環境に対応した形で長期

的かつ安定的に取得できる技術を高度化・

開発することが求められる。 

 

(3)地震動観測 

地下空洞施設の地震時挙動に関する分析評価

に資することを目的として、青森県六ヶ所村の

日本原燃株式会社構内にて試験空洞底盤、実規

模施設及び地表面に計 4台の地震計を設置して、

地震動観測を行っている（図-5、図-6）。 

①試験空洞斜路の底盤上 

②実規模施設の底部コンクリートピット上 

③実規模施設の手前部コンクリートピットの

上部 

④地表面（①のほぼ直上） 

 

 

 

  
 

図-5 地下の地震計（①、②、③）の設置位置平面図          図-6 地震計④の設置状況

地震計③地震計②地震計①

展示スペース

コンクリートピット
実規模試験体

看
板

テント

勾配屋根

コンクリー
トブロック

外付けアンカー

ラック

断熱材

地震計
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2022 年度は、トリガ値の 1Galを超えて記録さ

れた表-2 に示す 9 地震の地震動データを取得し

た。観測された地震動の加速度の最大値は、表-

3 に示すとおりである。なお、水平の試験空洞軸

方向が X、水平の試験空洞軸直角方向が Y、鉛直

方向が Z である。 

 
表-2 データ取得した地震の諸元 

No 
地震の 

発生日 
震央地名 

深さ 

(km) 

マグ
ニチ
ュー
ド 

六ヶ所

の震度 

1 
2022 年 

4 月 28 日 青森県東方沖 53 4.7 震度１ 

2 
2022 年 

5 月 23 日 
青森県東方沖 24 5.6 震度１ 

3 
2022 年 

6 月 10 日 浦河沖 67 4.9 震度１ 

4 
2022 年 

7 月 2 日 
宗谷海峡 324  5.9 震度２ 

5 
2022 年 
7 月 6 日 

青森県東方沖 58 4.6 震度１ 

6 
2022 年 

7 月 22 日 

青森県三八上

北地方 
86 5.3 震度２ 

7 
2022 年 

9 月 13 日 
青森県東方沖 54 5.1 震度２ 

8 
2022 年 

11 月 17 日 
青森県東方沖 64 5.0 震度２ 

9 
2023 年 

1 月 16 日 
青森県東方沖 46 4.5 震度１ 

 
表-3 観測された地震動の加速度の最大値 

（上から X、Y、Z） 

No 
地震の 
発生日 

地震計
①(Gal) 

地震計
②(Gal) 

地震計
③(Gal) 

地震計
④(Gal) 

1 
2022 年 

4 月 28 日 

1.7 

2.4 

1.5 

3.0 

2.6 

2.6 

3.4 

2.9 

2.7 

25.9 

24.6 

10.9 

2 
2022 年 

5 月 23 日 

1.2 

1.4 

1.0 

1.5 

1.5 

1.0 

1.6 

1.5 

1.0 

8.9 

7.6 

4.0 

3 
2022 年 

6 月 10 日 

1.3 

1.2 

0.8 

1.7 

1.3 

0.8 

1.9 

1.3 

0.8 

6.0 

7.8 

3.1 

4 
2022 年 

7 月 2 日 

1.2 

1.9 

1.9 

1.5 

1.8 

2.1 

1.6 

1,.8 

2.2 

7.9 

9.3 

7.1 

5 
2022 年 

7 月 6 日 

1.5 

1.4 

1.1 

1.7 

1.4 

1.0 

1.8 

1.4 

1.0 

6.0 

8.1 

5.2 

6 
2022 年 

7 月 22 日 

4.6 

6.6 

3.1 

5.2 

5.3 

5.1 

5.2 

5.5 

5.2 

18.7 

26.6 

16.2 

7 
2022 年 

9 月 13 日 

1.9 

2.9 

2.5 

2.0 

2.8 

2.6 

2.1 

3.1 

2.7 

14.6 

24.1 

10.2 

8 
2022 年 

11 月 17 日 

2.7 

3.4 

1.9 

3.2 

3.4 

2.5 

3.4 

3.6 

2.5 

17.2 

18.0 

7.5 

9 
2023 年 

1 月 16 日 

1.6 

1.6 

1.2 

2.1 

1.8 

1.8 

2.3 

1.8 

1.8 

11.0 

12.0 

6.5 

(4)技術オプションの検討 

中深度処分に係る規制基準では、規制期間終

了後にわたって放射性物質の移動を抑制する機

能の観点から、以下に示す廃棄物埋設地の設計

を選定するプロセス（設計プロセス）を示すこと

を要求している。 

 廃棄物埋設地の設置場所に係る選択肢の設定 

 人工バリアの設計等に係る選択肢の設定 

 設計の選択肢の中からの最終的な設計の選定 

このうち、二つ目の項目を中心に、その考え方

や手順について検討し、それをできるだけ具体化

した形で示すことにより、人工バリアの設計等に

係る選択肢をどのように設定するかについての

一つの考え方を提案した。なお、最終的な設計の

選定のためには、複数の人工バリア案と複数の配

置案の組み合わせによる複数の処分システムを

選定した上でそれらを比較検討することが求め

られているが、中深度処分についてはサイトが未

選定であることから、天然バリア性能を 3水準仮

設定することで対処することとし、人工バリアの

設計に係る選択肢の部分に比重を置いた。 

検討ではまず、安全機能の整理として中深度

処分事業における段階を閉鎖措置前と閉鎖措置

後に大別した上で要求される機能を整理し、細

分化した機能とそれを担保する構成要素（廃棄

体容器／人工バリア／天然バリア）を対応付けた。 

並行して、天然バリアと人工バリアの代表的

因子を明らかにし、長期の安全確保（被ばく線量）

の観点からその成立条件を評価するために、感

度解析を実施した。感度解析のモデルの考え方

を図-7 に示す。また、感度解析結果の一例とし

て、人工バリアの透水係数の違いが被ばく線量

に及ぼす影響をケース②（天然バリアの透水係

数が比較的低い）とケース③（天然バリアの透水

係数が比較的高い）の比較で示したものを図-8

に示す。なお、感度解析では、人工バリアの劣化

を考慮し、人工バリア性能に時間変化を与えた

ケースも含めた。 

閉鎖措置前については、特に建設・操業時の安

全確保には、地震対応を含めて多段に定置され

た廃棄体の傾き・倒れへの備え及び建設・操業時

の作業性を確保するための高空間線量の低減の

観点から構造体としてのコンクリートピットの

設置が有効であることを示した。閉鎖措置後に

ついては、一連の感度解析結果に基づき、天然バ
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リア性能の差異に応じて必要となる人工バリア

構成を明らかにした。 

これらの結果に基づき、要求される機能と構

成要素を再整理することにより、天然バリア性

能に応じた人工バリアの設計等に係る選択肢を

設定した。一例として、天然バリアの透水係数が

1×10
-8 
m/s 以上のケースを対象に、機能と構成

要素の相関を再整理した結果を図-9 に示す。 

以上のアプローチを通じて、人工バリアの設

計等に係る選択肢をどのように設定するかにつ

いて、考え方の一例を示した。 

 
図-7 感度解析のモデルの考え方 

 

 
図-8 感度解析結果の一例 

 

 

図-9 要求される機能とそれを担保するための構成要素（天然バリアの透水係数が 1×10-8 m/s以上の場合） 

処分場

不確実性が大きな領域

核種の移行経路

初期表面

時刻Tの表面

隆起・侵食により変化する移行距離

領域②領域①

領域②

領域①

廃棄体

人工バリア
（低拡散層or低透水層）

凡例
●：低透水層
▲：低拡散層

100µSv/y

ケース② ケース③

廃棄体容器
岩盤

透水係数：
1E-8以上

区画内充填材コンクリートピット 低拡散層 低透水層 空洞 空洞内充填材

閉じ込め 廃棄体からの放射性物質の漏洩の防止 ○ ○ ○

遮蔽 放射線の遮蔽 ○ ○ ○ ○

操業安全 空間・力学的安定性の確保 ○

放射性物質の収着（核種収着性） ○ ○ ○

拡散による移行を抑制（低拡散性） △ ○
※

低透水層によ
る拡散場維持

処分施設を通過する地下水流量を抑制
（低透水性）

△ ○

卓越した移行経路の防止 ○

溶出の抑制 ○

廃棄体と地下水の接触の防止 ○

離隔距離の確保 ○ ○

容易な人間侵入の抑制 ○ ○

自然現象からの著しい影響からの防護 ○

段階 機能

構成要素

閉鎖措置前

閉鎖措置後

移行抑制

溶出抑制

離隔

低拡散層と低透水層が共に必要

区画内充填材＋コンクリートピット＋低拡散層＋低透水層
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(5)ベントナイト系材料の移行抑制性能メカニズ

ムに関する研究 

人工バリアに係る技術オプションを検討する

上で未知の領域が大きいベントナイト系材料の

移行抑制性能メカニズムを知ることは、長期の

性能評価の説明性向上及び設計の合理化に大い

に役立つ。そこで、2022 年度は、初年度に策定

した 5 か年計画に従い、実験 A～実験 D を通じて

土質材料の透水特性に関するデータの取得、及

びメカニズムの評価を進めた。実験 A は、最も基

本的な情報を得るための室内締固め－透水試験

である。実験 B は、締固め土の透水係数が締固め

時の乾燥密度と飽和度の関数として表現できる

ものと仮定し、それを確認するための実験であ

る。実験 C は電子顕微鏡による締固め土の構造

観察、実験 Dは中性子イメージング実験となる。 

実験 A からは母材に混合した細粒土（珪砂粉、木

節粘土、カオリン、ベントナイト）の種類や混合

率の違い等が締固め特性と透水特性に及ぼす影

響が、実験 B からは締固め時の乾燥密度と飽和

度の違いが透水特性に及ぼす影響が、実験デー

タとして取得された。また、実験 C と実験 D か

らは透水特性を規定する主要な因子の一つと考

えられている空隙構造に係る画像データを得た。

表-4 に 2022 年度までに実施した室内試験の一

覧を示す（実験 D は除く）。前年度までに取得し

たものを含めて、これまでに取得したデータを

整理・分析した。一例として、実験 A のうち、1Ec

締固め試料を対象とした透水試験結果を整理し

たものを図-10 に示す。同図上の締固め試験結果

を見ると、母材に細粒土（珪砂粉、木節粘土、カ

オリン、ベントナイト）を混合した場合は締固め

密度がいずれも増加しているが、非膨潤性の材

料を添加した場合に比べ、膨潤性のベントナイ

トを混合した場合、乾燥密度の増加量が少なく、

ベントナイト混合率が大きいとその傾向がより

顕著になっている。同図下の透水試験結果を見

ると、母材⇒非塑性細粒土混合⇒高塑性細粒土

混合⇒膨潤性細粒土混合⇒その混合率の増加、

の順に、透水係数がそのオーダーを変えながら

変化している様子を確認できる。また、同じ母材

であっても粒度調整材は乾燥密度に対応した高

い遮水性を発揮していることも見て取れる。全

ての材料で、透水係数は乾燥側よりも湿潤側の

ほうが小さくなっており、これまでよく知られ

ている土質材料に係る実験事実である「最小透

水係数 kmin.が最適含水比のやや湿潤側で発現す

る」という傾向も、さほど顕著ではないものの概

ね確認できる。木節粘土やカオリンを混合した

材料では、他に比べて乾燥側と湿潤側の透水係

数の差がより大きくなっており、その傾向は膨

潤性ベントナイトを混合すると再び顕著でなく

なることなども同図より判別できる。 

表-4 2022年度までに実施した室内試験一覧（実験 A、実験 B、実験 C） 
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図-10 実験 A（1Ec締固め-透水試験）の結果 

 

 

2022年度までに、実験 A～実験 Dを通じて土質

材料の透水特性に関する貴重な実験データを蓄

積することができた。2023年度は、ベントナイト

混合土の遮水性発現メカニズムの分析・評価を進

める予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 
1) 第 2 回廃炉等に伴う放射性廃棄物の規制に関する検討

チーム会合（平成 27 年 2 月 12 日）資料 2-1「原子力
発電所等の廃止措置及び運転に伴い発生する放射性廃
棄物の処分について」、電気事業連合会 

2) 第二種廃棄物埋設の廃棄物埋設地に関する審査ガイド、
原子力規制委員会、令和 4 年 4月 20日 

3) 平成 30年第 22回原子力規制委員会（平成 30年 8 月 1
日）資料 3「中深度処分等に係る規制基準等の策定に
ついて－第二種廃棄物埋設に係る事業許可基準規則等
の骨子案の事業者との意見交換の実施－」、原子力規制
庁 

4) 原子力環境整備促進・資金管理センター、東電設計株
式会社、令和４年度 低レベル放射性廃棄物の処分に関
する技術開発事業 地下空洞型処分調査技術高度化開
発 報告書、2023 
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２．その他の低レベル放射性廃棄物処分に関

する調査研究 
 

その他、低レベル放射性廃棄物の浅地中処分、

中深度処分に関する以下の調査研究を行った。 

 

(1)L1 廃棄体の乾燥特性データ取得及び充填必要

性検討に関する業務委託 

L1 廃棄体製作各段階で要求される技術要件を

踏まえ、乾燥実証試験の試験条件や試験装置仕様

等の検討を行った。また、砂充填の必要性の有無

を判断するための技術知見を再整備した。 

 

(2)L2/4 号輸送処分兼用容器の製作及び製作方法

等に関する検討 

飛散率の検証に必要な模擬廃棄体の落下試験

用の L2 角型容器製作に向けて、容器の基本設計

を行った。また，標準化に向けて Oリングの長期

健全性にかかる評価等を行った。 

 

(3)中深度処分の安全評価手法標準の改定支援業

務助勢Ⅰ 

中深度処分の安全評価手法標準に関して、L1

新規制基準の検討状況を考慮し、学会標準のより

適正な改定に資することを目的として、調査、検

討、学会審議支援などを行った。 

 

(4)中深度処分施設の埋設後管理標準の改定支援

補助業務 

埋設後管理標準に関して、L1 新規制基準の検

討状況を考慮し、学会標準のより適正な改定に資

することを目的として、調査、検討、学会審議支

援などを行った。 
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Ⅱ．高レベル放射性廃棄物等の地層処分
に関する調査研究 

１．ニアフィールドシステム評価確証技術 

開発 

◇事業の概要 

人工バリアと近傍の岩盤を含めたニアフィール

ドと称される領域は、人工バリアであるオーバー

パック（金属）と緩衝材（粘土）並びにセメント系

材料や岩盤等で構成されており、それらの変質や

材料間の相互作用等により状態は時間とともに変

遷し、バリア構成要素の安全機能や核種移行挙動

に影響を与える可能性がある。そのため、人工バリ

アの状態や性能の変遷挙動を確からしく評価する

ための技術の開発が望まれる。 

本事業では、ニアフィールド構成要素の状態等

の変遷を評価するための技術の開発と確証を進め

ており、当センターは「緩衝材の流出現象及びそ

の後の飽和プロセスにおける挙動」に関する研究

開発に取り組んでいる。 

処分孔竪置き・ブロック方式では（処分坑道の埋

戻しまでの間、上部を自由界面とする場合）、緩衝

材の設置後に処分孔の上端よりも周辺岩盤の水位

が高い場合に、緩衝材ブロックと孔壁の隙間を流

れる孔内湧水の排出とともに緩衝材が流出する可

能性が懸念されている。本事業では、緩衝材の流出

が懸念される期間（定置直後から処分坑道の埋戻

しが完了するまで）を対象として、緩衝材ブロック

の定置時に生じる孔壁との隙間に対する処理方法

（施工技術オプション）に応じた緩衝材の流出挙

動の把握及びそれら施工技術オプションの流出抑

制対策としての効果を定量的に評価するための技

術の開発・整備を進めている。 

また、緩衝材の閉鎖後長期の性能評価では密度

均質であることを前提として評価が行われている。

既往の報告によれば、試験結果において隙間へ緩

衝材が膨潤した後に有効粘土密度は均質化が進む

傾向があり、完全に均質化するとは言い切れない

ものの、試験期間を長くすれば均質化の程度はさ

らに増加すると予想されている
1)
。一方、限定的で

はあるが過年度の室内試験をとおして、緩衝材の

密度分布が飽和後も残存する可能性が示唆されて

いる
2)
。緩衝材の密度分布の残存は、必ずしも処分

施設の長期の安全性に影響するとは限らないが、

影響の程度を評価するためには、飽和過程におけ

る緩衝材の状態変遷を把握し、飽和後の緩衝材の

密度分布を確からしく評価することが重要である。

そのため本研究では、飽和プロセスにおける緩衝

材の状態変化を評価するための技術の整備を進め

ている。 

なお、本事業は、国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構及び公益財団法人原子力環境整備促

進・資金管理センターが共同で実施した経済産業

省資源エネルギー庁の委託事業「令和 4 年度高レ

ベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発

事業（JPJ007597）（ニアフィールドシステム評価確

証技術開発）」の当センターの担当分である。2022

年度が 2018年度からの 5か年計画の最終年度であ

ることから、5 か年の研究開発の成果を取りまとめ

た
3),4)

。 

◇2018～2022年度の成果
2),3) 

(1)検討項目 

当センターは、本事業では、次の 2 項目の検討

を進めた。 

1)緩衝材の流出を抑制する工学的対策の具体化 

2)緩衝材の飽和プロセスを対象とした解析手法

の構築 

1)では、竪置き・ブロック方式の施工技術オプ

ションの１つとして、3 つの隙間処理技術オプシ

ョン（隙間未充填、ケイ砂充填、ペレット充填）

を先行検討対象として、緩衝材の許容流出量を見

積もるための流出量評価方法の整備を進めた。2)

では、2019年度までに構築した、小型供試体サイ

ズを対象とした緩衝材の浸潤・膨潤プロセスに伴

う隙間閉塞挙動に関する力学解析技術（飽和後の

密度分布を示す解析手法）をベースに、解析領域

のスケールアップや解析モデルの多次元化、解析

結果と試験結果の比較、入力パラメータの見直し

等を行い、解析手法の段階的な高度化を進めた。 

 

(2)緩衝材の流出を抑制する工学的対策の具体化 

1)緩衝材流出特性の評価手法（方法論）の開発 

実事業において処分孔環境に応じて適切な隙

間処理技術オプションを選択できることを目的

として、3 つの隙間処理技術オプションからの選

択（比較評価）を行う際の判断指標や適用範囲の
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設定に関する考え方の整理及び緩衝材の流出量

を評価するモデル（以下、「流出量評価モデル」と

いう。）の開発・整備手順（方法論）を構築した。 

流出量評価モデルは、隙間処理技術オプション

の選択における比較評価での活用を念頭に、操業

時に取得可能なパラメータ（処分孔内外水頭差 𝐻、

処分孔内湧水量 𝑄、緩衝材の流出が懸念される期

間 𝑡）を主な引数とした関数 𝑀𝐵𝐸𝑁𝑇(𝑡、𝐻、𝑄) と

して表現することを目指して、以下の 6 つの開発

ステップによる開発手順を構成した。 

Step1：イオン交換水を用いた室内要素試験による

緩衝材界面を切り出した微小領域モデル

（以下、「ベースモデル」という。）の構築 

Step2：室内工学規模（中規模）試験によるスケー

ル効果を考慮したベースモデルの拡張 

Step3：室内要素試験による実環境効果（水質

等）を考慮したベースモデルの拡張 

Step4：室内工学規模（中規模）試験によるスケー

ル効果及び実環境効果（水質等）を考慮し

たベースモデルの拡張（拡張モデル） 

Step5：原位置工学規模（中規模）試験によるスケ

ール効果及び実環境効果（水質、幾何形状

等）を考慮した拡張モデルの補正 

Step6：原位置工学規模（中規模）試験の実証結果

を用いた拡張モデル（Step1～5）の比較、

適用性の評価、ならびに実事業（精密調査

段階以降）への適用性確認への展開 

上記の手順で流出量評価モデルを開発するこ

とで、候補サイトの地下環境に即した流出量評価

モデルを迅速かつ合理的に整備することが可能

となる。また、現在の研究開発段階において、室

内要素試験により構築したベースモデルの工学

規模／実規模ならびに実環境への拡張性が確認

できれば、実事業段階では室内要素試験によりベ

ースモデルを整備することで原位置実環境に適

用可能な拡張モデルへと展開することができる。

このような流出量評価モデルを隙間処理技術オ

プション毎に整備することで、実際の処分孔環境

に個々のオプションを適用した場合の緩衝材流

出量の定量的な予測が可能となり、許容される緩

衝材の流出量との関係から適切なオプションを

選択することが可能となる。 

 

2)方法論の適用性の確認（流出量評価モデルの開

発と原位置への適用性の確認） 

候補サイトが決まっていない現段階では、流出

量評価モデルの与条件である緩衝材ブロック等

の設計仕様、原位置で測定可能なサイトに依存し

たパラメータ等は全て未知である。そこで本研究

では、幌延深地層研究センターの地下施設（以下、

「幌延 URL」という。）を例題として、前記 1)に

示した評価手法（開発手順）の方法論としての適

用性を確認するために、ケイ砂充填オプションと

隙間未充填オプションを対象に、開発ステップの

うち Step1、Step3、Step5 を先行的に実施した。

Step1 では、これまで、室内試験は定流量での給

水（流量が一定になるように水圧は増減）により

実施されてきた。本検討では、原位置での地下水

の挙動を鑑み、水頭差を一定（流量はバルブの開

きを一定として試験中の隙間の状態により変化）

にした定水位での給水により室内試験を実施し

た。また、本来、竪向きの緩衝材境界面の微少領

域を対象とした試験を実施するべきだが、多数の

試験ケースを実施する必要があり、竪向きによる

目詰まりの回避や大量の通水液の確保の観点か

ら、試験セル（緩衝材境界面）を横向きとし、且

つイオン交換水を用い、Step3 では、実環境の効

果（竪向き、水質）を補正することとした。Step5

では、幌延 URL350m 調査坑道（試験坑道 5）に設

けられた試験孔を活用した原位置工学規模（中規

模）スケール試験（以下、「原位置実規模 1/4 ス

ケール試験」という。）のデータを用いた。 

本報告では、ケイ砂充填オプションについて実

施した内容を①から③に要約する。 

 

①室内要素試験に基づくベースモデルの構築

（Step1） 

室内要素試験では、図-1 に示す試験セルを横

向きとした装置を用いて緩衝材表面に作用する

水頭差（0.5、1.0、2.0m）と初期流量（1、10、

20mL/min）を制御パラメータとした定水位条件に

よる試験を実施し、緩衝材の累積流出量(g)、ベ

ントナイト濃度(mg/L)、流量(mL/min)、膨潤圧

(kPa)の経時変化に係るデータを取得した。本試

験では、ケイ砂 30wt％のベントナイト混合土を圧

縮成形した緩衝材（乾燥密度 1.9Mg/m
3
、高さ

200mm、幅 200mm、奥行 20mm）の上部に高さ 20mm

の隙間（隙間にはケイ砂を充填）を設け、その隙

間にイオン交換水を通水した。 
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図-1 室内要素試験の装置概要 

 

本試験において緩衝材の流出は試験開始直後

に集中し、その後は漸増する傾向を示した（図-

2）。このような傾向は試験パラメータの違いによ

らず試験開始後約 3 日（同図の変曲点𝑇𝑎）を境と

した前後の挙動として示されている。ケイ砂充填

オプションでは、このような傾向は当初想定して

いなかったが、後述する原位置中規模での物理挙

動とは異なる影響の一つとして、通水直後に分散

した緩衝材の微細粒分がそのまま試験系の外に

流出するような流路長の違い等が影響している

可能性が示唆された。 

試験結果に基づく定式化では、変曲点𝑇𝑎を境に

単調増加区間と漸増区間に分けて、べき関数によ

る表現を試みた（事業成果報告書にはシグモイド

関数による表現の試行結果も掲載しているので

参照されたい
3)
）。 

べき関数（𝑚𝑠 = 𝛼𝑡𝛽）において、𝑚𝑠は緩衝材の

累積流出量、𝑡は緩衝材設置後の経過日数、𝛼, 𝛽は

べき関数の定数を示す。緩衝材の累積流出量𝑚𝑠の

引数は、流量𝑄(mL/min)、水頭差𝐻(m)、時間𝑡(day)、

変曲点𝑇𝑎(day)が挙げられるが、本試験で設定し

たパラメータの範囲では、累積流出量𝑚𝑠は流量𝑄

と高い相関を示すこと、及び各ケースで𝑇𝑎 =

3(day)に収束することより、流量𝑄と時間𝑡に引数

を限定して、図-2 に示すベースモデルを構築した。 

 

 

   
図-2 緩衝材の流出量評価モデル（べき関数） 

 

②室内要素試験による実環境効果（水質等）を考

慮した評価モデルへの拡張（Step3） 

Step3 では、実環境（幌延 URL）の原位置実規

模 1/4 スケール試験による適用性確認（Step5）

を見据え、図-1 の試験装置を用いて試験セルを竪

向きにした試験による重力補正、塩水系の幌延地

下水の水質を模擬した地下水（以下、「幌延模擬地

下水」という。）を用いた試験による水質補正を検

討して、ベースモデルに実環境効果を考慮した拡

張を試みた。 

竪向きの試験では、横向きの試験と比べて 2 倍

程度の流出量が確認され、その要因として、通水

口付近（ケイ砂を充填した隙間の下側）における、

ケイ砂の間隙の微細粒分の沈降による目詰まり

に伴う流路断面の流速分布の違いや、それによる

ケイ砂の間隙への微細粒分の分散状態の違いな

どが想定された。 

幌延模擬地下水を用いた横向きの試験では、緩

衝材の流出はゼロとなった。その要因として、幌

延模擬地下水の水質（イオン種、イオン濃度、pH

等）の影響により“微細粒分”の凝集、団粒化（図

-3：隙間未充填オプションの試験結果より）が生

じたことが考えられる。幌延模擬地下水を用いた

竪向きの試験でも、緩衝材の流出はゼロとなり、

本試験系では水質による補正値の定量化には至
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らなかった。 

これらの結果から、室内要素試験に用いた装置

の構造（下流に設置したメッシュフィルタによる

目詰まり等）や要素面積のサイズ等に改善すべき

課題が残されている可能性も示唆された。 

 

 
図-3 塩水による緩衝材の凝集・団粒化現象 

(隙間未充填オプションの試験より) 

 

③原位置実規模 1/4 スケールへの適用性の確認

（Step5） 

Step5 では、原位置実規模 1/4 スケール試験（試

験孔の孔径 580mm、深さ 1,590mm）により自然湧

水環境での緩衝材の流出特性を把握し、Step3 で

得られた拡張モデルの適用性について検証した。 

本試験は、図-4 の概要図に示すように中空円柱

状の緩衝材ブロック（外径 540mm、内径 210mm、

高さ 500 mm、初期乾燥密度 1.92 Mg/m
3
）を試験孔

内に定置後、緩衝材ブロックと孔壁との隙間幅

20mm にケイ砂を充填し、その隙間を流れる地下水

を試験孔外に設けた釜場に排水し、地下水流量や

緩衝材の流出量を計測できる機構とした。 

 

 

図-4 原位置実規模 1/4スケール試験の概要図 

図-5 に原位置実規模 1/4 スケール試験におけ

る累積流出量の試験結果（赤線）と流出量評価モ

デル（前記①のベースモデルに②の補正及びスケ

ール効果を加えた拡張モデル）による評価結果

（緑線）を示す。なお、流出量評価モデルによる

評価では、前記②の結果を踏まえて、水質補正は

考慮せず、重力補正を 2 倍とした。スケール効果

については、室内要素試験及び原位置試験で使用

した緩衝材が水に接する面積比から212倍とした。

また、モデルによる評価結果と試験結果の評価期

間は、NUMOの包括的技術報告書
5)
（以下、「NUMO-

SC」という。）に示される新第三紀堆積岩類におけ

る処分坑道の埋戻しまでの期間を参考に284日を

設定した（坑道の埋戻しにより処分孔から坑道へ

の地下水の流れはなくなり流出は停止するとし

て評価期間は設定）。 

流出量評価モデルは、室内要素試験のデータセ

ットに基づくモデル式であるため、モデルの予測

結果は、試験結果よりも数日経過した段階(𝑇𝑎＝

3day)まで立ち上がった後に漸増を維持する挙動

を示した。一方、原位置試験で測定されている累

積流出量は、試験初期から線形に増加する傾向を

示したため、開始直後に立ち上がる流出量評価モ

デルの流出挙動とは異なる傾向を示した。そのた

め、坑道埋戻しまでの評価期間における流出量

評価モデルの累積流出量は、原位置試験結果に

基づく回帰直線により推定した累積流出量に比

べ、約 2.7倍と過大な傾向を示すが、前記①で示

唆された室内試験装置の流路長等が影響した可

能性及び前記②で示唆されたベントナイト粒子

の凝集や団粒化を踏まえた水質の影響に留意す

れば、両者の差は縮まる可能性がある。なお、原

位置試験結果に基づき線形外挿で推定した284日

の流出量（725g）は緩衝材ブロックの 0.4％であ

る。また、流出前の緩衝材ブロックの平均乾燥密

度 1.76Mg/m
3
（隙間に充填したケイ砂の間隙を緩

衝材が充填することも考慮した値）に対し、流出

後は 1.75Mg/m
3
である。原位置試験の予測モデル

による 284日の流出量（1,927g）は、同様に 1.0％

と 1.74Mg/m
3
である。そのため、ケイ砂充填オプ

ションにおける流出量は、緩衝材の性能が十分維

持できる範囲と考えられる。 

また、隙間未充填オプションにおける原位置試

験結果に基づき線形外挿で推定した284日の流出

量は 2,453g、原位置試験の予測モデルによる 284
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日の流出量は 17,786g、NUMO-SC の予測方法（定

流量条件）による 284 日の流出量は 263,697g で

あった（詳細は報告書参照）。本検討では、定水位

条件による流出試験に基づいて評価方法を構築

したことで、NUMO-SC の予測方法に対して 1 オー

ダー程度、流出量の予測値が試験値に近づいてお

り、より現実的な緩衝材の流出評価手法を示すこ

とができた。 

ケイ砂充填オプションの原位置試験の結果と

予測結果の差を特徴付けるベースモデルの初期

の増加傾向については、室内要素試験固有の影響

（通水初期の流出量の増加の要因となる装置の

スケールや構造など）に加え、比較対象とした原

位置実規模 1/4 スケール試験の試験数の少なさ

（試験結果の再現性の検証）といった課題も残さ

れており、これらへ改善や対応が望まれるものの、

緩衝材の流出特性の評価手法（方法論）としての

一定の見通しを得ることができた。 

 

 
図-5 流出量の評価モデルと原位置試験結果との比較 

 

(3)緩衝材の飽和プロセスを対象とした解析手法

の構築 

既に述べたように、竪置き・ブロック方式にお

ける施工技術オプションのうち隙間未充填オプ

ションでは、緩衝材の流出や膨潤等により、緩衝

材内部の密度分布に不均質が残存する可能性が

ある。本研究では、緩衝材の不飽和状態から飽和

に至る過程における力学的な変化を表現し、乾燥

密度分布等の変遷を定量的に評価できる力学解

析手法の構築に取り組んでいる。 

本フェーズでは、解析手法の構築に向けて、解

析体系を小型試験体スケールから実規模1/4スケ

ールへと段階的に拡張し、各段階で試験結果との

比較検証により解析手法の適用性を確認しつつ、

高度化を進めてきた。 

 

1)小型セル試験を対象とした解析手法の検証 

不飽和状態からの力学挙動を再現できる基礎

的な解析手法の構築に向けて、小型試験体スケー

ルの膨潤挙動の再現解析を実施した。解析対象は、

不飽和の緩衝材供試体（ケイ砂 30％混合クニゲル

V1、初期寸法：直径 40mm、高さ 20mm）が、上面か

らの給水に伴う膨潤により上部の隙間（5mm）を充

填する過程とした。解析コードには、土／水連成

有限要素法解析コード群 DACSAR
6)
を用いた。 

まず、飽和状態を初期条件とした解析を実施し、

隙間充填挙動と乾燥密度の変遷を表現できるこ

とを確認した。続いて、不飽和状態のベントナイ

トに適用可能な弾塑性構成モデルの実装により

DACSAR-I
7)
をアップデートし、それを用いて不飽

和状態を初期条件とした解析を実施した。解析結

果と試験結果を比較すると、側圧に見られるピー

ク値と膨潤速度に顕著な差異が見られたが、不飽

和状態の力学応答に関連するパラメータや不飽

和水分特性に関するパラメータをキャリブレー

ションすることで、いずれも試験結果と概ね整合

する結果が得られた。 

上記の解析により得られた乾燥密度分布の変

遷を図-6 に示す。緩衝材が 20 日程度で隙間を充

填し、平衡に至った後も乾燥密度分布に不均質が

残る解析結果が得られた。この平衡後の乾燥密度

分布は試験結果と概ね整合した。 

以上のように、小型試験体スケールにおける不

飽和から飽和に至る過程の緩衝材の膨潤挙動と

乾燥密度分布の変遷を定量的に評価することが

可能となり、不飽和状態からの力学挙動を再現で

きる基礎的な解析手法を構築した。 

 

 
図-6 緩衝材の乾燥密度分布の変遷 
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2)実規模 1/4 スケールへの拡張 

解析体系の多次元化やスケールアップに向け

て、解析体系を実規模 1/4 スケールへと拡張し、

前記(2)の一環として実施した原位置実規模 1/4

スケール試験への適用性を確認しつつ、解析手法

の高度化を検討した。まず、一次元軸対称モデル

で解析を実施し、透水係数などのパラメータの見

直しを経て、試験で得られた応力分布等の力学挙

動を概ね再現できることを確認した。続いて、二

次元軸対称モデルで解析を実施し、試験結果との

比較、検証により一次元解析と同様に力学挙動を

概ね再現できることを確認したものの、平衡時に

おける緩衝材内部の膨潤圧の分布が試験結果と

異なる傾向を示した。この要因の 1 つとして、孔

壁と緩衝材との界面における摩擦の影響が考え

られた。そこで、摩擦の有無による解析結果への

影響を確認するために、摩擦を考慮した境界条件

で解析を実施した。 

膨潤圧（側圧）の解析結果を図-7 (a) (b)に示

す。摩擦を考慮しない場合(a)には、緩衝材上部の

側圧が最大となるが、摩擦を考慮した場合(b)に

は、中央部の側圧が最大となり、試験結果（図-7 

(d)）と同様の傾向が再現された。 

 

 

図-7 側圧の経時変化 

 

また、図-8 に示すように飽和後の乾燥密度分布

についても、試験結果と概ね整合する傾向が見ら

れ、実規模1/4スケールにおいても原位置試験（原

位置実規模 1/4 スケール試験）の膨潤挙動及び乾

燥密度分布の傾向を概ね再現することができた。

今後は、より現実的な条件での摩擦係数の取得や

緩衝材内部の残留空気圧のモデル化等による解

析手法の高度化が期待される。 

 
図-8 乾燥密度分布 
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２．地層処分施設閉鎖技術確証試験 

◇事業の概要 

本事業では、地層処分研究開発に関する全体計

画
1)
の処分場閉鎖後の水みちを防止する技術の整

備を踏まえて、坑道シーリングに関わる施工技術

の整備及び処分場の最終閉鎖の判断に資する高レ

ベル放射性廃棄物に対する人工バリアの製作・施

工技術の開発を進めた。 

坑道シーリングに関わる施工技術の整備では、

埋戻し材の材料特性データの拡充、転圧工法及び

吹付け工法による施工試験、スクリュー工法及び

ブロック工法に関する要素試験等を実施し、多様

な地質環境条件や処分場設計オプションに対して

埋戻し施工方法を柔軟に選択できるように施工性

や施工品質に関する基盤情報を整備した。 

高レベル放射性廃棄物に対する人工バリアの製

作・施工技術の開発では、人工バリアを含む地下構

成要素の品質保証体系の整備に向けた考え方を整

理し、その素案を整備した。また、地下構成要素の

品質管理及び性能確認のための計測やモニタリン

グ技術に関する共通基盤技術として、無線伝送シ

ステムの長期運用性を確認するとともに無線給電

システムの概念設計方法を整備した。 

なお、本事業は、国立研究開発法人日本原子力研

究開発機構及び公益財団法人原子力環境整備促

進・資金管理センターが共同で実施した経済産業

省資源エネルギー庁の委託事業「令和 4 年度高レ

ベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発

事業（JPJ007597）（地層処分施設閉鎖技術確証試

験）」の当センターの担当分である。2022 年度が

2018 年度からの 5 か年計画の最終年度であること

から、5か年の研究開発の成果を取りまとめた
2),3)

。 

◇2018～2022年度の成果
2),3)

 

(1)坑道シーリングに関わる施工技術の整備 

1)埋戻し材の材料特性データの拡充 

埋戻し材には低透水性を確保するためのベン

トナイトに加え、材料の調達のしやすさや経済性

の観点から、坑道の掘削に伴い大量に発生する掘

削土を利用することが想定されている。そのため、

ケイ砂及び複数の岩種のコンクリート用の砕石

2005と砕砂を掘削土の代用材（以下、模擬掘削土）

として模擬掘削土の種類と最大粒径、ベントナイ

トの種類と混合率が埋戻し材の性能に与える影

響を把握するために締固め試験及び透水試験を

実施した。使用材料と試験条件を表-1及び表-2に

示す。ベントナイトにはクニゲル V1（Na型）とク

ニボンド RW（Ca型）の 2種類を用いた。 

 

表-1 使用材料 

ベントナイト 模擬掘削土 

Na 型 Ca 型 ケイ砂 
砕石・砕砂 

最大粒径 20mm 

クニゲル 

V1 

クニボンド 

RW 

3 号 

6 号 

流紋岩、安山岩、玄武

岩、花崗岩、砂岩、凝

灰岩、珪藻土、泥岩 

表-2 試験条件 

ベントナイト混合率（%） 
締固め 

エネルギー 
試験項目 

5,15,30,50（Na 型） 

15,30,40,50（Ca 型） 
Ec、2Ec、4.5Ec 

締固め試験 

透水試験 

 
図-1 埋戻し材の最大乾燥密度と最適含水比の関係 

 
図-2 透水係数とベントナイト混合率の関係 

 

主な試験結果を図-1及び図-2に示す。例えば、

泥岩などの空隙率が高い岩種では、締固め時の破

砕により透水係数が高くなると考えられること、

模擬掘削土の最大粒径が透水係数に影響を及ぼ

すことなど、埋戻し材に掘削土を利用する際に留

1.000

1.100

1.200

1.300

1.400

1.500

1.600

1.700

1.800

1.900

2.000

2.100

2.200

2.300

0 10 20 30 40 50

最
大
乾
燥
密
度
（
M
g
/m

3
）

最適含水比（%）

火成岩類Na型 堆積岩類Na型 火成岩類Ca型 堆積岩類Ca型 ケイ砂6号

※珪藻土および泥岩

1.E-13

1.E-12

1.E-11

1.E-10

1.E-09

1.E-08

1.E-07

1.E-06

1.E-05

1.E-04

0 10 20 30 40 50 60

透
水
係
数
（
m
/s
）

ベントナイト混合率（%）

ケイ砂6号Na型4.5Ec 玄武岩(20)Na型4.5Ec 玄武岩(2.5)Na型4.5Ec

泥岩(20)Na型4.5Ec 泥岩(2.5)Na型4.5Ec



－18－ 

意すべき項目を把握することができた。模擬掘削

土やベントナイトの条件が埋戻し材の性能に及 

ぼす影響を整理した結果を表-3 に示す。 

 

表-3 材料条件が埋戻し材の物性に及ぼす影響 

 締固め性 透水性 

模擬 

掘削土 

岩種 

空隙率が高い（脆い）岩種においては、締固

め時の破砕性等の影響により締固め性が低

く、透水係数が高くなる 

最大 

粒径 

最大粒径が大きい場合、最大乾燥密度が若干

高く、透水係数が若干高い 

粒度 

締固め試験の C 法で

は微粉末の混合により

最大乾燥密度が若干高

くなる。（A 法では影

響は小さい） 

イオン交換水条件下

では模擬掘削土の微

粉末の影響は小さい 

ベント

ナイト 

種類 

同じ混合率の場合、

Na 型と比べて Ca 型

の締固め性は低い 

同じ混合率の場合、

Na 型と比べて Ca

型の透水係数は高い 

混合率 

Na 型：混合率 30％で

最大値 

Ca 型：15％で最大値 

混合率の増加に伴い

透水係数は小さくな

る 

 

2)埋戻し施工技術オプションの整備 

①模擬坑道における埋戻し施工試験 

埋戻し材の施工品質及び施工速度などの施工

情報を取得するために、図-3 に示す模擬坑道（高

さ 5m、幅 5mの馬蹄形）において、転圧工法と吹

付け工法で汎用機を用いた施工試験を実施した。

施工試験では、埋戻し材の乾燥密度の分布計測

と自重沈下などにより坑道上部に生じる可能性

のある隙間検知のための計測技術の適用性につ

いても確認した。 

 

 

図-3 模擬坑道の外観 

 

模擬坑道内の施工範囲を図-4 に示す。模擬坑

道の高さ約 1.9mまでを転圧工法により埋め戻し

た後（図中の灰色部分、2021年度に実施）、空頭

制限により転圧機が接近できない坑道側壁の近

傍（橙色部分）を吹付け工法（低密度）、その内

側（黄色部分）を転圧工法で埋め戻した。その後、

坑道端部の壁面から 1.5m の範囲の坑道上半部

（紫色部分）を吹付け工法（高密度）で埋め戻し

た。図-5 に施工試験の状況を示す。 

 

 

 
図-4 転圧工法及び吹付け工法による埋戻し施工範囲 

   
吹付け（低密度） 転圧 吹付け（高密度） 

図-5 転圧工法及び吹付け工法の施工試験状況 

 

○埋戻し材の材料仕様及び施工方法 

施工試験で使用した埋戻し材の材料仕様を表

-4 に示す。埋戻し材の含水比は、締固め試験等

の結果を踏まえて、転圧工法では 9％、吹付け工

法（高密度）では 13％、吹付け工法（低密度）で

は 8.5％とした。各工法の主な施工仕様を表-5に

示す。今回の施工試験では、埋戻し材に要求され

る透水係数を 1×10−
9 
m/s 以下に設定した。 

表-4 埋戻し材の材料仕様（質量%） 

工法 
ベントナイト 

（クニゲル V1） 

模擬掘削土（玄武岩） 

砕石 砕砂 

転圧工法 15% 51% 34% 

吹付け工法 15% 0% 85% 

*砕石の最大粒径：20 mm、砕砂の最大粒径：5 mm 

表-5 転圧工法及び吹付け工法の主な施工仕様 

工法 施工仕様 

転圧 
転圧機：1.5t 小型振動ローラ、撒出し厚：250 mm、

転圧回数：2 回（無振動）＋6 回（振動） 

吹付け 

（低密度） 

ノズル操作：機械、吹付け圧：0.3～0.4 MPa、 

材料供給量：5.4 kg/10sec 

吹付け 

（高密度） 

ノズル操作：機械、吹付け圧：0.7 MPa、 

材料供給量：15.0 kg/10sec 
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○施工試験結果 

転圧工法及び吹付け工法における施工後の埋

戻し材の透水係数と乾燥密度の関係を図-6 と図-

7 に示す。施工試験の結果、転圧工法と吹付け工

法により、設定した要求品質（透水係数1×10
-9 
m/s）

を満足する埋戻し材の坑道全断面施工が可能な

ことを確認した。転圧施工後の埋戻し材の透水係

数は、施工試験結果と室内試験結果が概ね整合す

る結果が得られた。一方で吹付け施工では、室内

試験結果よりも施工試験結果の透水係数が小さ

かった。吹付け施工では、吹付け面に材料が付着

せずに落下する現象（リバウンド）が発生し、粒

径の大きい砕砂はリバウンドしやすい傾向にあ

る。そのため、吹付け面に付着した埋戻し材のベ

ントナイト混合率が相対的に増加したことで施

工試験結果の透水係数が小さくなった。 

 

 

図-6 乾燥密度と透水係数の関係（転圧工法） 

 
図-7 乾燥密度と透水係数の関係（吹付け工法） 

 

施工試験の結果から得られた施工情報の一例

を表-6に示す。乾燥密度の標準偏差をみると、転

圧工法に比べて吹付け工法では乾燥密度のばら

つきが小さかった。また、施工速度は、転圧工法

では埋戻し材の撒出し・敷均しの影響が大きく、

吹付け工法ではリバウンド率及びリバウンド回

収時間の影響が大きかった。さらに、転圧工法で

は最大粒径 20mm の掘削土が使用可能であり、吹

付け工法に比べて掘削土の適用範囲が広かった。

吹付け工法では、粒径の大きな掘削土の多くはリ

バウンドすることから、最大粒径 20mm の使用は

困難であった。また、埋戻し材の含水比が施工品

質に及ぼす影響が大きいため、転圧工法に比べて

含水比の管理が重要であった。 

表-6 施工試験で取得した施工情報の一例 

評価項目案 転圧工法 
吹付け工法 

（高密度） 

施工可能範囲 坑道下半部 坑道全断面 

乾燥密度 

（標準偏差） 

1.78～2.11 Mg/m3 

（0.072） 

1.92～2.03 Mg/m3 

（0.034） 

透水係数 
1.8×10

−11 ～ 

3.6×10
−12 m/s 

3.4×10
−12 ～ 

8.3×10
−12 m/s 

施工速度 

1.04 m3/h 

主な影響要因：撒出

し、敷均し 

0.56 m3/h 

主な影響要因：リバ

ウンド材の回収 

原位置 

施工管理 

原位置での施工管理

が必須 

（撒出し厚さ、転圧

回数など） 

原位置での施工管理

が必須 

（吹付け厚さ、リバ

ウンドなど） 

掘削土の適用

範囲 

（最大粒径） 

最大粒径 

20 mm 以下 

最大粒径 5 mm 以下 

（リバウンドを考慮） 

使用材料の 

柔軟性 

材料含水比の施工 

品質への影響は小 

材料含水比の施工 

品質への影響は大 

施工による 

環境影響 

転圧機による 

振動・騒音 

吹付け機による 

騒音・粉塵 

 

○埋戻し施工における計測技術の適用性確認 

埋戻し材の乾燥密度分布計測には、加熱式光フ

ァイバによる分布型温度センシング法（active 

Distributed Temperature Sensing、以下、aDTS

法）、坑道と埋戻し材の隙間検知には、フィーダ線

をセンサとした時間領域反射率測定法（Time 

Domain Reflectometry、以下、ケーブル TDR 法）

を用いた。 

aDTS法による乾燥密度分布計測では、事前に埋

戻し材の乾燥密度と熱伝導率の関係を把握して

おき、施工試験後の埋戻し材を加熱した時の温度

上昇量から熱伝導率を算出して、乾燥密度を推定

することができる。加熱式光ファイバの設置状況

を図-8 に示す。また、転圧及び吹付け（高密度）

施工後の乾燥密度分布を図-9と図-10に示す。な

お、図には施工直後及び解体時のサンプリング試

料から求めた乾燥密度も併せて示した。 

aDTS法で推定した乾燥密度は、転圧工法、吹付

け工法ともにサンプリング試料の乾燥密度と概

ね整合しており、埋戻し材の乾燥密度分布計測技

術としての適用性は高いと考えられる。ただし、

転圧施工部分の一部では、aDTS法とサンプリング
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による乾燥密度の値に 0.2Mg/m
3
程度の差がみら

れた。その原因としては、粗粒分（転圧では最大

粒径 20mm）が埋戻し材と加熱式光ファイバケーブ

ルの密着度を低下させたことにより、aDTS法で計

測される温度上昇量の波形のS/N比を低下させた

可能性が考えられる。 

  
(a)転圧施工部分   (b)吹付け施工部分 

図-8 加熱式光ファイバの設置状況 

 
図-9 転圧施工部分の乾燥密度分布 

 
図-10 吹付け（高密度）施工部分の乾燥密度分布 

 

隙間検知技術では、坑道天端の横断方向にフィ

ーダ線を設置し、吹付け施工前後の誘電特性の

違いから隙間発生の有無を確認した。施工試験

終了から 2 か月後と 4 か月後のケーブル TDR 法

による計測結果（電圧反射係数）を図-11 に示す。

施工完了から 2 か月及び 4 か月経過後の電圧反

射係数の波形は埋戻し材に覆われた状態よりも

大きくなっている部分があり、部分的に坑道天

端に空隙が発生している可能性が示唆された。

埋戻し材の解体時にビデオスコープ等で坑道天

端の埋戻し材の状態を観察したところ（図-12）、

ケーブル TDR 法で空隙が検知された位置の付近

には、幅が 8～15mm 程度の隙間が確認された。こ

の隙間が生じた原因としては、埋戻し材の自重

による沈下、乾燥収縮などが考えられるが、施工

試験で隙間の幅を確認しておくことにより、実

際の坑道における施工では坑道天端付近のベン

トナイト混合率を高めるなどの対策で膨潤によ

り隙間を閉塞させることができると考えられる。 

 
図-11 ケーブル TDRによる計測結果 

 
図-12 解体時の隙間確認の状況 

 

3)埋戻し施工の効率化に向けた検討 

転圧工法や吹付け工法と比べて施工効率（施工

管理の容易性、施工速度など）の向上が期待でき

るスクリュー工法（スクリューフィーダーを用い

て埋戻し材を坑道に充填する工法）及びブロック

工法（埋戻し材をブロック成型して坑道に定置す

る工法）について、要素試験等を実施して埋戻し

工法としての適用性の見通しを得た。 

スクリュー工法の要素試験の実施状況と試験

結果等から得られた主な成果を図-13及び表-7に

示す。最初に文献等の調査結果を基にスクリュー

工法による施工装置の概念設計を行ったうえで、

スクリューフィーダーによる搬送性及び充填性

などを確認するための要素試験を実施した。搬送

性については、スクリューの回転数と搬送量の関

係を要素試験で把握して、スクリューフィーダー

1 本あたりの搬送能力を確認した。充填性につい

ては、機械仕様、充填範囲及び使用材料の適用範

囲などのデータを取得したうえで、2 本のスクリ 

   
図-13 土槽充填性試験の状況 
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ューフィーダーにより天端部や隅角部を充填す

るためのスクリューの配置及び回転方向の影響

などを把握した。 

 

表-7 主な成果と課題（スクリュー工法） 

項目 成果 

搬送性 

スクリュー回転数と搬送量の関係を把握し、1

本あたりの搬送能力 4.24 m3/h を確認。 

主要坑道の推定施工量 52 m3/h（スクリュー

14 本）。 

土槽内充填性 

確認（1 本） 

施工（機械）仕様（回転数、後退速度等）、ス

クリュー1 本の充填範囲（高さ、幅）及び使用

材料の適用範囲（5 mm 以下）を設定。 

かさ密度管理（3D 画像計測システム）の適用

性確認（狭隘空間）。 

土槽内充填性 

確認（2 本） 

埋戻し材料が回転慣性により回転方向へ押し

込まれる事象を確認。 

天端部、隅角部を隙間なく充填するためのス

クリュー配置、回転方向の影響を把握。 

 

ブロック工法の試験結果から得られた主な成

果を表-8 に示す。埋戻し材ブロックの製造・設

計仕様に関する基礎データを取得するために、

成型圧力や配合などの製造仕様をパラメータと

した静的締固め試験を実施して、製造仕様とブ

ロックの品質（乾燥密度、透水係数など）の関係

を把握したうえで、図-14 に示す小型ブロック

（300mm×300mm×100mm）を製造してブロック内

の乾燥密度のばらつきを確認した。また、大型の

ブロックを対象とした施工方法としてフォーク

リフトによる定置方式を選定し、想定される施

工工程から施工速度を概算した。さらに、坑道壁

面とブロック間などの隙間への対処方法を検討

するために、埋戻し材ブロックの膨潤特性に関

するデータを取得した。 

 
表-8 主な成果と課題（ブロック工法） 

開発項目 成果 

ブロック製造・

設計仕様に関す

るデータ取得 

ブロック製造仕様（成型圧力、ベントナイト

混合率など）とブロック品質（乾燥密度、透

水係数など）の関係を取得。 

ブロック製造試

験（小型） 

小型ブロックの製造性を確認。 

（ブロック内部のバラツキ：乾燥密度は±0.1 

Mg/m3程度、含水比は±1%程度） 

実寸大ブロック

を対象とした施

工方法の検討 

実寸大ブロックを想定した定置方式として、

フォークリフトによる定置方式を選定 

施工速度の予備的検討を実施。 

（約 9 m3／h、32 秒／個） 

（ブロックサイズ：35×60(30)×50 cm） 

坑道壁面とブロ

ック間などの隙

間処理方法の検

討・試験の実施 

埋戻し材の鉛直方向への膨潤変形率は水平方

向の約 1.6 倍。（二方向膨潤変形試験） 

埋戻し材の膨潤後の発生圧力、有効粘土密度

などのデータを取得（自己シール性試験） 

  
図-14 小型ブロックの外観 

 

(2)高レベル放射性廃棄物に対する人工バリアの

製作・施工技術の開発 

1)製作・施工技術に係る品質保証体系の整備 

第一種廃棄物埋設に関する安全規制では、核燃

料物質等による放射線の被ばく管理に関する定

期的な評価を実施することが求められている
4)
。

この評価では、最新の技術的知見を踏まえた性能

評価及び安全評価を実施して、規制への適合性を

判断することになると考えられる。したがって、

人工バリアを含む地下構成要素の製作・施工に係

る品質や施工後の状態などの情報を取得するた

めの取組が重要となる。 

そのため、本事業では、地下構成要素の品質保

証体系を整備するための考え方を整理するとと

もに、定期的な評価に必要な情報を取得するため

の取組を施工時と施工後の段階に分けて、次の 2

つの取組として品質保証体系の素案を整備した。 

品質管理プログラム：地下構成要素の仕様を満

足する製造・施工を実施し、施工品質を把握

するための取組 

性能確認プログラム：定期的な評価における性

能評価に必要な情報を取得するための取組 

これらの取組で一定の役割が期待される原位

置測定やモニタリングは原位置での作業負荷を

増大させるため、本事業では原位置測定やモニタ

リングを最小化する方向でプログラムの素案を

整備した。 

品質管理プログラムについては、材料製造及び

施工のプロセスにおける品質管理で品質を保証

することを指向して、北欧やわが国の検討結果な

どを踏まえて、地下構成要素の製造・施工プロセ

ス管理手法の素案を整備した。 

原位置測定やモニタリングを最小化した性能

確認プログラムでは、操業前の取組が重要となる。

例えば、地下構成要素の仕様は、概要調査及び精

密調査段階で測定される環境要因（地下構成要素

を変遷させる地質環境特性）に対して、空間的及

び時間的な変動の幅を考慮した設計データに基

づき設定されることになると考えられる。この設
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計用データは、性能評価用のデータとしても利用

することができるため、操業期間中に定期的に環

境要因を測定しておくことで、性能評価の入力情

報を更新することができる。そのため、地下構成

要素の設計要件、評価項目、安全評価で使用され

ているパラメータから地下構成要素のバリア性

能を変化させる可能性がある環境要因などを原

位置測定・モニタリング項目の案として整理した

うえで、性能確認プログラムの素案を整備した。 

本事業で整備した品質管理プログラムと性能

確認プログラムの素案は、今後、関係者間で品質

保証体系について議論をするための基礎となる

ものであり、地層処分事業の進捗に応じて適切に

更新していく必要がある。 

 

2)地下構成要素を対象とした計測関連技術の整

備 

地下構成要素の品質管理や性能確認のために

は、施工直後の品質確認及び施工後の状態変遷の

把握のためのデータ取得が必要となるが、測定デ

ータの伝送やセンサなどへの電力供給に有線ケ

ーブルを使用する場合、ケーブルの存在が地下構

成要素の性能に影響を及ぼすことが懸念されて

いる。そのため、計測技術の補助ツールとして無

線技術の成立性及び長期運用性を確認した。 

 

①無線伝送システムの長期運用性の確認 

2014 年度から幌延深地層研究センターの地下

坑道で実施されている人工バリア性能確認試験

では、緩衝材と埋戻し材の中に設置した一部の土

圧計と間隙水圧計に無線でデータを送信するた

めの送信機が接続されている
5)
。送信機から送ら

れた測定データは、コンクリートプラグの外側に

設置された受信器を介して継続的に PC に保存さ

れている。データ送信の頻度と電池容量の関係か

ら、送信機の設計寿命は 10 年程度である。2014

年度の試験開始から 2022 年度末の時点でも継続

的にデータが取得できており、無線伝送システム

により 8年間以上のデータ送信が可能であること

を確認した。 

 

②無線給電システムの概念設計方法の整備 

電源ケーブルを用いずに計測機器に電力を供

給する無線給電システムの概念設計方法の整備

に向けて、2014年度から給電効率に関する要素試

験などに取組んできた。地下環境への適用性の観

点から、給電方式には磁界共振結合方式を採用す

ることとして、給電効率に影響を与える要因（①

コイルの設置方式（送電－受電コイルの組合せ）、

②コイルの設置位置（偏角/偏心、コイル径）、③

送電－受電コイル間の介在物（ベントナイト、水

/塩水、プラグ内の鉄筋））をパラメータとした要

素試験により各パラメータと給電効率の関係を

整理したうえで無線給電システムの概念設計方

法を整備した。この概念設計方法に基づいて、幌

延深地層研究センターで実施されている人工バ

リア性能確認試験を例題として図-15 に示すシス

テム構成で概念設計を実施した。緩衝材や埋戻し

材中に設置されたセンサの消費電力に要素試験

で得られた送受電コイル間の給電効率を乗じ、電

源部分で必要な電力量を算出した。整備した概念

設計方法により、無線給電システムの仕様を設定

することができたが、原位置での給電効率に影響

を及ぼす複数の影響因子の相互作用などについ

ては、今後の要素試験等で確認して概念設計方法

に反映する必要がある。 

 

 

図-15 無線給電システムの配置例 

 
1) 地層処分研究開発調整会議、地層処分研究開発に関す

る全体計画（平成 30年度～令和 4年度）、2020 
2) 日本原子力研究開発機構、原子力環境整備促進・資金

管理センター、令和 4年度 高レベル放射性廃棄物等の
地層処分に関する技術開発事業 地層処分施設閉鎖技
術確証試験 報告書、2023 

3) 日本原子力研究開発機構、原子力環境整備促進・資金
管理センター、令和 4年度 高レベル放射性廃棄物等の
地層処分に関する技術開発事業 地層処分施設閉鎖技
術確証試験 取りまとめ報告書、2023 

4) 核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物の第
一種廃棄物埋設の事業に関する規則、平成二十年経済
産業省令第二十三号、2008 

5) 原子力環境整備促進・資金管理センター、平成 26年度 
地層処分技術調査等事業 処分システム工学確証技術
開発 報告書（第 3分冊）モニタリング関連技術の整備、
2015 
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３．回収可能性技術高度化開発 

◇事業の概要 

特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針
1)

（以下、「基本方針」）では、安全な管理が合理的

に継続される範囲内で施設の最終閉鎖までの可

逆性・回収可能性を確保することとし、併せて、

回収可能性を維持した場合の影響等について調

査研究を進めることとしている。また、地層処分

研究開発に関する全体計画（平成 30 年度～令和 4

年度）
2)
では、高レベル放射性廃棄物廃棄体（以下、

「HLW 廃棄体」）の回収可能性を確保する技術の整

備として、次の 2 つの項目を挙げている。 

・回収可能性の技術的実現性を示すため、設計オ

プションとして整備する処分概念に対応した

廃棄体回収技術の開発と段階的な技術実証 

・回収可能性を維持した場合の影響等に関する評

価技術や対策技術の整備 

地層処分事業への可逆性・回収可能性の導入と

いう施策に対する社会の信頼感を高めるため、回

収手順や技術の具体化、及び試験による実現性の

提示、並びに基本方針に示された回収可能性を維

持した場合の影響等についての課題に着実に取

り組んでいく必要がある。 

本事業では、上述した回収可能性に係る技術的

課題に取り組み、施策に対する社会の信頼感の更

なる醸成に資することを目的としている。 

なお、本事業は、公益財団法人原子力環境整備

促進・資金管理センター及び国立研究開発法人日

本原子力研究開発機構が共同で実施した経済産

業省資源エネルギー庁の委託事業「令和 4 年度高

レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術

開発事業（JPJ007597）（回収可能性技術高度化開

発）」の当センターの実施分である。2022 年度が

2020 年度からの 3 か年計画の最終年度であること

から 3 か年の研究開発の成果を取りまとめた
3),4)

。 

◇2020～2022年度の成果
3), 4)

 

研究開発における具体的な課題の設定や、今後

具体化される概念や処分場設計に対する成果の拡

張性を確保するため、出発点（前提）となる回収可

能性が維持された処分場を以下のように設定した。 

・前提とする処分場の定置概念：NUMO 包括的技術

報告書
5)
に示された 2つの定置概念（以下「現行

の 2概念」） 

処分孔竪置き・ブロック方式（パネル型） 

処分坑道横置き・PEM
※
方式（デッドエンド型） 

※PEM：Pre-fabricated Engineered barrier system 

Moduleの略 

・回収時の地下施設の状態：処分坑道が埋め戻さ

れ端部に鉄筋コンクリート製の力学プラグが設

置された状態（以下「状態 B」という）、且つ、

廃棄体は定置時の健全性が確保されている状態 

 

過年度の事業において、外部有識者で構成する

「可逆性・回収可能性の確保に向けた論点整理に

関わる検討会」を設置し、可逆性・回収可能性に関

する多面的な検討を実施した
6)
。この検討会で整理

された技術的フレームワークを踏まえ、基本方針

に示される“安全な管理が合理的に継続される範

囲”について、安全性と回収作業期間の関係として

図-1のように整理した。 

 
図-1 回収可能性が維持されている状態の模式図 

 

本事業では、回収の容易性（回収作業時間）の

向上（図-1 の②の短縮）に対応する(1)廃棄体回

収技術の高度化と、(2)回収の容易性を高めた設

計オプションの開発及び安全性への影響の定量

化（図-1 の①と①´）に対応する(3)回収可能性維

持に伴う影響の定量化手法の整備の 3項目を個別

課題として設定した。以下に各課題の成果を整理

する。 

 

(1)HLW廃棄体回収技術の高度化 

回収作業の技術的実現性、「全体回収作業に要

する期間（図-1 の②）」の短縮及び期間の定量化

に資する技術情報の提示に向けて、現行の 2概念

を対象に、廃棄体の回収作業の具体化、及び適用

可能な回収技術の整備を進めた。 
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1)回収作業の技術的実現性に関する考え方 

回収手順と技術（手法、装置、設備、など）の

整備状況を整理することで、現時点における回収

作業の技術的なシステムとしての実現性を提示

する。 

現行の 2概念の状態 Bの処分場から廃棄体１体

を回収して地上で保管するまでの一連の作業手

順や個別作業の内容を具体化し、以下に示す３つ

の大工程に整理した。なお、回収時の坑道再開放

時の作業安全性（図-1中の①）は確保されている

ものとし、作業環境の再構築に要する作業は除外

している。 

手順１：処分坑道の再開放 

力学プラグの撤去と埋戻し材の再掘削の 2つの

作業を設定した。鉄筋コンクリート造の力学プラ

グの撤去は、建築物の解体技術のうち横向き作業

が可能な工法の応用が考えられる。また、ベント

ナイトと掘削ズリの混合土である埋戻し材は、坑

道掘削と同様の手法で撤去が可能と判断した。 

手順２：廃棄体の回収 

再開放後の処分坑道から廃棄体を回収して坑

底施設まで搬出するため、廃棄体を拘束する土質

材料の除去、及び除去後の廃棄体の搬出の 2つの

作業を設定した。廃棄体のハンドリングに対して

容器の健全性が確保されている前提では、定置作

業の逆動線で廃棄体の搬出が可能と考えられる。

一方、竪置き方式の緩衝材除去や横置き・PEM 方

式の隙間充填材（土質材料）の除去作業は、廃棄

体への機械的な影響への考慮が必要となる作業

であることから、回収特有の技術として抽出した。 

手順３：地下⇒地上への搬出 

坑底施設から地上施設までは、操業時の地下へ

の搬入の逆動線で搬出が可能と考えられる。本事

業で対象とする回収は、将来世代が選択した代替

管理方策への転換の一環であることから、回収し

た廃棄体の受入れや一次保管などに要する地上

施設は、回収実行前に予め整備されていると仮定

した。 

このように技術実証等が望まれる回収特有の

技術もあるものの、一連の作業手順と技術には実

現性の見通しがある。また、全量の回収は、廃棄

体１体の回収作業を反復することで、技術的には

可能と考えられる。 

2)回収作業に要する時間の定量化 

回収作業に要する時間は、廃棄体 1体の場合に

は前述の個別作業ごとの作業時間の和となるが、

複数の廃棄体の回収作業では、作業動線等を念頭

に置いた合理化の視点を加えた手順と作業時間

（期間）の定量化手法について検討する必要があ

る。処分孔竪置き方式の場合、先行して処分坑道

全体を再開放し、その後に回収作業を実施する。

処分坑道横置き・PEM 方式の場合は、隙間充填材

の除去を先行して実施する。このような個別作業

の集約により、処分坑道単位で装置の入替えが省

略でき、作業時間の短縮が期待できる（図-2）。 

 

 

図-2 処分坑道内での作業の集約による合理化の例 

 

状態 B の処分坑道からの回収手順は、処分坑

道の再開放⇒廃棄体の回収の順となるため、１

本の処分坑道では再開放を終えるまで廃棄体の

回収に着手できないが、複数本の処分坑道を対

象とすれば再開放と回収を別の坑道で同時かつ

独立して行うことができる。図-3 は処分場を均

等に 6 区画に分けた場合のタイムラインの例で

ある。このように、「全体回収作業に要する期間」

は、再開放に要する時間×（区画数＋１）で見積

もることができる。 

 

図-3 処分場全体の作業合理化の例（区画数＝6） 

 

図-3 の各作業時間（期間）は、合理化した作

業手順を実行する技術（回収への適用が見込ま

れる既存技術）の能力（カタログ値など）や工事

積算基準などを参考に定量的に見積もることが

できる。 
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3)本事業で整備する技術と目的 

定置済みの廃棄体周囲の土質材料の除去は回

収に特有の作業であり、技術的実現性の確認及び

作業時間の見積りに必要な技術情報の整備が必

要である。現行の 2概念に対して、前フェーズま

でに第一段階の技術開発として、除去作業の技術

的実現性を示した
7),8)

。本フェーズでは、一定の

期間内に回収作業を完了する技術の提示を目的

とした第二段階の技術開発に着手し、廃棄体の全

量回収に要する時間の算出に資する技術情報を

整備した。 

オーバーパック（以下、「OP」）への機械的な損

傷を防ぐ緩衝材の除去方法として、流体的除去を

選定した。これまでに、塩水を用いた緩衝材除去

システム（噴射・吸引設備、塩水リユース設備、

遠隔操作設備）を整備し、フルスケールの緩衝材

除去試験によって除去作業の技術的実現性を示

した。一方で、電解質溶液による緩衝材のスラリ

ー化促進効果を除去原理としたこの方式では、OP

一体当たりの除去作業に約 78 時間を要する見込

みとなっている
7)
。これに対して、状態 B の処分

坑道からの回収作業の工程分析によって設定し

た 20 時間以内を目安に、除去作業を迅速化する

技術開発を実施した。 

除去作業を迅速化する方策として、除去原理を

ウォータージェット（以下、「WJ」）による切削に

変更した。OP周囲の緩衝材の除去は、噴射・吸引

設備の噴射リングを揺動・下降させて行うため、

0.6MPa から 20MPa に増圧した場合の運転パラメ

ータの設定が重要である。そこで、作用水の性状、

噴射ノズルの種類、ノズルからの離隔、ノズルの

移動速度等の噴射条件をパラメータとした噴射

要素試験を実施し、WJの噴射条件と除去幅や深さ

の関係を整理した。整理結果を踏まえ、OP把持部

周囲の緩衝材は直射ノズル斜め噴射、OP側部はト

ルネードノズル下向き噴射とし、噴射リング、揺

動・下降装置を製作した
9)
。 

緩衝材除去試験は、土間上に模擬処分孔として

設置した鋼製円筒容器内にフルスケールの模擬

人工バリアを構築して実施した。除去対象となる

緩衝材は撒出し転圧工法で施工し、乾燥密度は平

均 1.607 Mg/m
3
、飽和度 80％、OP把持部周囲には

純ベントナイト製のペレットを充填した。なお、

本試験は WJ による緩衝材除去の迅速化に主眼を

置いた要素試験として実施した（使用する塩水の

供給及び除去生成物の処理が作業速度に影響し

ないよう、塩水リユース設備は併用せずに実施）。 

図-4に、緩衝材の除去部上端深度と経過時間の

関係を示す（赤線：計画、黒線：試験結果）。鉛直

方向への進行は、トルネードノズルの下方噴射に

よるものであり、前述の噴射要素試験の結果より、

計画値は 28.4mm/分と見積もった。図中の水平部

分は、直射ノズル斜め噴射で把持部周囲を除去し

ている区間であるが、把持部露出までの区間で計

画と実績に乖離が見られる。この原因として、直

射ノズルから放出される WJ の太さが計画よりも

細く。把持部上部の緩衝材の切削に時間を要した、

また、把持部周囲に充填したベントナイトペレッ

ト部は浸潤の程度によって一体化、あるいは流動

的な挙動を示すため、確実にスラリー化させるた

めの噴射条件の工夫が必要である。 

除去作業終了後、OPの引き上げ（回収）が可能

であることを確認した（図-5）。 

 
図-4 緩衝材の除去部上端深度と経過時間の関係 

 
図-5 緩衝材除去後に実施した OP引上げ試験 

 

以上のように、WJ の導入によって目標の 20 時

間を大幅に下回る5時間程度で除去作業を実施で

きる見通しを得た。 

過年度の緩衝材除去システムの整備結果
7)
及び
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本フェーズの WJ 噴射要素試験の結果より、流体

的除去技術として、塩水＋低圧噴射、塩水＋高圧

噴射、真水＋高圧噴射の 3つの技術的選択肢が示

された。今後、各方式に対応したベントナイトス

ラリーを処理する塩水リユース設備の合理化な

どを進めることで、限られた地下空間での緩衝材

除去システムの運用上の柔軟性を高めていくこ

とが重要である。 

処分坑道横置き・PEM 方式の回収技術について

は、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構幌

延深地層研究センター地下研究所（以下、「幌延

URL」）地下 350m の試験坑道において、機械的除

去技術（小型バックホウとオーガアタッチメント

（φ20cm）の組合せ）により PEMと坑壁間の隙間

充填材除去の地下実証試験を行った。その結果か

ら試算される PEM 一体当たりの除去時間は約 68

時間であった
8)
。これに対して、状態 B の処分坑

道からの回収作業の工程分析によって設定した

PEM１体あたり 5 時間以内を目安に、隙間充填材

の除去作業を迅速化する技術開発を実施した。 

機械的除去技術を、処分坑道内での隙間充填材

の除去作業を連続して行うシステムとして整備

するため、機械的除去作業の工程を細分化し、後

続する PEMの回収時に求められる状態などを設定

し、必要な要件（作業・機能など）を定義した。

要件を満足する隙間充填材除去システムの装置

構成として先頭部から、隙間充填材を切削・排土、

除去生成物の捕集、処分坑道外へ除去生成物を搬

出するための車両等への積込といった一連の機

構を念頭に置き、処分坑道内に定置されている複

数の PEMに対して連続して除去作業が実施できる

ように、装置の外形は PEMを跨ぐ構造とした。こ

のような装置構成に対して、既存のコンポーネン

トを要求機能に合わせて適切に選択し、システム

化することが重要である。本フェーズでは、装置

前方で隙間充填材を切削・排土する部分を中心に、

技術開発を実施した。 

隙間充填材を切削・排土する部分については、

一般土木分野におけるトンネル掘削技術の調査

から、自由断面方式と固定断面方式を選定した。

この 2方式を対象として、隙間充填材と同仕様の

ベントナイト混合土を切削する要素試験を実施

し、除去生成物が小さく後続の排土が容易、PEM周

囲の限られた空間での作業性等の観点から自由

断面方式を選択した
9)
。この方式による除去生成

物は細かく解砕されており、バキューム方式によ

る吸引排土が可能であると考えられた。 

自由断面方式の切削とバキューム方式の吸引

排土を組み合わせたもの（以下「除去ユニット」

という）を、前述の装置前方に取り付けることと

して、除去ユニットには切羽での隙間充填材の切

削と除去生成物の捕集に適した横回転型のドラ

ムカッターを選択した（図-6）。横回転型の場合、

除去生成物は下部から手前側に排出されるため、

除去生成物を捕集する吸引アタッチメントを図-

7 の様に取付け、吸引排土後に分離タンクで固形

物として回収する仕組みである。 

 
図-6 切削部（ツインカッター、軟岩掘削用） 

 

図-7 切削・排土部、分離・回収部の概要 

 

除去ユニットによる切削効率の確認、装置化に

向けた課題抽出のため、除去ユニットの機能確認

試験を実施した。粘土（隙間充填材）用のピック

を装着したドラムカッターの既製品は無いため、

軟岩用のもので代用し、機械的な切削に係るデー

タを取得した。切削試験に用いた隙間充填材模擬

材は、ベントナイト:ケイ砂=50％:50％、平均乾燥

密度 1.66Mg/m
3
、飽和度 93％であり、撒き出し転

圧工法で施工した。ドラムカッターが単位時間当

たりに除去・排出する除去生成物の体積は、ドラ

ムカッターの幅、カッターの切込み深さ、送り量

（移動速度）、切削による土量変化率の積で算出

される。これらを切削パラメータとして、バキュ

ーム方式の吸引排土の能力の範囲内で組合せを

変え、分離タンクでの除去生成物の回収量、路盤

への落下量、カッターへの除去生成物の付着量、

除去生成物の土量変化率等のデータを取得した。

試験の結果、除去ユニットから排出される除去生

成物は１ユニットあたり約 15m
3
/h となった。PEM

１体あたりの隙間充填材を除去した際に発生す
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る除去生成物の体積は約 90m
3
（PEM 周囲の隙間充

填材部分の体積 41.1m
3
、土量変化率 2.19）である

ことから、除去装置の前方に除去ユニットを 2つ

搭載すれば、目標時間である 5時間を達成できる

見通しが得られた。 

機械的除去システムの構成及び除去ユニット

機能確認試験の結果を踏まえ、隙間充填材除去装

置の概念設計を実施した。図-8に示す概念設計案

では、PEM を跨ぐ構造の中に、一連の機能を集約

している。左右に 1セットずつ配置した除去ユニ

ット（白、黄）がカッターガイドレール（水色）

上を走行し、カッターガイドレール自体が上下左

右への移動と前方へ傾斜することで、PEM 周囲の

隙間充填材を馬蹄形状に除去する。発生した除去

生成物は吸引によって捕集された後に、分離タン

ク（紫）で固形分を分離し、装置後方から排出さ

れる。 

 
図-8 隙間充填材除去装置の概念設計案 

 

粘土用の代用として使用した軟岩掘削用の横

回転型ドラムカッターによる試験では、付着によ

る作業性の低下が発生した。この結果より、連続

作業性の向上に資する以下の知見を得た。 

・ドラムに装着するピックの改良：軟岩用のポイ

ントアタック型のピックの切削原理は、点荷重

による破砕である。隙間充填材の飽和度が低い

領域では有効だが、高飽和度で延性的な変形挙

動を示す領域ではピック自体の動きによるむ
．

しり取り
．．．．

になる。隙間充填材の強度が軟岩と比

べて低いことを考慮し、飽和度に対して適用範

囲が広い粘土用のピックの開発が望まれる。 

・除去生成物を排出する経路の単純化：切り屑は

回転軸上のピックホルダー間の空間（チップポ

ケット）を通って排出される。軟岩用のドラム

カッターのチップポケットは入り組んだ形状

であることから除去生成物が詰まり易いと考

えられるため、排出路の単純化など、隙間充填

材用のピック配置に工夫が必要である。 

除去効率の低下の要因となる隙間充填材の外

力に対する変形挙動は、隙間充填材の性状、特に

飽和度が大きく依存している。一方、定置済みの

廃棄体回収時の飽和度は、場の地下水環境や定置

後の経過時間に依存する。このような多様な環境

条件に対する機械的除去技術の適用性や除去効

率の評価に資するため、隙間充填材の配合率や密

度、飽和度を変化させた供試体に対して、刃を貫

入させる一次元の室内試験を実施した。この結果、

切り屑に亀裂が生じずに連続的になる延性的な

挙動から、せん断やき裂発生によって不連続にな

る脆性的な挙動まで、様々な切削パターンとなる

ことが明らかになった。また、除去生成物の大き

さや付着のし易さに関連する切削パターンを室

内試験で取得し、土質材料の状態を示すパラメー

タで整理することで、大規模な除去試験を行う前

に除去効率を推測できる可能性が示唆された。粘

土用ドラムカッターの開発を効率的に進めるた

めには、土質材料の物性値と切削パターンの関係

についての知見を拡充することが重要である。 

 

(2)回収容易性を高めた詳細設計オプションの開

発 

回収手順の合理化や、技術の高度化開発で目標

時間を達成しても一定の回収作業時間が必要と

なる。更なる迅速化が望まれるような状況に留意

して、回収時間（図-1の②）を更に短縮すること

が可能な詳細設計オプションの開発を進めた。 

状態 Bの坑道の再開放期間が掘削したズリ（除

去する埋戻し材又は隙間充填材）を地上まで搬出

する能力（アクセス立坑の容量）に依存するとす

れば、図-3の工程による全体回収作業期間も同様

に搬出能力に依存する。そのため、回収作業期間

を短縮する方策の１つとして、搬出能力の向上

（立坑の増設、斜坑の活用、など）あるいはズリ

発生量自体の削減（坑道長の短縮、坑道断面の縮

小）が考えられる。 

処分孔竪置き方式の処分坑道長さは隣接する

処分孔同士の力学的安定性から新第三紀堆積岩

類の場合 3d（d：処分孔径≒人工バリア外径）と

設定されている
5)
。一方、廃棄体からの熱影響の

観点では、人工バリア同士が接触した dでも成立

することを確認している
10)
。すなわち、処分孔壁

を補強する補助工法を用いて廃棄体ピッチを dと

することで、再開放に要する期間を 1/3程度に短
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縮できる可能性がある。この設計オプションでは、

現行の竪置き方式の回収と作業手順や技術は共

通である。 

現行の処分坑道横置き・PEM 方式は、処分坑道

の長手方向に対して PEMが直列で定置されている。

直列定置の場合、処分坑道長さは PEM長さ×定置

数であり、掘削ズリを削減するには坑道断面を縮

小する必要がある。しかしながら作業空間が狭く

なり、操業時の PEMの定置や隙間充填作業、回収

時の機械的除去技術による隙間充填材の除去な

どの作業性の低下が懸念される。そこで、図-9に

示すような、回収時の坑道再開放が不要となる詳

細設計オプション：横置き・PEM 方式（狭隘断面

坑道定置型）の実現性について検討した。 

 

図-9 横置き・PEM方式（狭隘断面坑道定置型） 

 

閉鎖後長期の安全性への影響については、人工

バリアの機能の確保の観点から検証した。PEM 周

囲の隙間の残置については、鋼殻内の緩衝材が均

一に膨潤（膨出）して埋めると仮定した場合、緩

衝材に要求される乾燥密度を維持できる許容幅

は、緩衝材の初期乾燥密度が 1.8Mg/m
3
の場合は約

9cmとなった。
10)
。また、PEM周囲の空気層の存在

が廃棄体の発熱の放熱に与える影響については、

処分坑道同士を適切な離隔で設置することで、緩

衝材の制限温度である 100℃未満を満足できるこ

とを、熱伝達解析で確認した
10)
。以上より、PEM周

囲の空間の存在は許容できる見通しがある。 

建設・操業の技術的実現性については、狭隘断

面坑道の建設技術、及び狭隘坑道内での PEMの搬

送技術の観点から検討した。現行概念の PEMの外

径 2,260mm に許容できる幅を加えた 2.5m 程度の

内空のトンネルを施工する技術として、ドリルカ

ッター工法、大口径推進工法、マイクロ TBM、プ

ッシュ・ミーリング工法、レイズボーリング工法

などがあるが、これら既往技術を処分場が建設さ

れる大深度岩盤に適用させるための技術開発が

必要である。閉鎖後長期の安全性の観点から許容

できる数 cm の空間幅では、2019 年度までに整備

したエアベアリング方式の搬送装置が適用でき

ない
8)
。そこで、PEMを引き摺り（摺動）によって

移送する装置の概念設計を行った。図-10 に概念

設計（案）を示す
3)
。この装置は、アウターフレ

ームとインナーフレームから構成されており、ア

ウターフレームには推進／牽引時に坑道の天端

に反力をとる突っ張り機構（TBM のグリッパーに

相当）が備わっている。アウターフレームとイン

ナーフレームを交互に動かし、尺取虫のように処

分坑道内を移動する。坑道内での定置は推進動作

（押込み）、回収は牽引動作（引込み）となる。 

 

図-10 狭隘断面坑道での定置装置の概念設計（案） 

 

以上のように、処分坑道スケールではあるが、

これらの詳細設計オプションの実現性について

技術的な見通しを得た。今後は、建設・操業、回

収作業の具体化や技術的課題の抽出に向けて、複

数の処分坑道を束ねた区画スケールでの実現性

の検討に拡張していく必要がある。これまでの検

討は回収可能性（回収容易性）の観点からの検討

であるが、地層処分の実現性を複数の観点
11)
から

多面的に検討してくことが重要である。 

 

(3)回収可能性維持に伴う影響の定量化手法の整

備 

操業期間中及び閉鎖後長期の双方の安全性が

確保されるように設定される回収可能性の維持

期間（施設を最終閉鎖せずに維持する期間）にお

いて、回収可能性の維持に伴う安全性への影響の

定量化手法の整備に向けて、ストーリーボードを

用いて、定量化すべきシナリオ及び定量化手法を

整理するとともに、技術課題のとりまとめを行っ

た。 

昨年度までに、本フェーズ当初に作成した全体

開発計画に基づき、本検討におけるレファレンス

となる建設・操業工程の分析、処分場構成要素の
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抽出と機能の整理を実施し、その結果を用いて、

処分場構成要素に要求される機能に影響を与え

るプロセスを抽出し、「地下構造物の安定性及び

供用性」に着目した処分システムの状態変遷に関

わる知見を集約したストーリーボード（第 1段階

のストーリーボード）を作成した
9)
。2022年度は、

さまざまな分野の専門家との議論に基づき、処分

場の変遷において重要なプロセスを抽出・整理し、

第1段階のストーリーボードを改善するとともに、

専門家からの意見を参考に定量化すべきシナリ

オの抽出、定量化手法を含めた技術課題を整理し

た（図-11）。 

第 1段階のストーリーボードは、敢えて重要度

による分類は行わず、さまざまな分野の専門家の

意見を参考に、プロセスの追加・削除を実施する

とともに、多くの専門家が共有可能な分かり易い

表示への変更などの改善を進めた。地下構造物は

多くの要素が統合されたものであり、要素ごとの

THMCが相互に影響すること、また、要素ごと或い

は THMC ごとにスケールが異なることから、１つ

のシナリオとして表現するためには、複数のプロ

セスの変遷を統合する必要があるため、特定の要

素のプロセスの変遷をサブシナリオと定義し、ス

トーリーボード及び専門家の意見を参考に区分

別、時間別に 74のサブシナリオを抽出した。 

 

図-11 ストーリーボード検討フロー 

 

また、サブシナリオの定量化においては、「類似

条件での経験・知見の活用」や「解析的手法の適

用」が必要になることを提示するとともに、専門

家との議論を参考に個別のプロセス及び個別評

価の統合化に向けて課題を整理した。特に、吹付

けコンクリートの熱収縮を起因とする鋼製支保

工やロックボルト腐食の進行の評価や、ロックボ

ルトの支保工としての効果の定量化や経年変化

など、幾つかの検討課題が残されていることが分

かった。 

 

図-12 坑道内のロックボルトの定量化のイメージ 
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例えば、坑道に複数本敷設されるロックボルト

の腐食を定量化する場合には（図-12）、ロックボ

ルトの敷設位置ごとに地下水流動などの水理環

境や、岩盤の不均質性を考慮した大気成分の拡

散・侵入による pHや Ehの分布などの化学環境が

異なることから、ロックボルトごとに腐食量を定

量化する必要がある。 

この場合、それぞれ敷設位置の環境条件を設定

するための評価領域のスケールダウンと詳細ス

ケールにおける金属の腐食評価結果から１本の

ロックボルトに着目した評価が必要となる。さら

に、坑道の力学的安定性は、坑道に敷設される複

数のロックボルトの腐食量によって評価される。

その他、環境条件によっては地下水による定着材

の侵食や外力と腐食の複合作用によるロックボ

ルトの破断などの懸念事象についても評価する

必要がある。これらの状況を考慮した１つの手法

による力学的な定量化は難しいため、スケールご

とに異なる定量化結果を統合することが不可欠

となる。 

以上のように、回収可能性の維持に伴う影響に

ついて、地下構造物の安定性及び供用性の定量化

手法の整備に向けて、昨年度に作成したストーリ

ーボードを改善するとともに、それを用いて定量

化すべきプロセスをサブシナリオの形式で整理

し、定量化にあたっての課題を抽出することがで

きた。 

今後、地下構造物の安定性及び供用性に向けた

定量化手法の構築に向けて、サブシナリオごとに

「類似条件での経験・知見の活用」や「解析的手

法の適用」による定量化手法の具体化を行ってい

くとともに、さらに、専門家との議論で抽出され

た個別のプロセスにおける課題解決を図ってい

く。 

 

(4)地層処分実規模試験施設を活用した情報発信 

本フェーズにおいて、2010 年度に開館した地層

処分実規模試験施設の大規模改修、及び 2019年度

までに幌延深地層研究センターの地下の試験坑

道で実証試験として実際に使用した処分坑道横置

き・PEM方式を対象とした搬送・定置や回収技術の

開発に関わる装置の展示を開始した（図-13）。 

本施設は来館者から直接意見を聞くことがで

きる貴重な場として、今後も来館者との対話記録

の蓄積を継続して施設の運用に活用していく予

定である。また、地層処分事業への関心が高まっ

ていることも踏まえ、発信者側と来館者との双方

の視点に留意した情報発信へ繋がるような工夫

を検討し、引き続き運営を行っていく。 

 

 
図-13 施設の展示状況 
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9) 原子力環境整備促進・資金管理センター、日本原子力研
究開発機構、令和 3年度高レベル放射性廃棄物等の地層
処分に関する技術開発事業（回収可能性技術高度化開発）
報告書、2022. 

10)原子力環境整備促進・資金管理センター、日本原子力研
究開発機構、令和 2年度高レベル放射性廃棄物等の地層
処分に関する技術開発事業（回収可能性技術高度化開発）
報告書、2021. 

11)原子力環境整備促進・資金管理センター、地層処分施設
の設計・操業技術の最適化手法に関する研究，RWMC-TRJ-
20001，2021. 
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４．沿岸部処分システム評価確証技術開発 

◇事業の概要 

高レベル放射性廃棄物等の地層処分について、

国は 2017 年 7 月に科学的特性マップを公表し、

海岸からの距離が短い範囲を「輸送面でも好まし

い」として示している
1)
。また、このような整理に

至る過程で、沿岸部の特性や技術的対応の可能性

については、「沿岸海底下等における地層処分の技

術的課題に関する研究会」（以下、「研究会」）にお

いて議論が進められた。2016年の研究会のとりま

とめでは、「今後、技術の高度化に引き続き取り組

むことで、更に信頼性を高めることが重要である」

として、技術の高度化に向けて沿岸部で想定され

る種々の地下水条件下でのデータ拡充等の取り組

むべき課題とその方向性が示された
2)
。 

そこで、2019年度からの本事業において、当セ

ンターでは、処分場建設に伴う浅部と深部の地下

水の混合や湧水等への影響に係る水理場の解析技

術、処分場の成立性の評価手法に関する整理を進

めた。加えて、既存情報等から我が国の海底下の

地下水の水質の幅を整理し、坑道建設に必要な材

料を対象に、その地下水の水質での再冠水に至る

までの期間の変質機構や機能変化に関するデータ

の拡充及び定量化を行なっている。 

2022 年度は、セメント系材料および緩衝材の沿

岸部における地下水による影響を考慮した機能等

の変遷についてのデータの取得や解析手法の検討

を実施し、現象理解とそれに基づくデータ拡充や

評価手法の整備を進めた。 

なお、本事業は、国立研究開発法人産業技術総

合研究所、一般財団法人電力中央研究所及び公益

財団法人原子力環境整備促進・資金管理センター

が共同で実施した経済産業省資源エネルギー庁の

委託事業「令和 4 年度高レベル放射性廃棄物等の

地層処分に関する技術開発事業（JPJ007597）（沿

岸部処分システム評価確証技術開発）」の当センタ

ーの担当分である。 

◇2022年度の成果
3)
  

(1)セメント系材料の短期的な変質挙動に関する

知見拡充 

処分場においてセメント系材料は、処分坑道や

アクセス坑道の支保工や底盤などの構成部材に

使用され、各坑道の空洞安定性や止水性を保つ機

能を担うことが期待されている。しかし、それら

のセメント系材料は、岩盤側からの地下水との接

触によって化学変質とそれに伴う力学的特性の

変化が懸念されているものの、その現象に関する

知見については、 

・セメント系材料の地下水による化学変質に

関するデータはあるが、それに伴う強度変化

に関するデータは少ない。 

・人工海水やそれを希釈した溶液でのデータ

はあるが、沿岸部の多様な組成に対応するデ

ータは少ない。 

といった課題がある。 

そこで、本事業では、沿岸部に特有な地下水化

学環境を念頭に置き、処分場の設計に資する情報

としてセメント系材料の化学変質と力学的特性

に関するデータを拡充し体系的に整理するとと

もに、解析的な化学変質の予測と強度推定手法の

構築を進めている。 

検討項目とその関係を図-1 に示す。 

 

 
図-1 検討項目とその関係 

 

2022 年度は、引き続き試験によるデータの取

得及び解析コードの構築、整備を実施した。 

 

1)セメント系材料の化学変質と力学的特性に関

する検討 

坑道の支保工に使用される吹付けコンクリー

トとセグメント（予め地上で製作した部材を坑道

内で組み立てて覆工を構築するためのコンクリ

ート部材）を対象とし、これらのコンクリート内

で地下水による化学変質に関わる構成要素であ

るセメントペーストを使用した浸漬試験を行い、



 

－32－ 

そのデータからコンクリートの化学変質と力学

的特性の関係の整理を進めている。 

2022 年度は、沿岸部の深度が異なる同一ボー

リング孔の 2 種類の実地下水で 10 か月間浸漬試

験を実施した。この試験結果と人工海水及び模擬

地下水に 3か月浸漬した結果を用いて、地下水組

成とセメントペーストの力学的特性（硬度）との

関係を整理した。図-2に示すように、コンクリー

トの力学的特性に影響を与える地下水成分の中

から、コンクリートの力学的特性の低下の要因と

なる SO4と化学変質を抑制する可能性のある HCO3

に着目してマップ化することで、力学的特性の低

下は、HCO3の共存によって SO4の影響を抑制する

傾向であることを確認した。 

 

 

図-2 地下水組成（SO4及び HCO3）とセメント系材料
（セメントペースト）の力学的特性の関係 

 

2)現実的な材料及び条件における化学変質と力

学的特性に関する検討 

コンクリートや実環境を模擬した条件での化

学変質や力学挙動のデータは少ないことから、吹

付けコンクリートについては動的条件を模擬し

たフロースルー試験を、セグメントについては接

触する地下水の流動が遅い条件を模擬した浸漬

試験をそれぞれ実施した。 

コンクリート試料の化学変質や力学的特性の

変化は、セメントペーストに比べて遅くなってい

る。表面近傍の SO4濃度は、浸漬時間の経過に伴

って高くなっているが、HCO3 の共存によって SO4

の浸透を抑制する傾向を確認した。 

 

3)地下水や材料の種類に応じた化学変質予測と

強度推定手法の検討 

化学変質の予測手法について、相平衡計算と物

質移行計算を連成した相平衡多元素移動解析コ

ード
4)
を使用して、沿岸海底下の地下水とコンク

リートの化学反応による変質解析を実施して検

討した。現実的な材料の浸漬試験で実施したコン

クリートと地下水成分との反応を解析し、コンク

リートの表層部に二次鉱物が析出していない試

験水準の化学成分の分布が再現できることを確

認した。コンクリートの表層部に二次鉱物が析出

している試験水準については、解析結果の方が化

学成分の移動が速くなる結果となり、化学変質の

進展に保守的な結果となった。 

コンクリートの強度の推定手法については、ま

ず健全なコンクリートで検討した。アメリカ国立

標準技術研究所が開発したモデル
5)
を用いてセメ

ントの水和反応をモデル化し、セメントペースト

中の未水和鉱物や水和物の 3 次元空間分布情報

をもとに、非線形有限要素法を適用しセメントペ

ーストの強度予測を行った。また、そのセメント

ペーストと細骨材の 3 次元空間分布からモルタ

ルの強度予測を、そのモルタルと粗骨材の 3 次元

空間分布からコンクリートの強度予測を実施し

た。セメントペースト、モルタル及びコンクリー

トの圧縮強度の試験結果と予測結果とは、おのお

のの場合について概ね一致していたことから、本

手法の強度推定への適用性を確認することがで

きた。 

 

(2)緩衝材の機能変化に係るデータの拡充 

再冠水時の変質、膨潤、流出等に関する緩衝

材（ベントナイトとケイ砂の混合土）の機能変化

については、これまで、蒸留水、海水相当のイオ

ン強度を持つ NaCl 溶液及び CaCl2 溶液を用いた

試験によってデータの取得がなされ、それらを緩

衝材の設計に反映するための手法が構築されて

きた
6)
。しかし、沿岸部における多様な地下水組

成を踏まえると、イオン強度やイオン種（K
+
、Ca

2+
、

Mg
2+
）による影響に関するデータは少なく、塩水

環境下での緩衝材の機能を予測・評価するため

には、これらのデータを拡充・整備する必要が

ある。 

本事業では、2019 年度より緩衝材の設計要件

のうち地下水中の溶存陽イオンの影響が大きい

自己シール性を対象として、イオン強度やイオン

種が、膨潤性やイオン交換挙動に及ぼす影響を系

統的に把握し、多様な塩水環境下での緩衝材の
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機能を評価するための以下の試験・検討を進めて

いる。 

・緩衝材の膨潤率に対する溶存陽イオンの影

響把握試験 

・高イオン強度での圧縮ベントナイト中にお

けるイオン交換選択性に関する試験 

・イオン交換挙動の解析手法に関する検討 

 

1)緩衝材の膨潤率に対する溶存陽イオンの影響

把握試験 

2021 年度までに、Na
+
以外の陽イオン種や複数

のイオン種でのイオン強度の影響を検討するた

め、K
+
、Ca

2+
、Mg

2+
を対象にそれぞれ KCl、CaCl2、

MgCl2の溶液でイオン強度 0.025、0.1、0.2、0.5

に対して、ケイ砂 30wt％混合のベントナイト試

料（クニゲル V1、乾燥密度 1.6Mg/m
3
、以降の試験

も同一試料条件）を対象とした膨潤量試験を実施

した。加えて、主要陽イオン以外の微量の陽イオ

ン及び多種の陰イオンが含まれる場合の影響や

試験から得られた最大膨潤率の予測の妥当性を

確認するため、駿河湾で採取した沿岸部実地下水

（深度 168～172m、イオン強度 0.28）についても

膨潤量試験を実施した。なお、供試体の直径は

60mm、高さは 5mm であり、上載圧は 10kPa 未満で

ある。  

試験の結果、陽イオン種によらずイオン強度が

0.2まで増加するまでに最大膨潤率が急激に低下

し、イオン強度 0.2 以上では変化が小さくなり、

既往の研究
7) 
同様、イオン強度の平方根に反比例

することがわかった。 

2022 年度は、2021年度に引き続き、Na
+
以外の

陽イオン種の影響の検討や試験の再現性を確認

するため、K
+
、Ca

2+
、Mg

2+
を対象にイオン強度 0.025、

0.1 を対象とした膨潤量試験を実施した。また、

複数のイオン種を含む溶液のイオン強度の影響

を検討するため、Na
+
と Ca

2+
、Na

+
と Mg

2+
を対象にそ

れぞれ NaCl-CaCl2（Na-Ca）混合溶液と NaCl-MgCl2

（Na-Mg）混合溶液について、イオン強度 0.025、

0.1を対象とした膨潤量試験を実施した。さらに、

2021 年度と同様に、新たに駿河湾で採取した沿

岸部実地下水（深度 214～220m、イオン強度 0.73）

についても膨潤量試験を実施した。 

2022 年度実施した KCl、CaCl2、MgCl2、Na-Ca 混

合溶液、Na-Mg 混合溶液、沿岸部実地下水及び

2021 年までの成果も含めた試験結果を図-3 に示

す。この図から、再現性の確認においては、同一

水準でばらつきはあるものの、これまでと同様に、

陽イオン種によらずイオン強度 0.2 までに最大

膨潤率が急激に低下し、最大膨潤率がイオン強度

の平方根に反比例する傾向が確認できた。ただし、

イオン強度が 0.025 から 0.2 の範囲においては、

最大膨潤率は、Na
+
と比較して Ca

2+
、Mg

2+
と K

+ 
は小

さく、これらはばらつきがあるものの違いを示し

たことから、イオン種ごとに特性を整理する必要

性があることもわかった。今後は、この傾向に関

して、供試体の固相分析等によりイオン交換の

状態を確認すること等で原因を検討すると共に、

これまでの成果を踏まえ、陽イオンの種類やイオ

ン強度などが、ベントナイトの膨潤率に与える

影響を系統的に把握し、多様な塩水環境下での緩

衝材の膨潤性能の評価方法について検討を進め

る予定である。 

 

 

図-3 イオン強度と最大膨潤率の関係 

 

2)圧縮ベントナイトを用いた高イオン強度での

イオン交換挙動に関する試験 

沿岸部で想定される高イオン強度の地下水中

の陽イオンの圧縮ベントナイト中でのイオン交

換挙動に関する知見は少ない。そのため、圧縮成

形した Na 型モンモリロナイト(クニピア F)を対

象に高イオン強度の塩溶液を用いた通水試験を

実施し、圧縮モンモリロナイトにおけるイオン交

換反応の予測解析における入力パラメータに資

するようにイオン交換選択係数の検討を進めて

いる。 

2021 年度までに、圧縮系のイオン交換選択係

数とイオン強度の関係を把握するために、イオン

強度 0.25，0.5の KClと NaCl（K-Na）混合溶液を

用いた通水試験を実施し（モンモリロナイト乾燥

密度 1.0Mg/m
3
）、K と Na（K/Na）のイオン交換選

択係数を取得した。2022 年度は、引き続きイオン
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強度 0.125の K-Na混合溶液で通水試験を実施し、

イオン交換選択係数を取得した。また、CaCl2 と

NaCl（Ca-Na）混合溶液（イオン強度 0.5）でも通

水試験を実施し、Caと Na（Ca/Na）のイオン交換

選択係数を取得した。図-4 にイオン交換選択係

数とイオン強度の関係を示す。 

圧縮系の K/Na のイオン交換選択係数は、イオ

ン強度に依存して大きくなる傾向が確認された。

また、Ca/Naのイオン交換選択係数は、1.58（2回

の平均値）となり K/Na の約 8 倍の結果が得られ

た。この原因については今後検討する予定である。

加えて、Mgと Na（Mg/Na）のイオン交換選択係数

に関するデータも取得する予定である。 

 

 
図-4 圧縮系おける K/Naおよび Ca/Naのイオン交換

選択係数とイオン強度の関係 

 

3)圧縮ベントナイトにおけるイオン交換挙動の

解析方法の検討 

2022 年度は、これまでに圧縮系モンモリロナ

イトでのイオン交換反応を対象として検討を進

めてきた予測解析手法について、その妥当性や課

題を把握するために、駿河湾で採取された沿岸部

実地下水での通水試験の再現解析を実施した。入

力するイオン交換選択係数には 2)で取得した圧

縮系における K/Na 及び Ca/Na のイオン交換選択

係数を設定した。ただし、Mg/Na のイオン交換選

択係数は、既往の分散系で取得された値
8）
を設定

した。使用した解析コードは、2021年度と同様に、

飽和・不飽和浸透流、移流・分散、イオン交換反

応の連成解析が可能な HP1
9)
を含む HYDRUS-1D

10)
を

用いた。 

図-5 に通水試験後のモンモリロナイトの吸着

陽イオンの当量分率の解析結果及び試験結果を

示す。各陽イオンの吸着量の大小関係は解析結果

と試験結果で整合するものの、Mgや Ca の当量分

率に差異が見られ、充分な再現性は得られなかっ

た。今後、通水試験で得る予定の Mg/Na のイオン

交換選択係数を解析へ適用する等しつつ、本解析

手法の検討を進める予定である。 

 

 

図-5 吸着陽イオン当量分率の解析及び試験結果
（沿岸部実地下水の通水試験） 
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California Riverside, 2013. 



 

－35－ 

５．TRU廃棄物処理・処分技術高度化開発 

5-1 事業の全体概要 

使用済燃料の再処理等により発生する放射能レ

ベルの高い TRU 廃棄物の地層処分については、

2015 年 5 月の「特定放射性廃棄物の最終処分に関

する基本方針」
2)
の改定や 2017 年 7 月の「科学的

特性マップ」
3)
の公表を受け、地層処分の国民理解

や地域理解のための対話活動が進められる中で、

併置処分の可能性も踏まえたうえで、安全性の検

討や工学技術の開発について、高レベル廃棄物の

地層処分における検討と連携をとりつつ進めてい

くことが重要である。 

TRU 廃棄物（図-1 参照）は、その性状に基づい

て以下の 4 グループに区分される
1)
。天然バリア

等に対する収着性に乏しい放射性のヨウ素や炭素

などが多く含有される点、廃棄物に含まれる硝酸

塩や有機物、金属の腐食等により発生するガスに

よる人工バリアの機能や核種移行特性への影響や

硝酸塩と有機物との混在により発熱特性を有する

点等、高レベル放射性廃棄物とは異なる特徴があ

る。 

 

グループ１ 廃銀吸着材：燃料溶解工程等のオ

フガス系で、主にヨウ素 129 を捕

集したフィルター材 

グループ２ ハル・エンドピース：使用済燃料

のせん断・溶解工程で発生する、被

覆管及び上下のタイプレートを圧

縮成形した金属廃棄物 

グループ３ 低レベル濃縮廃液：使用済燃料の

溶解液からの、ウラン、プルトニウ

ム抽出工程で発生する低レベル濃

縮廃液を固化したもの 

グループ４ その他の廃棄物 

 

また、TRU 廃棄物の処分概念は定置方法や人工

バリアの構成要素について、高レベル放射性廃棄

物の処分概念とは異なる。高レベル放射性廃棄物

に比べ発熱量の小さい TRU 廃棄物では、処分の効

率性の観点から、大断面の処分坑道に廃棄体パッ

ケージを集積配置する処分方法（集積配置型）が

検討されている。集積配置型の人工バリアは廃棄

体パッケージ、充填材、構造躯体、緩衝材等で構成

され、セメント系材料が処分坑道の支保工に加え、

容器内及び容器間の充填材等で多くの構成要素に

使用される。 

 
図-1 使用済燃料の再処理工程と発生する TRU廃棄物 1) 
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本事業は、2020年 3 月に策定された「地層処分

研究開発に関する全体計画（平成 30 年度～令和 4

年度）」
4)
に課題として示された、TRU 廃棄物の処

理・処分に関わる、人工バリアの閉じ込め機能の

向上、坑道閉鎖前の安全性の評価に向けた技術開

発及び地層処分システムの状態設定のための現

象解析モデルの高度化を対象に課題の解決に向

けた技術開発を実施するものである。 

本事業で検討する研究課題は、前述したように

TRU 廃棄物が多様な特徴を有する廃棄体であるた

め広範囲にわたる。これに加え、廃棄物発生から

廃棄体化の工程、建設・操業～坑道閉鎖前の期間、

そして坑道閉鎖後の長期の安全性の評価が必要

な期間まで、各課題が対象とする時間スケールも

異なる。各研究課題がどのグループの TRU 廃棄物

に由来するか、廃棄物からニアフィールドまでの

どの領域のどの時間スケールを対象としている

のかを、課題間での連携と併せて図-2 に示す。 

本事業は公益財団法人原子力環境整備促進・

資金管理センターと国立研究開発法人日本原子

力研究開発機構の 2 機関が共同で実施している。

5 か年の事業の最終年度に当たる 2022 年度は、経

済産業省資源エネルギー庁の委託事業「令和 4 年

度高レベル放射性廃棄物等の地層処分に関する

技術開発事業（JPJ007597）（TRU 廃棄物処理・処

分技術高度化開発）」として実施し、当センターで

は以下の項目について検討し、2022 年度及び 5か

年の成果を取りまとめた
5),6)

。 

⚫ 廃棄体パッケージの閉じ込め性能に係る試

験と評価 

⚫ 陰イオン核種に対する閉じ込め技術の開発 

⚫ 廃棄体からの核種溶出モデルの高度化 

⚫ ニアフィールド構成要素の現象解析モデル

の構築・高度化－ナチュラルアナログによる

緩衝材の長期安定性の検証－ 

⚫ 廃棄体由来の発生ガスに関する現象解析モ

デルの妥当性検討 

個別の実施内容と 5か年の成果の詳細は、以下

の各項（Ⅱ-5-2 からⅡ-5-6）で述べる。 

 
1) 資源エネルギー庁 Web Site「放射性廃棄物のホームペ

ー ジ 」、 http://www.enecho.meti.go.jp/category/ 
electricity_and_gas/nuclear/rw/tru/tru01.html 

2) 資源エネルギー庁、特定放射性廃棄物の最終処分に関
する基本方針、平成 27年 5 月 22日閣議決定、2015 

3) 資源エネルギー庁、科学的特性マップ、2017 
4) 地層処分研究開発調整会議、地層処分研究開発に関す

る全体計画（平成 30 年度〜令和 4 年度）、令和 2 年 3
月改訂、2000 

5) 原子力環境整備促進・資金管理センター、日本原子力
研究開発機構、令和 4年度 高レベル放射性廃棄物等の
地層処分に関する技術開発事業 TRU廃棄物処理・処分
技術高度化開発報告書、2023 

6) 原子力環境整備促進・資金管理センター、日本原子力
研究開発機構、令和 4年度 高レベル放射性廃棄物等の
地層処分に関する技術開発事業 TRU廃棄物処理・処分
技術高度化開発 5か年成果報告書、2023 

 

 

図-2 TRU廃棄物及び処分場の構成要素と本事業の研究開発項目 

閉鎖時～過渡期 閉鎖後長期処分場建設・操業（回収）廃棄物発生

ＴＲＵ廃棄物

人工バリア

ニアフィールド（核
種移行場）の状態

ニアフィール
ドの核種移
行特性

アスファルト固化体の発熱特性

発生ガス影響評価

ガス発生量評価

放射性核種の放出モデルの構築

ガス発生量評価

G値

廃棄体パッケージによる閉じこめ性
熱的制限

モルタル固化処理

アスファルト固化処理

Gr.1

圧縮体

物理（移行）特性
地下水化学

処分場建設・操業

放射化金属中の核種分布、核種溶出挙動の評
価

ISA共存下の放射性核種の溶解度・収着

ヨウ素固定化処理

Gr.2

Gr.3

Gr.4

陰イオン吸着材

セルロース（有機物分解）

ガス発生量評価

パッケージ
開口

緩衝材中のガス移行挙動評価状態変遷

HFSC‐地下水反応挙動、
HFSC‐緩衝材相互作用の評価（NAによる検証）

硝酸塩化学変遷挙動の評価、緩衝材への影響
核種移行への影響

設計

安全評価の前提条件

廃棄体パッケージ製作技術

ガス発生量の抑制

http://www.enecho.meti.go.jp/category/
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5-2 廃棄体パッケージの閉じ込め性能に係る試

験と評価 

◇事業の概要 

TRU 廃棄物の地層処分の実施にあたり、廃棄体

パッケージには、製作性や耐食性、構造健全性

に加え、操業中及び回収を維持する期間の安全

性の観点から閉鎖後 300 年程度の放射性物質の

閉じ込め性能を持たせることが設計要件として

求められている。「包括的技術報告：わが国にお

ける安全な地層処分の実現―適切なサイト選定

に向けたセーフティーケースの構築―」（以下、

「包括的技術報告書」という。）では廃棄体パッ

ケージ B としてその概念が示されている
1)
。また、

これらの設計要件に対しては、実証的な試験を実

施し、工学的成立性や安全性の向上を図る必要が

あるとしている。 

そのため、本事業では、廃棄体パッケージの設

計要件を満たすために必要な製作技術を提示する

ことを目的に、2018 年度～ 2022 年度にかけて以

下の項目について検討した。 

(1)廃棄体パッケージの製作技術の整備 

応力腐食割れ（SCC）対策である溶接後熱処理

（PWHT）の施工や、ガス発生低減対策を施した

プレキャスト製セメント系内部充填材を適用し

た角型形状の廃棄体パッケージの製作性に関す

る実証的な確認。 

(2)廃棄体パッケージの長期性能評価 

処分深度に相当する静水圧や内部ガス圧の増

加などを考慮した構造健全性の評価や容器溶接

部の腐食データの取得。 

(3)操業中の異常事象に対する廃棄体パッケージ

の堅牢性の評価 

操業期間中の異常事象を対象とした廃棄体パ

ッケージの堅牢性評価のためのデータの取得。 

◇2018年度～2022年度の成果
2)-6)

 

(1)廃棄体パッケージの製作技術の整備 

1)廃棄体パッケージの製作性確認試験 

2018 年度から実施してきた角型形状の廃棄体

パッケージの製作技術に関する要素試験や構造

健全性評価の結果を踏まえ、2021 年度より図-1

に示す実規模の角型廃棄体パッケージの製作性

確認試験を実施し、各工程における製作性を確

認した。 

 
図-1 角型廃棄体パッケージの概要 

 

容器本体の製作については、曲げ加工と溶接

組立の際に、スプリングバックや溶接熱による

反り、変形が懸念された。これらの課題に対し

て、図-2 に示すようにストロングバックや突っ

張り棒といった変形防止のための治具を取り付

け、さらに、溶接時に局所的に高温にならない

ように開先形状を最適化することで、溶接時の

熱ひずみによる変形を防止し組立精度を確保で

きた。 

 
図-2 容器本体の製作状況 

 

容器に収納する内容物（内部充填材、模擬廃

棄体、断熱材）は、遠隔操作を想定した上で人

手を介して実施し、いずれの部材も干渉なく安

定して挿入し設置できることを確認した（図 3）。 

 
図-3 廃棄体及び断熱材の設置状態 

 

蓋接合の溶接方法については、2021 年度まで

に電子ビーム溶接、レーザ・アークハイブリッ
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ド溶接、タングステン－不活性ガス溶接（以下、

TIG 溶接とする）について要素試験を実施し、

それぞれ遠隔施工による適用性を確認した上で、

他の溶接方法に比べ溶接品質が優れている TIG

溶接を採用した。溶接施工状況を図-4 に示す。 

 
図-4 溶接施工状況 

 

蓋溶接後の超音波探傷試験については、2021

年度の検討結果から、容器側面側から接触媒質

を用いて探傷するフェーズドアレイ法を用いた。

試験は、遠隔施工時に反映するための留意点を

抽出するため、図-5 に示すように、手動走査を

ガイドするジグを用い、エンコーダによって探

触子位置を取得することで実施した。 

 
図-5 超音波探傷試験の状況 

 

超音波探傷試験の結果、溶接欠陥と思われる

エコーは確認されなかったものの、検査部位で

ある溶接部の表面状態（研削処理部、打痕部分、

スパッタ付着部分）によっては、エコーに若干

の乱れが発生することが確認された。このこと

から、容器製作時に、探触子走査面にあたる部

位を目視検査し、必要に応じてグラインダー等

による面加工が必要になること、また、蓋溶接

時に容器側面の探触子走査面にスパッタを付着

させないような溶接施工が必要となることなど

の留意点を得た。 

蓋溶接部の残留応力を低減する目的で実施す

る溶接後熱処理(PWHT）の施工については、2019

年度にパネルヒータを用いた方法により試験を

実施し、保温材の設置が必須となること、内面

側の温度が最高で 438℃～538℃まで到達するこ

と、施工時間が長くなることなどの課題が抽出

された。そのため、2020 年度では、高周波誘導

加熱コイルを用いた方法で試験を実施し、目標

通りの加熱が可能であることを確認した。また、

PWHT 施工時の廃棄体への熱影響を低減するため、

容器内部の廃棄体上部の空間に断熱材を設置す

ることとし、候補材の中から最も断熱性能が優

れた Promat 社製の「マイクロサーム」を選定し

た。この断熱効果を確認するため、2021 年度に

実施した伝熱解析結果より、廃棄体の最高到達

温度が 150℃であることを確認し、アスファル

ト固化体に対する熱的制限値として設定した

195℃より低く抑えられる見通しを得た。 

 
図-6 断熱材を設置した場合の伝熱解析の結果 

 

加熱方法については、製作性確認試験では設

備的な問題や全周の温度調整に関する技術的な

問題から、図-7 に示すように蓋溶接部全周を 2

回に分けて加熱する方法を採用した。また、

PWHT 施工時の廃棄体への熱影響について、容器

内部の温度状態を把握するため、溶接部、模擬

廃棄体上面・側面、内部充填材上面・側面に熱

電対を取り付け（図-8）、施工中の温度履歴を取

得した。 

温度履歴から、容器内部の模擬廃棄体の最高

到達温度は、1 回目の PWHT 施工では 163℃で、2

回目の PWHT 施工では 155℃であった。1 回目、2

回目ともに最高到達温度は模擬廃棄体の側面で

あり、伝熱解析で得た 150℃よりは若干高いも

のの、いずれの場合も、廃棄体の熱的制限値と

して設定した 195℃より低いことを確認した。 
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図-7 加熱コイルの設置位置 

 

 
図-8 加熱コイルの設置位置 

 

溶接部の最高到達温度については、図-9 に示

すように、1 回目も 2 回目も加熱範囲の幾つか

の測定点で目標とした JIS に基づいた PWHT 施工

条件の保持温度（595～635℃）に到達しなかっ

た。このように、高周波誘導加熱を用いた PWHT

の施工性については、測温箇所によって保持温

度のバラツキがあり、保持温度内での最高到達

温度の管理について課題が残った。 

 
図-9 PWHT施工時の溶接ビード上の温度 

 

次に、PWHT 施工による溶接残留応力の低減効

果を検証するため、ASTM E837-13a 規格に従い、

穿孔法を用いて溶接後と PWHT 施工後の蓋溶接部

の残留応力を計測した。 

計測値については、応力腐食割れの原因とな

るのは主に表面付近の引張残留応力であるため、

表面から深さ 0.225mm の値を採用した。残留応

力の測定位置を図-10 に、残留応力計測結果を

表-1 にそれぞれ示す。 

 

 
図-10 残留応力計測位置 

 

表-1 残留応力計測結果 

 
 

表中のσx は溶接線方向、σy は溶接線の直交

方向の応力で、プラスが引張応力、マイナスが

圧縮応力を表す。最大主応力方向は溶接線方向

を 0°として、＋90 deg または－90 deg は直交

方向である。なお、本来、PWHT 施工による効果

を確認するには同一部位において溶接後と PWHT

後の測定結果の比較が望ましいが、穿孔法によ

る応力解放の影響を避けるため、ここでは容器

の右半分（F、G、H、J）を溶接後、左半分（K、

L、M、N）を PWHT 後の測定位置とした。したが

って、溶接後と PWHT 後の測定結果を比較するに

あたり、溶接後の残留応力は、左半分も右半分

と同等の残留応力が発生しているものと仮定し

た。 

この仮定の下、溶接後の母材部の残留応力を

見ると、σy は直線部及びコーナー部ともに引
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張の残留応力であったが、PWHT 後では引張の残

留応力がキャンセルされ、また、部位によって

は圧縮の残留応力が付与されていた。ただし、

σx の引張の残留応力は、PWHT の施工によって

逆に増減が大きくなり、残留応力にムラがある

状態となったため、溶接線方向の引張残留応力

の改善については課題を残す結果であった。 

2021 年度から開始した実規模廃棄体パッケー

ジの製作性確認試験では、容器の組立から PWHT

施工に至る各工程の製作性や施工性について実

証的に確認できたことに加え、実際に製作する

ことで新たな知見や留意点、さらに今後の廃棄

体パッケージの製作技術の向上に反映し得る成

果を得た。 

遠隔施工性については、装置の開発までは着

手しなかったものの、遠隔を想定して人手を介

して施工することで、実際に遠隔で操作する場

合に装置に求められる機能や設備的な問題点を

明確にできた。 

 

2)廃棄体パッケージ内部充填材の仕様の検討 

セメント材料による内部充填材については、

放射線分解による内部充填材からの水素ガス発

生量に関する基盤情報となるよう、これまでの

試験で取得したデータを整理し、図-11 に示す

内部充填材の製作フローを構築した。 

 
図-11 内部充填材の製作フロー 

 

内部充填材の製作においては、廃棄体パッケ

ージ容器の形状及び寸法の情報に基づき内部充

填材の形状が決定され、この形状から施工可能

な配合や養生条件及び乾燥条件が設定される。

2021 年度までの結果から、放射線分解による水

素ガスの発生に対するセメント系材料中の自由

水量の影響が大きいことが分かり、水素ガス発

生量の低減には、自由水量の抑制が効果的であ

ることを見出した。そのため、乾燥工程を経た

後の水分量及び保管時の吸湿水分量を把握する

ことで、水素ガス発生量を見積もることが可能

となり、さらに、この見積もった水素ガス発生

量から廃棄体パッケージ内の圧力上昇に及ぼす

影響を把握できることが分かった。 

 

(2)廃棄体パッケージの長期性能評価 

1)内部充填材からの水素ガス発生量の評価方法 

セメント系材料による内部充填材は、含有さ

れる水分の放射線分解によって水素ガスが発生

する。そのため、閉鎖後長期の間、廃棄体パッ

ケージの閉じ込め性能を維持するためには、こ

の水素ガス発生量を考慮した容器の設計が重要

となる。 

そこで、2021 年度までに実施した試験により

得られた知見に基づき、水素ガス量を推定する

手法を構築し、内部充填材から発生する水素ガ

ス量及び水素ガス発生に伴う廃棄体パッケージ

内の圧力上昇について計算した。計算したケー

スは、内部充填材を乾燥前、乾燥後、吸湿後の

コンクリートにした場合の 3 ケースと、高強度

高緻密コンクリート
7)
を 8 日間封緘養生した場

合の 1 ケースの計 4 ケースとした。 

算出するための前提条件を以下に示す。 

・廃棄体パッケージは、金属容器内に充填材

を設置した後に、その内部に廃棄体を収納

する構造とする。廃棄体の上部の空間には、

PWHT 施工による熱影響を低減するため、断

熱材を設置する。各材料の内部には空間を

持たず、各材料間のすき間のみが空間とな

る。 

・蓋溶接で密閉される前の圧力は 1 気圧

（0.101325 MPa）とし、発生した水素ガス

分だけが圧力上昇に寄与する。 

・内部充填材が吸収するエネルギーはγ線の

みとし、廃棄体からの吸収線量を算出する。 

・廃棄体パッケージが密封されるタイミング

を廃棄体作製後 25 年目とし、24 年目まで

に発生する水素ガスは廃棄体パッケージ外

に放出されると仮定する。 

・環境温度は 25℃一定と仮定し、廃棄体パッ

ケージ内の圧力は、理想気体の状態方程式

を用いて算出する。 

この前提条件を踏まえ、500 年経過後まで計
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算した結果を図-12 に、50 年後、100 年後、300

年後の圧力上昇値を表-2 に示す。 

300 年後のパッケージ内の圧力上昇は、内部

充填材を乾燥前のコンクリートにした場合では

約 0.016 MPa、乾燥後吸湿したコンクリートに

した場合では約 0.008 MPa であり、吸湿を考慮

したとしても、乾燥工程を設けることが廃棄体

パッケージの圧力上昇の抑制に有効であること

が分かった。なお、高強度高緻密コンクリート

にした場合では、約 0.002 MPa の圧力上昇と、

更に低い結果であった。 

 
図-12 内部充填材からの水素ガス発生による

廃棄体パッケージ内の圧力 

 

表-2 残留応力計測結果 

 
 

本事業で製作した実規模廃棄体パッケージで

は、内部充填材の量も少ないことから、内部充

填材から発生する水素ガスによる圧力上昇への

影響は小さく、内部充填材の製作時に乾燥処理

を実施すること、もしくは高強度高緻密コンク

リートを適用することで、廃棄体パッケージの

圧力上昇を抑制することができることが示され

た。 

 

2)廃棄体パッケージ容器溶接部の腐食挙動評価 

パッケージ B においては、設計要件として構

造健全性に加え耐食性が求められる。そのため、

溶接技術の妥当性とその品質を評価するための

知見を整備することを目的に、溶接部の浸漬試

験を実施し検討してきた。 

実規模廃棄体パッケージの製作確認試験では、

容器に使用する鋼材及び蓋溶接方法がそれぞれ

SM570、TIG 溶接となり、この仕様に関する腐食

データを取得するため、酸化性雰囲気による浸

漬試験を実施した。試験条件を表-3 に示す。 

 
表-3 浸漬試験条件 

 
 

腐食試験用の試験片については、実際の状態

を模擬するため、溶接ビードが上面になるよう

に試験片を切断加工した。この試験では、実際

の容器の状態を模擬するため溶接表面側は研磨

などの表面処理は行わず、試験片には圧延工程

時に発錆した酸化被膜（以下、黒皮という。）が

付着したままの状態で、腐食生成物が自然堆積

した影響を取り入れることを目的に評価面を上

面にした平置き状態で試験を実施した。試験装

置の概要を図-13 に示す。 

 

図-13 浸漬試験装置 

 

試験終了後の試験片の外観は、人工海水を用

いた試験については、180 日までは比較的均一

な全面腐食を呈していたが、360 日では均一な

全面腐食の進展に加え局部腐食が発生していた。

人工淡水を用いた試験については、180 日まで

に熱影響部のあたりに溶接線に沿った腐食溝及

び腐食孔が発生し、360 日ではさらに進展して

いた。 
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人工海水と人工淡水の浸漬後（脱スケール後）

の試験片をマイクロスコープで観察した（図-

14）。腐食溝は深さ方向に傾斜になっていたため、

最深部の深さ測定は不可能であったが、180 日

までには人工淡水では深さ 1mm 程に達する腐食

溝や腐食孔が発生し、360 日までには人工海水、

人工淡水ともに深さ 2mm 程に達する腐食溝や腐

食孔が発生していた。 

 
図-14 浸漬後（脱スケール後）の試験片 

 

本試験の結果から、酸化性雰囲気下での溶接

部の腐食挙動は、人工海水及び人工淡水ともに、

ある一定の浸漬期間を経ると腐食溝や腐食孔が

点在し、その深さは 1 年間の浸漬で 2mm 程にも

達することを確認した。とくに腐食溝に関して

は、溶接線に沿って母材部と熱影響部の境界に

発生する傾向が見られ、開先形状に沿って深さ

方向に進展するという特徴であった。表面の黒

皮の影響については、黒皮部においても腐食孔

が発生していたことから、180 日以上の耐食層

としての機能は期待できず、むしろ腐食生成物

の堆積や微細なクラックの存在による素地との

ガルバニック腐食の可能性についても留意して

おく必要があることが分かった。今後の課題と

して、腐食溝の深さ方向の進展について、より

長期の浸漬試験による確認と、その対策につい

ても検討する必要がある。 

 

(3)操業中の異常事象に対する廃棄体パッケージ

の堅牢性の評価 

廃棄体パッケージは、操業中の安全性確保の

観点から、地層処分場において搬送中に落下し

た場合でも放射性物質の閉じ込め性能を維持す

ることが求められる。ここでは、将来的により

詳細な落下解析や落下試験を実施することを想

定し、試験条件の設定に資するための情報を得

ることを目的に、落下事象を対象とした予備解

析を実施した。 

解析モデルは、容器は本体、蓋、溶接部、及

び未溶着部を一体とし、容器本体と蓋の溶接部

は完全溶込みしているものとした。  

落下姿勢は、図-15 に示すように、容器に対

して厳しい条件を想定し、「辺からの落下」及び

「頂点からの落下」の 2 ケースとした。 

 
図-15 落下姿勢 

 

落下高さを 8m と仮定し解析した結果、辺から

の落下の方が頂点からの落下に比べて応力拡大

係数が大きく、応力状態が厳しい落下姿勢であ

ることが分かった。この予備解析の結果を踏ま

え、実際の形状を反映した解析モデルによる詳

細な検討が今後の課題である。 

 

1) 原子力発電環境整備機構,包括的技術報告：わが国に
おける安全な地層処分の実現―適切なサイト選定に向
けたセーフティーケースの構築―, NUMO-TR-20-03, 
2021 

2) 原子力環境整備促進・資金管理センター、国立研究開
発法人日本原子力研究開発機構、平成 30 年度高レベ
ル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業 
TRU廃棄物処理・処分に関する技術開発 報告書、2019 

3) 原子力環境整備促進・資金管理センター、国立研究開
発法人日本原子力研究開発機構、平成 31 年度高レベ
ル放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業 
TRU廃棄物処理・処分に関する技術開発 報告書、2020 

4) 原子力環境整備促進・資金管理センター、国立研究開
発法人日本原子力研究開発機構、令和 2 年度高レベル
放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業 TRU
廃棄物処理・処分技術高度化開発 報告書、2021 

5) 原子力環境整備促進・資金管理センター、国立研究開
発法人日本原子力研究開発機構、令和 3 年度高レベル
放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業 TRU
廃棄物処理・処分技術高度化開発 報告書、2022 

6) 原子力環境整備促進・資金管理センター、国立研究開
発法人日本原子力研究開発機構、令和 4 年度高レベル
放射性廃棄物等の地層処分に関する技術開発事業 TRU
廃棄物処理・処分技術高度化開発 報告書、2023 

7) 原子力環境整備促進・資金管理センター、平成 17 年
度地層処分技術調査等 TRU 廃棄物関連処分技術調査 
－人工バリア長期性能確証試験－ 報告書、2006 
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5-3 陰イオン核種に対する閉じ込め技術の開発 

◇事業の概要 

TRU 廃棄物の地層処分の安全評価において、ヨ

ウ素 129（以下、I-129）,塩素 36(以下、Cl-36)、

セレン 79（以下、Se-79）など、地下深部の還元性

雰囲気において陰イオンの形態をとり、かつ長半

減期の核種の影響が大きいことが示されている
1)
。 

これらのうち、I-129 は主に再処理施設のオフ

ガス系から、AgI の形態で回収される。 

AgI は還元性雰囲気で易溶性であるため、安全

評価においては瞬時放出成分とされることに加え、

I-129 は人工バリア材や岩盤への収着性が乏しく

長半減期（半減期 1570万年）であることから、地

質媒体の水理特性（透水性、動水勾配など）によっ

て、安全評価における影響の程度が大きく変化す

る。このような安全評価における不確実性を低減

するとともに、その影響を低減するための目標と

して下記①及び②を設定し、HIP固化技術と BPIガ

ラス固化技術に絞り込み、開発を実施している
2)-9)

。 

 

①ヨウ素固定化処理プロセスにおけるヨウ素回

収率 95％以上（未回収のヨウ素からの最大被

ばく線量を小さくするように設定) 

②固化体からのヨウ素放出期間 10万年以上（特

に水理条件が悪い場合でも I-129 からの最大

被ばく線量を瞬時放出よりも約 1 桁低減可能

なヨウ素放出期間に相当) 

 

両固化技術ともに、年単位での浸出試験の結果

によって、ヨウ素の溶出を加速する地下水成分（ア

ルミナ HIP固化体おいては HS
-
、BPI ガラス固化体

においては炭酸イオン）の影響を強く受ける場合

を除いて、目標を達成可能な見込みを得ている。

一方で、ヨウ素が 10 万年という長期間にわたりゆ

っくりと放出されることを保証するためには、ヨ

ウ素の放出に係る現象を正確に把握するとともに、

その現象が継続することを示すこと、及びそのモ

デル化が必要である。 

その他の陰イオン核種に関しても、I-129 と同

様に長半減期であり且つ地質媒体及び人工バリア

における移行遅延効果が小さいため、その対策が

必要と考えられている。このような核種を対象に

した吸着材の探索はこれまでにも実施されたが、

地層処分における環境特性（酸化還元電位、pH、温

度など）の多様性やその変化に適応できる吸着材

の開発には至らなかった
10)
。 

近年になって、水処理や土壌処理等の分野で、

陰イオンを対象とした処理剤が開発され、一部は

商品化されている
11)
ことから、最新の技術に関す

る調査結果に基づいて、地層処分に適用できる可

能性が考えられた候補材料を対象に吸着試験に着

手し、2021年度に選定した、セメント影響を想定

したアルカリ性の環境への適用可能性のある吸着

材を対象に、容器間の充填材や緩衝材、埋め戻し

材への混合を念頭に、セメント系からの浸出水及

びベントナイトとの平衡水での吸着試験を実施し、

処分場への適用可能性について検討した
9)
。 

◇2018年度から 2022 年度の成果
12)

 

(1)HIP 固化技術 

HIP固化は廃銀吸着材をマトリクス材料ととも

に直接 HIP（Hot Isostatic Pressing）処理して、

ヨウ素を AgI の形態でマトリクスに閉じ込める

技術である。これまでに、アルミナ HIP 固化体か

らのヨウ素の溶出は、時間の 2 分の 1 乗に対して

直線的に増加していくこと、及びその直線の傾き

は HS
-
濃度が高い場合により大きくなることが分

かっている
7)
。また、浸漬後の固化体内部の未溶

出部と溶出部のヨウ素の濃度が大きく異なって

おり、未溶出部内部のヨウ素濃度は一様であった。 

これらのことから、HS
-
と AgI との反応は、HS

-

の供給が律速となっていること、並びに、アルミ

ナ HIP 固化体からのヨウ素の溶出が、内在する粒

界や空隙を通じた地下水の内部への浸透及び AgI

の溶解によって生じた I
-
の外部への拡散による

ことを推定し、ヨウ素の溶出トレンドを基に、ア

ルミナ HIP固化体からのヨウ素の溶出現象を、図

-1のようにモデル化し、式 (1)によって時刻 tま

でのヨウ素溶出量 Mt を算出することができるこ

とを確認した
9)
。 

𝑀𝑡

𝐴
= √(2𝐶𝑖𝑛𝑖 − 𝐶𝑆)𝐷 ∙ 𝐶𝑆 ∙ 𝑡 ・・・式（1） 

ここで、Cini は固化体内部の未溶出部（地下水

が到達していない領域）のヨウ素濃度を、Cs は溶

解フロントの液相側のヨウ素濃度を、A は固化体

の接液面積を、D は拡散係数を、それぞれ示す。 
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図-1 アルミナ HIP固化体のヨウ素溶出挙動の

現象モデルの模式図 

＊:ヨウ素の濃度プロファイルから未反応部表面に達し
た HS-は速やかに AgIと反応するものと仮定した。 

 

図-2 は、固化体からのヨウ素の溶出量を式(1)

の右辺に対して両対数でプロットしたものであ

り、その傾きから D を求めることができる。この

拡散係数は、浸漬液からの HS
-
の浸透と、未溶出

部表面で溶出したヨウ素の拡散を含む拡散係数

として算出される。 

ここで、D を除く各変数は、環境条件や固化体

の形状から既知であり、D を求めることができれ

ば、固化体のサイズを調整することによって、時

刻 t までのヨウ素の溶出量及び固化体の寿命を

制御できる可能性を確認した
9)
。 

図-2 では、●、◆及び▲のグループ（pH が高

く、マトリクスであるアルミナの溶解が速いと考

えられるグループ）と、◆及び■のグループ（低

pHや Caの影響によってアルミナの溶解が抑制さ

れるグループ）とで、得られる D に違いがある可

能性が示されている。一方、HS
-
の濃度は、D の値

に直接影響を与えておらず、ヨウ素の溶出量の違

いは、Cs の差異による接液面との濃度勾配の差

が反映されたものと考えた。これらの結果から、

Dに影響を及ぼす因子はアルミナの溶解に伴う空

隙構造の変化であると考え、PHREEQC を用いて算

出したα-アルミナの溶解度（図-3）と、D との関

係を図-4 のように整理した
12)
。 

データ数が少なく、バラツキが大きいが、α-

アルミナの溶解度と浸漬試験の結果から得られ

る D との間の相関が明らかになった。 

ここで得られる D は、浸漬液の性状を反映させ

た拡散係数の値であるため、これを用いることに

よって、アルミナ HIP 固化体からのヨウ素の溶出

に影響を及ぼすアルミナの溶解（空隙構造の変化） 

 

図-2 アルミナ HIP固化体のヨウ素溶出量と式(1)の
右辺との関係 

 

図-3 PHREEQCによるアルミナ溶解度の計算結果 

 
図-4 アルミナの溶解度と算出された Dの関係 

 

と、HS
-
との反応による AgI の分解の加速とを考

慮した固化体寿命の評価、及び任意時間までのヨ

ウ素の溶出量の算出を可能とすることができた。 

 

 

Cini

Cs＝2[HS-]

（固化体の初期
ヨウ素濃度）

（溶解フロントの
液相のヨウ素濃度*）

時間経過後の
ヨウ素の濃度分布浸漬液 I－溶出部

接
液
面

時間tのヨウ素
の濃度分布

h dh

固化体内の空隙量≪浸漬液量なので、接液面を濃度0境界と仮定

HS-とのAgIとの反応は十分に速いため、HS-量に応じたI-濃度になる

浸漬液の到達距離

主にAgIの分解によって経路が形成すると考え、拡散係数を一定とする

ヨ
ウ
素
濃
度
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(2)BPI ガラス固化技術 

BPI ガラス固化技術は、鉛とホウ素を主成分と

する低温溶融ガラスの成分としてヨウ素を取り

込み、均質に固化する技術である。 

2018 年度以降は、BPI ガラス固化体（以下、ガ

ラスという。）からのヨウ素溶出モデルの構築を

課題としている
5)
。 

これまでに、X 線光電子分光法、B-11核磁気共

鳴スペクトル法及び中性子線回折等を用いた固

化体の分析結果に基づいて構築したガラスの微

細構造をもとに設定したパラメータを用いて、長

期間のヨウ素の溶出挙動をモンテカルロ法によ

って再現できることが分かっている
8)
。 

このことは、ガラスの溶解過程及び溶解に伴う

ヨウ素の溶出過程が長期的に変化しなければ、将

来にわたってヨウ素の溶出挙動を再現できるこ

とを示している。 

Geochemist’s Work Bench を用いた地球化学解

析結果からは、ガラスの溶解によって表面に析出

物を形成する可能性のある地下水成分として、炭

酸及び重炭酸、HS
-
、リン酸が抽出され、推定され

た析出相はそれぞれ、ハイドロセルサイト及びセ

ルサイト、ガレナ、鉛アパタイトであった。この

結果は、浸漬試験の結果とも一致した
5)
。 

種々の浸漬液を用いた浸漬試験の結果から、ガ

ラスからのヨウ素の溶出挙動は浸漬液に含まれ

る成分によって異なり、ヨウ素の規格化浸出率が

ホウ素のそれと同等となる条件と、ヨウ素の規格

化浸出率がホウ素のそれに対して抑制的となる

ケースとが存在することが分かった
5)
。 

また、概ね 10
-3
mol/l を下回る低濃度の塩水及

び、純水への浸漬時を除いて、液相の鉛の濃度は、

検出下限値と同等かそれを下回る値であった。 

このことから、ガラスの主要な骨格をなす成分

のうち、ホウ素の溶出が優先的に起こり、さらに

鉛と浸漬液の成分との反応によって析出物が生

じる際に、鉛近傍に配位するヨウ素が放出される

というヨウ素の溶出過程をとる可能性が考えら

れた。 

そのため、鉛との反応が予測される成分を含ま

ない、NaCl溶液への浸漬を行い、浸漬後のガラス

の観察及び分析を行ったところ、低濃度のケース

で、ガラス表面に薄い析出物層が生成することが

分かった
8)
。この析出物（図-5）の特性 X 線分析

を実施したところ、粒状の析出物（図中の C）が 

 
図-5 NaCl溶液に浸漬したガラス表面の析出相 

 

 
図-6 ガラス表面の析出相の特性 X線分析の結果 

 

ヨウ素と鉛との化合物であり、その他の析出物

（図中の B及び D）は、ガラスに含まれる鉛、亜

鉛等と浸漬液由来の塩素などからなる化合物で

あることが明らかになった
12)
。 

鉛と浸漬液成分との化合物の析出が想定され

ない、NaCl溶液への浸漬でも、ヨウ素の浸出量が

少なかったことは、図-7 に示すように 10
-3
mol/l

を下回る低濃度の塩水では、ガラスの溶解量が多

く、鉛とヨウ素との化合物の溶解度を超えた結果

として、ヨウ素の規格化浸出量がホウ素のそれを

下回ったことによるものと考えた。 

また、以下に説明するガラス中の Pb-O 及び B-

O 結合の共有結合性の比較から、Pb-O 結合の共有

結合性が低く、B-O 結合と比較して水和によって

切断されやすいことからも、上述のホウ素が 
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図-7 浸漬期間 555日における浸漬液の NaCl濃度と

ホウ素及びヨウ素の規格化浸出量の比較 

 

優先的に溶出するという仮説が成立しないこと

が明らかになった。 

2020 年度までに分子動力学法などによるエネ

ルギー計算を精度高く実施できるよう、に非現実

的な配位構造等が含まれないように改良した、

BPI ガラスの構造モデル
8)
から、局所構造を分子

あるいはイオン状態のクラスターとしてモデル

化し、その理論計算から、Pb-O 及び B-O の各結

合様式及び結合エネルギーを評価した。 

その結果の例として、図-8 に共有結合性の指

標である有効共有結合電荷（BOP, bond overlap 

population）と結合距離との関係の例
12)
を示す。 

Pb-O 結合の BOP 値は、概ね 0.1から 0.3 に分

布があり、B-O 結合 0.5〜1.0 と比較して小さい

値をとることから、ガラス中の B-O結合と比較し

て、Pb-O 結合の共有結合性が低いことが明らか

になった。 

一般に共有結合性の高い結合と比較して、それ

が低い結合の方が水和によって切断されやすく、

また、ガラスの微細構造モデル
8)
では、B-O-B 結

合の頻度は低く、B-O-Pb 結合の頻度が高いこと

を考え併せると、上述の、ホウ素の溶出が優先的

に起こり、さらに鉛と浸漬液の成分との反応によ

って析出物が生じる際に、鉛近傍に配位するヨウ

素が放出されるというヨウ素の溶出過程をとる

可能性は極めて低く、ガラスの微細構造の骨格を

なす鉛とホウ素と及びそれらの近傍に配位する

ヨウ素がほぼ同時に溶出するものと考えられた。 

このとき、鉛と浸漬液成分との化合物の析出が

想定されない、NaCl 溶液への浸漬でも、鉛の濃度

が検出下限値と同等かそれ以下であったのは、低

NaCl 濃度では鉛とヨウ素との化合物の析出が起 

 

 
図-8 ガラス中のクラスタに含まれる Pb-O 結合(a)

及び B-O結合の有効共有結合電荷の関係の例 

 

 

図-9 BPIガラス固化体からのヨウ素の溶出現象モデル 

 

きること、及び、高 NaCl 濃度ではガラスの溶解

量が小さいことに起因するものと考えられた。 

これまでに述べた結果から、ヨウ素の溶出挙動

と浸漬液の組成との関係を整理した（図-9）。 

 

(3)陰イオン吸着剤 

陰イオン吸着材については、2020 年度に実施

した調査で抽出した吸着材を対象に、処分場で想

定されるアルカリ環境の吸着試験でも有望な結

果を得られた吸着材 3種
9)
（吸着材 A：Bi 系、吸

着材 B：Mg,Al 系、及び吸着材 C：鉄系・アルカリ
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金属系複合化合物）に加え、2021 年度に実施した

地下水の液性（化学環境）と鉱物の吸着性に関す

る調査で、ハロゲンに対する吸着性が見込まれた

エトリンガイト（AFt）及び、モノサルフェート

（AFm）
9)
を対象に、地層処分への適用を考え、TRU

廃棄物の処分坑道の断面図において、吸着材を

配置することが可能なセメント系材料への混合

あるいはセメント系材料と他の材料とのすき間

等への充填、緩衝材への混合を考え、セメント

平衡水（Ca(OH)2の溶解平衡である Region2相当）

及びセメント平衡水とベントナイトとが平衡に

達した際の間隙水（以下、ベントナイト平衡水と

いう）での吸着試験を実施するとともに、第 2 次

TRU レポートで示された TRU 廃棄物のグループ 1

（廃銀吸着材）の処分坑道の概念
13)
を対象に、簡

易な核種移行解析によって、陰イオン核種の人工

バリアからの放出を抑制するために必要なベン

トナイト系材料及びセメント系材料の分配係数

を算出し、吸着材が有効に機能を発揮するための

条件を検討した。 

図-10 及び図-11 にセメント平衡水及びベント

ナイト平衡水を用いた平衡吸着試験の結果得ら

れた、各吸着材への陰イオンの分配係数をそれぞ

れ示す。 

図から分かるように各陰イオンに対して、セメ

ント平衡水及びベントナイト平衡水の各環境に

おいて高い収着性を示す吸着材があることが明

らかになった。また、ベントナイト平衡水中での

各吸着材への収着性は、AFt及び AFmを除き、セ

メント平衡水中でのそれと比較して全体に低か

ったが、これは、ベントナイト平衡水はセメント

平衡水と比較し、SO4
2-
濃度が高く、吸着対象イ

オンと競合したことが要因と考えられ、その組

成に SO4
2-
を含む AFm 及び AFt ではその影響が小

さかったためと考えられた。 

陰イオン吸着材の処分場への適用に当たって、

吸着材に求められる性能を見積もるために、第 2

次 TRU レポートで示された TRU 廃棄物のグルー

プ 1（廃銀吸着材）の処分坑道の概念
13)
を対象と

し、ヨウ素に同グループ 1 の核種量を、その他の

陰イオン核種に同グループ 2 の核種量をそれぞ

れ与え、GoldSim 及び GoldSim 組み込みの核種移

行モジュールを用いて、セメント系材料及びベン

トナイト系材料の収着分配係数をパラメータと

した感度解析を実施した。 

 
図-10 セメント平衡水での吸着平衡試験で得られた

各吸着材への分配係数 

 

 
図-11 ベントナイト平衡水での吸着平衡試験で得ら

れた各吸着材への分配係数 

 

その結果、廃棄体領域（セメント系材料）及び

緩衝材領域（ベントナイト系材料）のいずれかに、

10
-3 
m
3
/kg 以上の収着分配係数が見込めれば、掘

削影響領域に供給される陰イオン核種のフラッ

クスの 1 桁以上の低減が可能であることが分か

った。 

この値は、領域全体に対しての値である。これ

をもとに、セメント系材料やベントナイト系材料

に対して混合する吸着材に求められる分配係数

を算出した。 

セメント系材量及びベントナイト系材量のお
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のおのに対して混合できる混合材量の上限に対

して、吸着材の粒径が小さく比表面積が大きいこ

となどの影響を考慮して、混合できる吸着材量を、

セメント系材料及びベントナイト系材料に対し

てそれぞれ 0.1％及び 1.5％と設定した。このと

き、各吸着材に求められる分配係数は、セメント

系材料に混合する吸着材に対して 10
0 
m
3
/kg を、

ベントナイト系材量に混合する吸着材に対して

10
-1
m
3
/kg を、それぞれ超える値であることが必要

なことが分かった。 

この結果と前述の吸着試験の結果とを見比べ

ると、いずれの陰イオン核種に対しても、この条

件を満足する吸着材を選定できる可能性がある

ことが示された。 

ただし、この数値は、緩衝材への砂混合率やセ

メント系材料への混合材の配合上限を基に算出

したものであるため、それらの設定によっては、

性能を発揮するために、吸着材により高い分配係

数を要求される場合もあることに留意が必要で

ある。また、本吸着試験の結果は、平衡水を媒体

としたものであり、地下水成分やセメント系材料、

緩衝材の固相の影響を考慮するため、より現実的

な系での吸着試験等が必要である点にも留意が

必要である。 

◇陰イオン核種に対する閉じ込め技術の開発の

今後の課題 

ヨウ素固定化処理技術については、これまでに

固化体の製造条件や固化体の基本的な性能が、目

標である放出期間（10万年）及び製造工程でのヨ

ウ素捕集率(95％以上)を満足することが確認され

ており
4)
、この 5 年間は、ヨウ素の放出挙動の予

測モデルの構築に注力してきた。 

その結果、アルミナ HIP 固化技術に関しては、

還元性地下水による AgI の分解によって放出され

たヨウ素が、マトリクスであるアルミナの粒界及

び粒間を経路とした拡散によって放出される現象

に対して、HS
-
による AgIの分解の加速や、アルカ

リ環境によるアルミナマトリクスの溶解（拡散経

路となる空隙構造の変化）を加味したヨウ素溶出

モデルによって、任意時間までのヨウ素の溶出量

の予測を可能とした。 

また、BPI ガラス固化技術に関しては、ガラスの

溶解の素反応に変化がなければ、短期的な溶解挙

動からより長期のヨウ素の溶出を予測可能である

ことを示した
8)
。それと併せて、ヨウ素の溶出に係

るガラスの溶解が、特定の成分の溶出から進展す

るのではなく、各成分が一様に溶出することで起

きるものと推定されることを、浸漬後のガラス表

面近傍の分析及び、ガラスの微細構造に基づく各

結合の結合様式の解析から示した
12)
。 

また、これまでに実施した種々の浸漬試験の結

果に基づいて、両固化体の処分場の化学環境への

適用性範囲をマップ化した
9)
。 

これらによって、TRU 廃棄物の地層処分にヨウ

素固定化技術を適用する際の技術の選択や、安全

評価において必要となる、地質(地下水)環境に応

じたヨウ素放出のソースタームを提供することを

可能にした。これらの成果によって、水理環境が

良好でない場合にも、ヨウ素の線量が目安である

10μSv/y を超えず、また水理環境が良好な場合に

はより低減できる技術があり、必要に応じて対策

を講じることによって I-129 の影響を抑制し、地

層処分を安全に実施することができるという説明

が可能となった。 

今後は、BPI ガラスからのヨウ素放出の素反応

の継続性や、ヨウ素の放出が時間の 1／2 乗に比例

することの理論的説明が残された課題である。 

陰イオン吸着材の開発に関しては、近年開発さ

れ、実用化された吸着材を中心に、地層処分に於

ける陰イオン対策として適用可能性のあるものに

対して吸着試験を実施した。その結果から、処分

場で想定されるセメント系材料やベントナイト系

材料への混合によって性能を発揮する可能性のあ

る吸着材が複数存在することを示した。加えて、

TRU 廃棄物の地層処分において、陰イオン核種の

影響を抑制するために吸着材に求められる性能を

提示した。今後、より現実的な条件での性能確認

が必要ではあるが、TRU 廃棄物の処分場の設計や

要求に応じた吸着材及びその利用方法の選択の可

能性を示すことができたと考えている。 
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5-4 廃棄体からの核種溶出モデルの高度化 

◇事業の概要 

本事業は、使用済燃料の再処理過程で発生する

ハル等（ジルカロイ製の燃料被覆管であるハル、

ステンレス鋼製のエンドピース等）を収納した廃

棄体（以下、ハル等廃棄体）に含まれる炭素 14（以

下、C-14）の長期的放出挙動の評価に関する信頼

性向上を目的として、2004 年度に開始した。研究

は大きく 3つの項目に分類される。第一に C-14イ

ンベントリの合理的設定方法の検討、第二に放射

化金属からの C-14 放出挙動評価、第三に放出挙動

評価の補完試験としての金属の腐食速度評価等の

コールド試験である。 

フェーズ 1（2004 年度～2006年度）では、ジル

カロイやステンレス鋼の諸特性に関わる情報収集

等を行い、試験計画の立案を行うとともに、基礎

試験を実施し、一部のデータを取得した
1)
。 

フェーズ 2（2007 年度～2012年度）では、C-14

のインベントリについて、炉型（PWR、BWR）や燃料

型式、さらには材料に応じて、詳細にインベント

リを評価した。同時に C-14 の分析手法の見直しを

行い、沸騰水型原子炉（BWR）の照射済み被覆管を

用いた 10 年間にわたる溶出試験を開始した
2)
。 

フェーズ 3（2013 年度～2017年度）では、長期

的な C-14 の放出挙動の調査（ジルカロイのホット

試験及び長期腐食試験）に加え、ジルカロイの長

期腐食モデルの検討、ステンレス鋼の長期腐食モ

デルの調査、C-14 の化学形態の調査、さらに、欧

州原子力共同体（EURATOM）の共同研究である CAST

（CArbon14 Source Term）プロジェクトへ参画等

により国際的な情報共有・調査を実施した
3)
。 

フェーズ 4（2018 年度～2022年度）では、上述

の成果や課題を受け、実廃棄物のデータが報告さ

れていないエンドピースの特性評価に注力した研

究開発を実施した。特に、エンドピースの核種溶

出挙動の評価のためには、原子炉の上下端部にお

ける不均質な中性子束分布を考慮した詳細な核種

分布の評価が必要である。そこで、エンドピース

（BWR 下部タイプレート）から採取位置の異なる

試料を切り出し、全溶解させて核種インベントリ

分布のデータを取得するとともに、試験片からの

核種溶出データを取得するための溶出試験を開始

した。また、解析精度の向上を目指して三次元モ

デルを使用した核種生成量解析を実施した。並行

して、ハルについても溶出試験を継続し、長期の

核種溶出データを取得するとともに、核種分布に

関わる諸因子の基礎的検討を実施した。 

なお、C-14に関わる課題として挙げられている

内容のうち、金属の腐食挙動、酸化膜からの核種

溶出モデル、C-14 の化学形態評価と化学形態に基

づいた移行挙動・シナリオ等については、次フェ

ーズ以降の課題と位置づけている。 

◇2018年度～2022年度の成果
4)-8)

  

(1)エンドピース中の核種インベントリ分布評価 

エンドピースとしては、代表性等の諸条件を考

慮し、BWR 高燃焼度 9×9燃料（STEP3 A 型）の部

材を選定した（図-1）。平均燃焼度は 35.0 GWd/tHM

であり、高燃焼度 9×9 燃料の信頼性実証試験の

ため、福島第二原子力発電所 1 号機で先行的に装

荷・燃焼されたものである
9)
。 

 

図-1 燃料集合体の構造とエンドピース（下部タイプレート）の外観および試料採取位置 
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図-2 下部タイプレート中の Co-60分布：イメージングプレート法による Co-60強度分布（左）
解析結果と分析結果の比較（シャットダウン時の放射能に正済み）（右） 

 

図-1 に示すように、下部タイプレートから採

取位置の異なる試料を採取した。採取箇所 B,C,D

はイメージングプレート（以下、IP: Imaging 

Plate）法、G1–G5 はガンマ線測定（Ge 半導体検

出器）による Co-60 分析位置である。 

Co-60 と同様に、C-14 及び Cl-36 についても位

置の異なる試料を採取して分析に供した。これら

の核種は純ベータ核種であり、液体シンチレーシ

ョンカウンタ（以下、LSC: Liquid Scintillation 

Counter）のような通常の手法では分析精度に課

題がある
10)-12)

。そこで、本研究では C-14 や Cl-

36の極低濃度分析が可能な加速器質量分析法（以

下、AMS: Accelerator Mass Spectrometry）につ

いて検討し、実分析に利用した。AMS としては、

東京大学タンデム加速器研究施設（以下、MALT）

を用いた
13)
。 

また、放射化による核種生成量を解析的に評価

するため、TRU-2
14)
で用いられている簡易的な手

法である ORIGEN2
15)
と、詳細な解析モデルである

モンテカルロ燃焼解析コード MCNP-BURN2
16)
を用

いたシミュレーションを実施した。 

図-2 に Co-60 の分析結果及び解析結果を示

す
17)
。IP 法では放射能の相対的な強度情報は得

られるが、直接的な定量評価は困難であるため、

G1 位置でのガンマ線測定の値を基準として規格

化した。図-2 に示すように、Co-60 濃度は下部タ

イプレートの上部、すなわち燃料に近い部分が高

く、下方向へ離れるにしたがって低下した。この

分析結果は MCNP-BURN2 による解析で良く再現さ

れている。さらに、分析値と解析値の比（E/C）は

0.57 から 0.89 の範囲であり、特に燃料に近い位

置で一致していることから、MCNP-BURN2による解

析には十分な精度があると考えられる。一方、

ORIGEN2 による解析結果は、下部タイプレートの

燃焼度や不純物組成（Co-59 濃度）を反映させる

ことである程度改善するものの、分析結果との乖

離があり、Co-60 生成量が過大に評価される結果

となった。 

次に LSC 及び AMS による下部タイプレート中

の C-14 分析結果と、MCNP-BURN2 により解析的に

評価した C-14 三次元分布を図-3 に示す。解析結

果は、C-14の親元素となる窒素不純物(N-14)の分

析誤差を考慮し、最大及び最小値を併記している。

分析値は LSC と AMS 法の両者で概ね良い一致が

見られた。C-14 濃度は Co-60 と同様に、燃料に近

い下部タイプレートの上側で高く、下側で低下す

る傾向が認められる。C-14 濃度の解析結果は分

析値の傾向を再現しているが、不純物の誤差の範

囲で一致するところまでには至らなかった。一方

で、ORIGEN2の解析結果については Co-60 と同様

に実際の条件（燃焼度や親元素である窒素濃度）

をインプットデータとして使用することで、分析

値に近づくことが確認できるが、分析結果との乖

離があり、C-14 生成量が過大に評価される結果

となった。これらの結果から、中性子照射量を詳

細に計算した MCNP-BURN2 の解析精度が ORIGEN2

と比較してより高いことが示された。 
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図-3 MCNP－BURN2によるエンドピース中の C-14三次元濃度分布（左）および

下部タイプレート中の C-14分析結果と解析結果の比較（右） 

 

Cl-36については、放射化計算を行うための不

純物情報が十分でないことから、解析との比較

は行わず、放射能の分析結果のみを表-1 に示す。

下部タイプレート中の Cl-36 濃度は、放射線計

測としては低バックグランドで検出感度が高い

Pico-β
18)
を用いても検出下限以下であったが、

AMSでは良好な精度で定量可能であることが示さ

れた。 

 

(2)エンドピース溶出試験 

エンドピース溶出試験に用いる容器は、ステ

ンレス製の密閉外容器と PEEK（ポリエーテルエ

ーテルケトン樹脂）製の内容器から成る二重構造

とした（図-4）。エンドピース（下部タイプレー

ト）から 4 検体分の試料（１検体当たり 4 試料、

合計 16 試料）を採取し、研磨等により高さ 19 mm、

幅 10 mm、厚さ 0.5mm 程度となるように加工し、

各試料について寸法検査、質量測定を実施した。

窒素雰囲気下で溶出試験容器に試料と浸漬液（水

酸化ナトリウム溶液：pH12.5、ORP-250mVに調整）

を封入し、溶出試験を開始した（2020 年度）。 

エンドピース溶出試験で採取する試料（液相、

気相、溶出試験片など）に含まれる C-14 はごく

僅かであり、LSCのような放射線測定による分析

では定量下限以下となる可能性がある。そこで、

溶出試験に必要な分析の事前検討として、AMSに

よる C-14 放射能濃度分析の検出限界について検

討した。 

大理石の認証標準物質から Dead Carbon（太古

に形成されたため C-14 の減衰が十分に進行しそ

の濃度が極めて低く無視できるレベルの炭素）溶

液を調製し、固形化処理したブランク試料を 5試

料作成して AMS で測定し、C-14 分析の実効的な

検出限界を評価した（表-2）。同表より、AMS にお

ける C-14 放射能分析の検出限界を 6.2×10
-4
Bq/

試料と評価した。この結果は、LSC による C-14 放

射能濃度の検出限界値である 0.1Bq/試料よりも

2 桁程度高く、AMS による C-14 放射能濃度分析の

有効性を確認した。 

 

表-1 Cl-36分析結果の比較 

試料番号 

(距離) 

36Cl分析値 

Pico- (Bq/g) AMS (Bq/g) 

G1 

(0.5 mm) 
< 8.51×10-2 1.81×10-2±1.63×10-4 

G2 

(98 mm) 
< 8.64×10-2 3.69×10-3±5.53×10-5 

G5 

(156 mm) 
< 1.06×10-1 2.70×10-3±5.67×10-5 

 

 

図-4 ステンレス製外容器（左） 
および PEEK製内容器（右） 
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表-2 AMSによるブランク試料の測定結果 

試料名 Bq/試料 

Blank1 3.6×10-4 

Blank2 8.2×10-5 

Blank3 1.4×10-4 

Blank4 9.0×10-5 

Blank5 3.5×10-4 

平均 2.0×10-4 

3σ 4.1×10-4 

検出限界 

（＝平均 + 3σ） 

6.2×10-4 

 

 

(3)溶出モデルの構築 

TRU-2
14)
におけるエンドピースの溶出モデルで

は、形状は薄膜（厚さ 340µm）、比表面積は約

0.8m
2
/kg、核種分布は均一（ORIGEN2で評価）、腐

食速度は一定（0.02µm/y）、及び溶出挙動は腐食

の進行と調和的であると仮定されている。このよ

うな複数の保守的な仮定に対して、本研究では以

下の観点から溶出モデルを高度化し、溶出率の保

守性低減が安全評価における被ばく線量の評価

結果に及ぼす影響について検討した。 

①TRU-2：最も保守的なモデル 

②3D 構造モデル：下部タイプレートの形状（厚

み）を三次元で反映させることで、現実的な

表面積を反映させたモデル 

③3D 核種分布モデル：②の 3D 構造モデルに加

え、MCNP-BURN2による三次元構造中の核種分

布を反映させたモデル 

④現実モデル：③の 3D 核種分布モデルに加え、

ステンレス鋼の長期的な腐食速度（約 0.4 

nm/y）
19)
を反映させたモデル 

各溶出モデルによる C-14 溶出率の評価結果を

図-5 に示す。ここで溶出率は、溶出した全 C-14

を初期インベントリと経過年数で除した値

（Bq/Bq/y）であり、半減期による減衰を考慮し

ていることから、参考として C-14 の減衰曲線も

併せて示す。①TRU-2 モデルの C-14 溶出率が最

も高く、8500 年で溶出が終了する。その間の C-

14 の減衰効果はほとんど認められない。②3D 構

造モデルでは溶出率が 1 桁程度低下している。こ

れは初期の比表面積が TRU-2 では保守的な値

（0.8m
2
/kg）であるのに対し、3D 構造の反映によ

り現実的な値（0.1m
2
/kg）が適用されたためと考

えられる。次に、③3D 核種分布モデルでは溶出率

をさらに 1/3 程度低減できる効果が認められる。

これは MCNP-BURN2 による現実的な解析により核

種インベントリを低減できたためと考えられる。

最後に、④現実モデルでは溶出率をさらに 1/40

程度低減できる効果が認められる。これは腐食速

度を 0.02µm/y から現実的な 0.4nm/y とした効果

が大きく表れたためと考えられる。以上をまとめ

ると、④現実モデルでは当初の①TRU-2 モデルと

比べて、溶出率を 1/1000 程度に低減させる効果

があることが分かる。 

図-5 中の④現実モデルにおける下部タイプレ

ートの残存率(灰色)と C-14 減衰曲線との比較か

ら、下部タイプレートは半減期 5,730 年の C-14

よりもはるかに長寿命であることが分かる。また、

下部タイプレート中における C-14 の減衰の様子

を図-6 に示す。これらの結果から、C-14 は下部

タイプレートから溶出する前に消滅し、外部への

溶出が極めて少ないことが示唆される。 

 
図-5 下部タイプレートからの C-14溶出率 

（溶出モデル①～④を適用した場合） 
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図-6 下部タイプレート中の C-14残留放射能分布（④現実モデル） 

 

C-14 溶出率の保守性低減が安全評価における

C-14 被ばく線量に及ぼす影響を考察するため、

TRU 廃棄物処分の安全評価（地下水シナリオ）に

対し、上述の溶出モデル（①～④）で評価した C-

14 溶出率を反映させた。核種移行解析は、汎用

的シミュレーションソフトウェア GoldSim
20)
を用

い、核種移行に係わる処分概念や溶出率以外の

パラメータは TRU-2
14)
におけるグループ 2のもの

を使用した。被ばく線量の評価結果を図-7 に示

す。このとき、C-14 による被ばく線量曲線（①

～④）は、リファレンスである①TRU-2 モデルの

最大被ばく線量の値を基準として規格化した。

最大被ばく線量は各溶出モデルの溶出率に依存

し、①TRU-2 モデルに比べて②3D 構造モデルで

0.14、③3D核種分布モデルで 0.073、④現実モデ

ルで 0.001 に低下する結果が得られた。このこ

とから、より現実的な C-14 溶出モデルを適用す

ることで、安全評価における C-14被ばく線量の

評価値を大幅に低減できることが分かった。 

 

図-7 下部タイプレート中の C-14 による
被ばく線量の評価結果 

（溶出モデル①～④を適用した場合） 

 

(4)今後の展開 

ハル等廃棄体に含まれる廃棄物のうちエンド

ピースに注目し、実際に炉内で照射された部材

から得られた実測データやより詳細な手法によ

る核種生成量解析に基づき、核種インベントリ

や核種溶出率に関する特性を評価して来た。 
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前項では、成果の総括のひとつとして、従来の

TRU-2
14)
での C-14 溶出モデルの保守性が、「3D 構

造」、「3D 核種分布」及び「現実的な腐食速度」

といった因子を導入することにより大幅に低減

される可能性があることを示せた。これらのう

ち「3D 構造」及び「3D 核種分布」については、

それらの効果は限定的ではあるが、初期条件と

して比較的小さい不確実性の下で導入すること

ができると考えられる。一方、「現実的な腐食速

度」については、金属腐食の長期に亘る評価につ

いての不確実性を伴うものの、その効果は顕著

であり、C-14 の溶出前の消滅（核種閉じ込め性）

を促進することが確認された。 

これらの成果を踏まえて、次段階では、長期に

おける金属腐食とそれに伴う核種溶出挙動のさ

らなる解明を主要課題のひとつとして位置付け

ることした。さらには、C-14 の核種溶出モデル

を構成する重要な要素として、溶出化学形態の

評価にも注力して取り組んで行く計画である。 
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5-5 ニアフィールド構成要素の現象解析モデ

ルの構築・高度化－ナチュラルアナログに

よる緩衝材の長期安定性の検証－ 

◇事業の概要 

TRU 廃棄物の地層処分施設は、構造材や充填材

として使われるセメント系材料、緩衝材として使

われるベントナイト系材料、廃棄体パッケージの

容器として使われる鉄鋼材など、複数の材料によ

って構成される。処分施設において、普通ポルト

ランドセメント(OPC)をベースとしたセメント系

材料を用いた場合には、Na2O の溶出によって、ニ

アフィールド環境が、pH13 を超える高アルカリ性

環境となり、緩衝材の主成分であるベントナイト

の物理的・化学的性質を変えるため、緩衝材の長

期性能に影響を与える可能性がある。 

本事業では、高アルカリ性環境の形成を抑制す

るために OPC に比べて浸出液の pH が低い HFSC

（ Highly Fly-ash contained Silica-fume 

Cement）
1), 2)

と緩衝材との相互作用について、その

天然での長期の類似現象（ナチュラルアナログ。

以下 NA）がみられる環境で直接的な証拠を取得し

て、アルカリ変質に係る反応プロセスを明らかに

することで、実験によって確認できるよりも長期

間での構成要素の挙動評価の確からしさ、信頼性

を向上させるとともに、そのモデル化に必要な情

報を示すことを目的として、検討を進めている
3)
。 

高アルカリ性環境下でのベントナイトの長期

挙動の第 1 フェーズの NA の調査は、フィリピン

のルソン島北西部のベントナイト鉱床がある

Saile鉱山において 2007年度に開始した
4)
。Saile

鉱山では、自生するベントナイトと pH11 を超え

るアルカリ地下水との長期にわたる相互作用に

よって明確な変質層の生成を確認した。アルカリ

変質が生じていても Fe, Mg に富むスメクタイト

などの二次鉱物が密度の高い領域を形成し空隙

を閉塞すること（クロッギング）により変質領域

は数 mm に限定され、大部分のベントナイトが未

変質のまま残存していた。一方で、この NA サイト

では既にアルカリ地下水の供給が停止している

ため、相互作用によるアルカリ変質反応の痕跡は

観察できるが、アルカリ地下水がベントナイトに

浸出していた当時の環境条件や反応時間が明確

でないため、溶解－沈殿－結晶化に至る変質プロ

セスの評価が困難であった。 

そのため、2015 年度からは現在もアルカリ性地

下水が苦鉄質の堆積物から浸出しているフィリ

ピンのパラワン島中部の Narra 地区を新しい NA

サイトとして調査を進め、Saile 鉱山の NA サイト

と同様の二次鉱物である Fe, Mg に富むスメクタ

イトがみられることを明らかにした。2017 年度ま

での前フェーズで実施した Narra 地区の NA サイ

トの試料分析により得られたデータから、Fe, Mg

に富む環境でのアルカリ変質によりスメクタイ

ト系二次鉱物が生成し、これが物質移行を抑制す

ることで、変質反応の進展が抑えられているもの

と考えられる。 

本事業では、さらなる試料分析に基づき二次鉱

物の組成や産状等アルカリ変質プロセスに係る

事象の現象の理解をすすめ、類似事例の先行研究

や地球化学計算による検討結果とも併せて考え

ることによって、アルカリ変質によりスメクタイ

ト化に進む環境要因を特定する。そして、これら

の検討結果から TRU処分場のベントナイトのアル

カリ環境下での長期挙動の NA 情報としてとりま

とめた。 

◇2018 年度～2022 年度の成果
3),5)-8)

 

(1)パラワン島 Narra 地区の NA サイトの概要 

Narra 地区の NA サイトでは、パラワンオフィ

オライトの基盤岩の断裂系からのアルカリ性

(pH > 11)の裂か水が、当サイトのアルカリ源泉

地点から河川系扇状地様の緩慢な傾斜に沿って

表層部を流下し、ルーズな炭酸塩沈殿物が地表

に分布している。その下位に Fe, Mg を含むスメ

クタイトに富む苦鉄質の鉄砕屑性堆積物が形成

されている。 

地質や水理場の既存情報から、当 NA サイトは

砕屑性堆積物がアルカリ地下水と長期間接触す

る地球化学的な環境であるといえる。ベントナ

イトのアルカリ変質を直接観察することはでき

ないものの、高アルカリ環境に加え、温度が高く、

酸化還元電位が低いことは、このアルカリ地下

水が TRU 廃棄物の地層処分環境で、セメント系

材料として HFSCを用いた場合に想定される間隙

水との類似性を示しており、アルカリ変質プロ

セスのうち特に二次鉱物の生成を直接観察でき

る NA サイトと考えられた。 
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(2)NA 試料の分析・微細構造の観察 

Narra 地区の NA サイトにおいて、堆積年代の

異なる 4 か所のトレンチの試料を分析した。 

偏光顕微鏡や走査型電子顕微鏡（SEM）による

観察から、Fe, Mg に富む砕屑性堆積物は主要構

成鉱物として、蛇紋石（serpentine: Srp）や斜

方輝石（orthopyroxene: Opx）等が含まれており、

二次鉱物を産状に則して整理すると、以下の 4種

類に大きく分けられる。 

①Fe-rich Fe・Mg-Silicate Hydrate (FMSH): 鉱

物片の周囲に付着あるいは空隙を充填するよ

うに分布する褐色～濃褐色の基質（図-1a,b の

左側）。化学組成の特徴として Fe に富む Fe サ

ポナイトあるいはノントロナイトに近い組成

を持つが、スメクタイトの構造式からは Ca が

やや過剰に含まれるもの。 

②Mg-rich FMSH: 蛇紋石あるいは蛇紋石化して

いる頑火輝石（Enstatite: Ens）の周囲や亀裂

に沿って分布する淡褐色～黄褐色の部分（図-

1a, b の右側および c, d）。化学組成の特徴と

して、Mg に富むサポナイトに近い組成を持つ

が、Ca がやや過剰に含まれるもの。 

③C-S-H: 針状結晶が外周から内部に向かって

放射状に集合した組織。隙間の多い構造で、外

周の一部あるいは全体がより密な方解石でセ

メンテーションされている（図-1e, f）。Ca/Si

は 0.74～0.82 前後。トレンチ 2, 3 でみられ

る。 

④FMCASH: トレンチ 2のみでみられる、C-S-Hの

近辺に見られる斑状に淡褐色を呈する部分

（図-1e, f）。反射電子像のコントラストが一

様でなく、化学組成も Ca に富む部分から Fe, 

Mg に富む部分が混在していることから、C-S-

H と FMSH 系二次鉱物が細かく混合していると

考えられる。 

 

 

図-1 Narra地区のトレンチの堆積年代と採取した NA試料の二次生成物の典型的な産状 
 

これらの二次生成物について電子線プローブ

X 線マイクロアナライザ（EPMA）による組成分析

を 実 施 し 、 Fe-Mg-Al お よ び Si-(Na+Ca)-

(Mg+Fe+Al)の三角ダイアグラム上にプロットし

た（図-2）。 

全ての試料において共通する傾向として、岩

片・鉱物片間を充填している基質部分はやや Fe

に富む傾向にあり、一方で岩片・鉱物片そのもの

トレンチ 2 

堆積年代：2413±82年 

トレンチ 3 

堆積年代：9721±57年 

トレンチ 6 

堆積年代：4008±73年 

トレンチ 7 

堆積年代：4516±74年 
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が置換している部分は Mgに富む傾向に分かれて

いる。後者は基質と異なり、変質する前の頑火輝

石や蛇紋石の化学組成や構造を一部引き継いで

いると考えられる。また、図-2 の Si-(Na+Ca)-

(Mg+Fe+Al)のダイアグラムから、岩片・鉱物片を

置換している部分は、基質部分と比較して、スメ

クタイトの化学組成と比べて Si がやや乏しく、

蛇紋石の化学組成に少し近い組成を示す。この

ことからも、蛇紋石が一部残存していることが

示唆される。トレンチ 2 では、トレンチ 6 およ

びトレンチ 7 と異なり、C-S-H が産している点で

異なる。この C-S-H と FMSH系の二次鉱物が混在

した結果として、FMCASH と分類したグループで

基質と C-S-H の組成を端成分とする範囲に広く

分布する傾向が確認される。 

 

 

 
当サイトでみられる主要鉱物の典型的な化学組成式 

蛇紋石（クリソタイル）：Mg6Si4O10(OH)8 

３八面体型スメクタイト（サポナイト）：Ca0.3(Mg,Fe2+)3[SiAl]4O10(OH)2・4H2O 

図-2 FMSH系二次生成物の化学組成（上図：トレンチ 2,3、下図：トレンチ 6,7） 

 

(3)地球化学モデリングによるアルカリ環境下の

二次鉱物生成の評価 

アルカリ水から生成が見込まれる二次鉱物の

地球化学モデリングによる計算を、高アルカリ

源泉とかんらん石が反応するケース、蛇紋岩堆

積物と反応中のアルカリ浸出水（トレンチ 2, ト

レンチ 7）から生成するケースの 2ケースについ

て、The Geochemist’s Workbench（GWB）の React

を使用し、 GWB のデフォルトとなっている

「 thermo 」、 フ ラ ン ス 地 質 調 査 所 発 行 の

「ThermoddemV1.10_15Dec2020」、日本原子力研

究開発機構発行の「GWB19v12」の 3 つの異なる熱

力学データベースを用いて実施した。 

高アルカリ源泉とかんらん石との反応で生じ

る二次鉱物の計算では、データベースによって

生成が予測される二次鉱物種に僅かな違いは見

られるものの、Fe や Mgを含む層状ケイ酸塩（サ

ポナイトや低温の蛇紋石（Chrysotile）など）の

生成が見込まれる点で一致している。一方で、ベ

ントナイトのアルカリ変質実験等で広く認めら

れる沸石類は Narra 地区の水質では生成が期待

されない。 
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トレンチ浸出水における二次鉱物の飽和指

数・各元素の安定相の計算からは、「Thermoddem 

V1.10_15Dec2020」と「GWB19v12」の間では多く

の鉱物種について飽和指数の傾向は類似してい

ること、サポナイト、ノントロナイトについては

生成と溶解の傾向がデータベース間で少し異な

ることを確認した。安定相については、データベ

ースに多少の差は見られるものの、Mgや Fe を含

む層状ケイ酸塩が安定相として生成する点で類

似していることが分かる（図-3）。 

NA で確認した Fe-ケイ酸塩鉱物や Mg-ケイ酸

塩鉱物の準安定相の熱力学データについては、

M-S-H は近年整備されつつあるものの、スメクタ

イト系二次鉱物の前駆体とみられる F-S-H やケ

イ酸塩鉱物の熱力学データは十分ではなく、今

後整備が必要と考えられる。 

 

 
図-3 Na-Mg-Al-Si-K-Ca-Fe-Cl-O-H 系に

おける Feの pH-Eh図 

 

(4)アルカリ変質プロセス 

Narra 地区でみられる FMSH 系二次鉱物につい

て、産状と化学組成の特徴はトレンチ 7 浅部と

トレンチ 2 では一致していることから、堆積年

代の若いこれらの堆積物中では一次鉱物である

蛇紋石や直方輝石（Opx）を Mg に富む FMSHが置

換したり、Fe に富む FMSHが岩片間の空隙に新た

に沈殿したりする反応が現在も進行中だと考え

られる。また、典型的なスメクタイトの組成式と

比べて Ca 過剰な組成であること、また、この Ca

は TEM による微細構造観察から層間に交換性陽

イオンを含むもののほか、骨格にも含まれ、四面

体サイトが不完全な準安定相であることが想定

される。 

トレンチ 7では、浅部から深部に向かって、前

述した Ca 過剰且つ四面体サイトの Al、Si が少

ない FMSH系二次鉱物がよりスメクタイトの理想

式に近い組成への変化が見られる一方で、基質

と変質鉱物片に分かれた産状には変化がないこ

とが分かっている。このことから、Feに富む FMSH

から Fe に富むスメクタイト（Fe-rich Smectite）

（3 八面体の鉄サポナイト）に、Mg に富む FMSH

から Mg に富むスメクタイト（Mg-rich Smectite）

（3 八面体のサポナイト）にシフトしていること

が示唆される。 

Shimbashi et al. (2020)
9)
では、炭素の安定同

位体比（δ
13
C）に基づき、Narra 地区の堆積物の

深部においては過去に海水の混入があったこと

を指摘している。アルカリ地下水と比べて酸化

的な海水と堆積物とが反応した場合は、Fe
3+
を主

体とするノントロナイトが形成されやすいこと

が推測される。トレンチ 7 浸出水の水質での鉱

物の飽和指数の計算からは、現在の浸出水単体

ではノントロナイトは形成しづらく、その形成

には海水の混合が必要だと考えられる。オフィ

オライト起源の堆積物の形成過程から、堆積物

が浅い沿岸域で堆積したと考えられ、δ
13
C の分

析結果からも海水影響が示唆される。このこと

から、河川系扇状地の扇端に位置するトレンチ 6

や 7 でノントロナイトの組成に近いスメクタイ

トがみられるのは、海水とアルカリ浸出水との

混合によって形成されたためと考えるのが妥当

である。 

これまでの知見
10)
に加え、本事業におけるパ

ラワン島 Narra地区の NAの鉱物の産状から推測

したアルカリ変質プロセスとルソン島 Saile 鉱

山のアルカリ変質プロセスとを図-4 にまとめた。 

アルカリ変質反応の初期では、C-S-H の形成と

Fe に富む FMSH の形成が岩片間の空隙で同時に

進行することで FMCASHのような両者が細かく混

在した産状が形成されたと考えられ、この FMSH

がスメクタイトの前駆体であり、時間とともに

結晶化していくとみられる。C-S-Hはトレンチ 2

及びトレンチ 7 の浸出水の水質からは生成が期

待できないことから、Ca の供給がなくなること

(a)「thermo」 

(b)「ThermoddemV1.10_ 

15Dec2020」 

(c)「GWB19v12」 

 

(a) 

 

(b) 

 

(c) 
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で C-S-H はしだいに溶解していくことが予想さ

れる。 

なお、Saile鉱山では、ベントナイトとアルカ

リ地下水との相互作用によるアルカリ変質が観

察されたが、そのアルカリ変質帯が 5mm 程度で

あったのは、玄武岩ガラス等から供給される Fe
2+

を使って、スメクタイト系の鉄粘土鉱物（図-4の

鉄サポナイトやノントロナイト）等の二次鉱物

が密度の高い領域を形成（クロッギング）して変

質を抑制していたためであることが、様々な分

析や産状観察から示唆された
4)
。 

 

 
図-4 Narra地区の NAにおけるアルカリ変質プロセス（Saile鉱山の NAと併記） 

 

(5)緩衝材の長期安定性の検証に係るフィリピン

の NA のまとめ 

Narra 地区では、オフィオライト起源のアルカ

リ地下水との相互作用に伴う粘土鉱物等のアル

カリ変質が生じており、Fe イオンの影響を受け

Fe, Mg に富むスメクタイト系の二次鉱物が生成

している。それゆえ、Narra 地区の NAサイトは、

同じくオフィオライト起源のアルカリ地下水と

ベントナイト鉱床との相互作用がみられた

Saile 鉱山では観察できなかったアルカリによ

る変質（特に二次鉱物の生成）プロセスの詳細、

環境条件、反応時間が直接観察できるサイトで

ある。 

両者の NA の共通点は、同様のオフィオライト

起源のアルカリ地下水との相互作用に伴うアル

カリ変質において、Fe イオンの影響を受け Fe, 

Mg に富むスメクタイト系の二次鉱物が生成して

いることである。そのため、クロッギングにも寄

与しうるスメクタイトの生成において最も影響

が大きいのは Feイオンの存在であると考えられ

る。 

フィリピンの NA サイトと類似する環境での M-

S-H やスメクタイトの生成や合成実験に関する

文献調査の結果
11)-16)

から、スメクタイト化に反

応が進む要因は、 

・鉄の存在 

・アルカリ 

・酸化環境 ＞ 還元環境 

であることが報告されており、これはパラワン

島 Narra 地区でのアルカリ変質におけるスメク

タイト化が進んだ環境要因とも整合している。 

本事業の検討により、アルカリ変質プロセス

については、上記のように空隙に Fe に富む非晶

質の FMSH を形成し、それが Fe に富むスメクタ

イトに結晶成長すること、環境条件としては、Fe

イオンが必須であり、HFSC と同等の pH11 程度で

高 Ca 濃度のアルカリ環境であること、反応時間

として 2,400 年程度（トレンチ 2 底部の堆積年

Hyperalkaline

water
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35~45 ºC
High Ca-content

Ca-Bentonite; Ca-montmorillonite
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代）ではまだ結晶化途上の FMSHであるが、4,000

年程度（トレンチ 6, 7底部の堆積年代）でスメ

クタイトに近い状態まで結晶成長することを、

根拠となる様々なデータに基づき明らかにする

ことができた。 

単純系の試験結果から、ベントナイトのアル

カリ変質ではスメクタイトのゼオライト化が起

こることが一般的に知られている。処分場のよ

うな複雑系ではこれとは異なる変質反応として、

当 NAサイトのように Mgや特に Feに富む環境で

はモンモリロナイトとは異なるサポナイトやノ

ントロナイトのような Fe, Mg に富むスメクタイ

ト系の二次鉱物の生成が推測される。 

現在の処分概念では構造材や充填材として多

量のセメント系材料の使用に加え、海水の影響

を受けた地下水には比較的高濃度の Mgイオンが

含まれること、また、炭素鋼などの鉄系材料を還

元環境で使用しているため、間隙水への相当量

の Fe
2+
の含有も予想される。本事業の知見は、TRU

廃棄物の処分環境とのアナロジーという観点で、

このような環境でのベントナイトを主成分とす

る緩衝材の健全性（変質はするが微小量）を示す

長期挙動の根拠データとして利用できる。 

一方、現象解析モデルへの反映という観点で、

現状の GWB による地球化学計算でも、パラワン

島 Narra地区の地下水環境ではスメクタイト（還

元環境ではサポナイト）が安定相であることが

示されたが、当サイトで観察された FMSH と C-S-

H の共沈や FMSH のスメクタイト化を化学計算で

再現することは現状ではできなかった。このよ

うなスメクタイト化の変質プロセスを予測でき

るようにするために、二次鉱物の前駆体とみら

れる F-S-Hやケイ酸塩鉱物（とりわけ Fe を含む

固溶体）の熱力学データの整備が今後必要であ

る。 
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5-6 廃棄体由来の発生ガスに関する現象解析モ

デルの妥当性検討 

◇事業の概要

TRU 廃棄物の処分場では、廃棄物とその周辺に

存在する水分の放射線分解及び廃棄物等の金属の

還元性雰囲気での腐食による水素ガスの発生並び

に有機物の分解及び微生物の活動による炭酸ガス

などの発生が想定される。ガスの発生による懸念

事項として、蓄圧に伴う緩衝材の力学安定性の低

下及びガスの移行による処分場内の汚染水の押出

しに伴う核種移行の加速が挙げられている。 

このため、「TRU 廃棄物処分技術検討書 －第 2

次 TRU 廃棄物処分研究開発取りまとめ－」（以下、

第 2 次 TRU レポート）
1)
では、処分場で生じるガ

ス発生、人工バリア（特に応力場の影響を受ける

可能性の高い緩衝材）中のガス移行挙動及び力学

挙動の予測が必要とされている。原子力発電環境

整備機構（NUMO）の「包括的技術報告：わが国に

おける安全な地層処分の実現―適切なサイト選定

に向けたセーフティケースの構築―」（以下、包

括的技術報告書）においても TRU 廃棄物特有の課

題の一つとしてガス発生が人工バリア等に与える

影響を挙げており、評価技術の開発を進めること

としている。そのため、緩衝材の力学挙動と連成

したガス移行評価モデルの開発が必要である。

先行事業では緩衝材などの人工バリアを対象と

した気・液の移行特性及び力学特性などの材料特

性データ取得を目的とした各種要素試験及びその

解析的評価により、気液二相流解析モデルを構築

してきた
2),3)

。結果として下記の課題を抽出した。 

①これまでの各種要素試験で取得した材料特性

データ及び評価モデルの実スケールへの適用

性の確認

②実スケールにおいてより現実的なガス移行場

の環境（ガス発生量、変質など）を設定した

うえでの、既往検討により適用性の確認され

た材料特性データ及び評価モデルを用いたガ

ス影響評価

③最新の人工バリア候補材料に対する材料特性

データの拡充

また、2017年度末に地層処分研究開発調整会議

で策定された「地層処分研究開発に関する全体計

画（平成 30 年度～令和 4 年度）」
4)
では、これま

でに実施した各種要素試験とその解析的評価をも

とに取得したバリア材のガス移行特性及び力学特

性とそれらをもとに構築した評価モデルの処分場

の安全評価への適用性を処分坑道の小型モックア

ップ（三次元拡大系供試体）を用いたガス移行試

験などにより確認すること、既往検討により適用

性の確認された現象解析モデルを用いた解析評価

の試行により、核種移行挙動へのガス影響を検討

することが示されている。 

一方、「包括的技術報告書」では TRU 廃棄物の

処分の最新のセーフティケースにおいて人工バリ

アとして緩衝材を用いる場合、緩衝材の設計要件

として、低透水性、自己修復性などが挙げられて

おり、それらの設計要件を満たす仕様とすること

で所定の機能が発揮され、核種移行抑制に対する

閉鎖後長期の安全性が確保できるとされている
5)
。

以上の背景を踏まえ、本事業では、ガス移行挙

動が処分場の性能に及ぼす影響を評価可能な現象

解析モデルの構築を目標とする。この目標を達成

するためには、①自己修復が起きるか否かを評価

できること②その後のガス移行挙動を評価できる

こと③緩衝材製作・施工時及びその後の変質やガ

ス圧の影響によって力学的不均衡が生じたときに

発生する緩衝材内の不均一性がガス移行に与える

影響を評価できること④ガスの移行が処分場の核

種の移行に及ぼす影響の程度を評価できることが

必要である。そのために TRU 廃棄物の処分場にお

ける発生ガスについて、人工バリアの状態を考慮

したより現実的なガス移行場の環境を設定したう

えで、核種移行挙動に対する発生ガスの影響を評

価する。「包括的技術報告書」で対象とする処分

坑道断面例を図-1 に示す。

図-1 対象とする TRU廃棄物の処分場の処分坑
道断面例（深成岩、先新第三紀堆積岩類
における廃棄物グループ 2の例）5) 
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◇2018 年度～2022年度の成果
6)-10)

 

(1)ガス移行挙動を評価するためのツール、評価

手法の検討・構築 

より現実的なガス移行挙動の評価手法を開発

するため、小規模モックアップ試験によりデー

タを取得し、試験結果の再現解析を通して一次

元要素試験により取得した気液二相流パラメー

タの適用性の確認を行った。 

 
図-2 モックアップ試験装置のシステムイメージ 

 

 

本検討では GETFLOWSと CODE_BRIGHTの 2つの

解析コードを用いた。 

GETFLOWS は汎用地圏流体シミュレータとして

開発されてきたコードであり、多くの分野で実

績を有しているが、ベントナイト系緩衝材が大

きなガス圧を受けた際の応力変形のような力学

影響を考慮することができない。CODE_BRIGHT

は力学連成二相流解析コードであり、有効応力

解析が可能であり力学影響を評価できる。ガス

移行挙動評価には、一次元要素試験結果の

GETFLOWS による逆解析で取得した気液二相流パ

ラメータを用い、CODE_BRIGHT による小規模モ

ックアップ試験の再現解析を実施し、現実的な

パラメータを適用することの有効性を確認した。 

小規模モックアップ試験は、以下の手順で実

施した。 

・注水により試験体を飽和させる再冠水試験

の後、破過が生じるまでガスを注入する

（1 回目）ガス移行試験 

・破過を経験した試験体への注水により再飽

和させガスを注入する（2 回目）再破過試

験 

ガス侵入によるベントナイト材料の破過にお

いては、ガス圧、水圧及びベントナイトの膨潤

圧の関係で破過進展が決定されると考えられて

いる
11)
。

 
図-3 モックアップ再破過試験における有効ガス圧および有効応力の変化 
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モックアップ試験での破過圧は 1 回目のガス

注入時、再破過試験時ともに 0.6MPa であった

（背圧 0.2MPa、膨潤圧 0.5MPa 程度）。一次元

要素試験
2)
での破過圧は 1.2MPa 以上であり、モ

ックアップ試験結果と比較すると背圧と膨潤圧

の和の倍以上の大きさである（一次元要素試験

条件：背圧 0.1MPa、膨潤圧 0.5MPa 程度）。こ

れはモックアップ試験系の方が体積拘束が少な

くガスが伝播しやすいことに起因していると考

えられ、モックアップ試験の方が処分場への適

用性が高い二相流特性を示しているとみられる。 

モックアップ試験での 1 回目のガス注入時、

再破過試験時ともに同じ破過圧であったことか

ら、一度破過を経験した試験体を再冠水させる

という理想的な状況においてではあるが、破過

発生による緩衝材への水みちの形成等が生ずる

ことはなく緩衝材の自己シール性が機能したこ

とが確認できた。また、試験終了後は、試験体

を解体して試験体に欠陥等が生じていないこと

を確認した。今後モックアップ試験の試験回数

を重ね、破過圧、自己修復性ともに再現性の有

無の確認や現象理解を進める必要がある。 

小規模モックアップ試験におけるガス移行試

験の工程では、立方体である試験体の 5 つの面

（前・後・左・右の各側面と頂面）からの排水

量や排気量を観測した。観測した試験体からの

排水量には各面ごとにばらつきがあり、破過に

関しても 1 回目のガス注入時、再破過試験時と

もに同一方向から生じるといった方向に偏りが

見られる結果となった。試験体は均質となるよ

うに作成したが、実際には微小な密度のばらつ

きや施工継ぎ目など透気経路として選択される

弱部が試験系のスケールアップに伴い顕在化し

た結果と考えられる。この現象は実処分場にお

いても同様に起こり得ると推定され、弱部が顕

在化していない要素試験から得られた材料の透

過特性をモデル上に均質に与えて評価すること

は現象に則したものではないと考えられる。 

一次元要素試験により取得した気液二相流パ

ラメータによるモックアップ試験での累積排水

量の再現解析により、以下の過程を経てモック

アップ試験に適用可能なパラメータを同定した。

一次元要素試験により取得したパラメータでは、

モックアップ試験結果の再現性はあまり良好で

はなかった。そのため、モックアップ試験の結

果得られたデータに対して逆解析を行い、モッ

クアップ試験に適用するパラメータを同定した。

その際、二相流パラメータには高飽和度領域に

おける気相の相対浸透率の動きを大きく表現で

きる Grant モデルを適用することで試験結果を

良好に再現できた。三次元の試験体系の試験結

果は限られており、解析モデルの精度向上には

試験データの蓄積が必要である。 

 
図-4 気相の二相流パラメータの比較 

（左図：従来のモデル、右図：Grantモデル） 

 

(2)ガス影響を考慮した核種移行評価 

実処分場において発生ガスの移行が核種の移

行に及ぼす影響の程度を現実的に評価するため

に、ガス発生量の定量評価及びそれをソースタ

ームとしたガス移行解析、その結果を受けての

ガス影響を考慮した核種移行解析といった一連

の解析を実施した。最新の知見や設定条件を整

理し、ガス発生挙動（発生時期、発生速度）を

現実的に評価すべくガス発生量定量評価手法を

構築した。具体的には、廃棄体パッケージの開

口等の処分場において時系列的に発生するイベ

ントの設定や水の放射線分解のトリガーとなる

α線／β線／γ線の飛程の相違の考慮といった

点を第 2 次 TRU レポートでの評価と比較し更新

した。本手法による廃棄体グループ 2 を対象と

したガス発生量評価結果をソースタームとした

ガス移行解析評価を実施し、その結果を基とし

た核種移行解析を実施した。 

 

1)ガス発生量の定量評価手法の構築及びガス発

生量評価 

ガス発生機構としては、水の放射線分解と金

属材料の嫌気性腐食による水素ガスの発生を対

象とし、評価期間としては廃棄物発生を T=0 年

（y）とし T=10,000 y までとし、評価対象とす

る領域としては廃棄体／廃棄体パッケージ／人

工バリアとした。廃棄体グループ 2 を対象とし

た経時的なガス発生量を評価した結果、全体の
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傾向として、水の放射線分解によるガス発生量

が金属腐食によるガス発生量よりも卓越する。 

T=325 y に発生量が大きく増加するのは、廃

棄体パッケージが開口すると設定した T=325 y

に外部から地下水が流入し、その時点で初めて

キャニスタ内にも地下水が流入し、そのα線及

びβ線による放射線分解が開始されることによ

るものである。金属腐食については、初期は廃

棄体パッケージモルタル中の自由水を消費しな

がら、廃棄体パッケージを主要因としたガス発

生機構となっているが、処分場閉鎖と設定した

T=50 y からは人工バリア材による金属腐食が、

T=325 y 以降はキャニスタ内に流入した地下水

による廃棄物（ハル、エンドピース）の腐食が

追加されることとなる。このように本手法では

処分場において時系列的に発生するイベントを

反映した評価となっている。 

 
図-5 水素ガス発生量評価結果 

 

2)発生ガス影響を考慮した核種移行解析 

実処分場を想定し、ガス発生量評価結果をソ

ースタームとしたガス移行解析を実施し、ガス

による押し出し排水量を評価した。解析には小

規模モックアップ試験の再現解析と同様に応力

連成二相流解析コード CODE-BRIGHT を用いた。

小規模モックアップ試験で得られた知見を反映

し、ガス発生量評価で設定したイベントに沿っ

たものとなるよう解析手法及び解析条件を整備

した。 

 

 
図-6 解析モデルの概要 

 

解析に設定する境界条件として、解析モデル

の支保工外側を深度 500m相当の静水圧分布にす

るとともに、廃棄体領域に設定する境界条件で

は T=325 y におけるパッケージ開口の設定に沿

ったものとし、T<325 y では不浸透条件とした。

小規模モックアップ試験では偏りのある排水挙

動が観測されたことを考慮し本解析でも図示し

た部分に他部分よりも透水しやすくなる力学パ

ラメータセットを適用した。 

緩衝材からの押し出し排水量の経時変化を評

価した結果を図-7 に示す。緩衝材からの排水流

量は廃棄体パッケージの健全性が損なわれると

設定した T=325yごろにピークが見られた。既往

検討
12）

における実処分場を想定したガス移行解

析の評価結果と比較すると、10,000 年時点での

累積排水量とピーク時の排水流量（排水速度）

はともに本検討の方が小さかった。これは解析

のソースタームとしているガス発生量をより現

実的に評価したことによる影響が大きい。 

 

 
図-7 押し出し排水量評価結果 
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ガス移行解析結果を基にガス影響を想定した

核種移行解析を行った。ガス発生量評価におい

てはパッケージの開口等の処分場において時系

列的に発生するイベントを反映した評価を行っ

た。それに合わせ、廃棄物が発生する時点を核

種移行解析における始点とし、核種漏洩開始は

廃棄体パッケージ開口に伴う T=325yと設定した。 

ガス影響を核種移行解析に反映するにあたっ

て、以下に記すようにしてガス移行解析結果を

解釈し解析条件の設定に反映させた。ガス影響

を考慮した核種移行解析では、通常は拡散支配

の条件下で緩慢に移行する緩衝材中での核種の

移行が透気によってどのような擾乱を受けるか

に注目して評価モデルを構築した。本検討にお

ける設定では、ガスは緩衝材中に透気経路を形

成して透気し、その透気経路を通じて汚染水も

排水されるとした。ただし、一旦形成された透

気経路は透気後に内部のガス圧が低下するため、

緩衝材の膨潤性によって閉塞し透気前の緩衝材

による拡散移行の場が再形成されるものとした。 

ガス移行解析の結果として得られた排水速度

及び累積排水量の反映に関して、汚染水は一時

的に形成された透気経路から全て流出するもの

と保守的に捉え条件設定し、汚染水の水理条件

としても保守的な条件となることを満足させた。 

EDZ（掘削損傷領域）外側での核種移行率評

価結果を図-8 に、比較のためのガス影響を考慮

しない場合の評価結果を図-9 に示す。EDZ 外側

での核種移行率に注目した場合、ガス影響を考

慮したケースでは T=325 y にピークが立ち上が

った後に 500 年～1,000 年程度の「肩」となる

平坦部が生じている。この「肩」は、ガスの破

過時に透気経路を通じて緩衝材から漏洩する核

種に由来するものである。 

一連のガス影響評価による結果として、緩衝

材層は一時的に破過し、破過が終了するまでの

期間、ガスによる影響で人工バリア外側境界の

放射能濃度が大きくなる可能性を示すものであ

る。 

 

 

 
図-8 EDZ外側での核種移行率評価結果 

 

図-9 比較のためガス影響なしの核種移行率評価結果 

 

(3)長期変遷を考慮したガス移行場の状態評価 

ガス移行場の状態設定に資する検討として、

緩衝材の移行特性に関する構成則のうち、ベン

トナイトの透水係数モデルに関する検討を実施

した。モンモリロナイト粒子を円板状粒子で模

擬したモンテカルロ法を用いた構造解析
6)
の移

行特性評価への適用性を、空隙特性量（空隙率、

屈曲度、比表面積）の算出
13)
及びそれら空隙特

性量を Kozeny-Carman 式(以下、KC 式)に代入す

ることによる透過率の評価を通して確認した。

これまで球形に近い形状の粒子層中の透水性を

表すモデルとして、KC 式が用いられてきた。一

般的な KC式は空隙特性量（空隙率、屈曲度、比

表面積）を用いて次式で表される。 

 

( ) ( )

3

2 22 1 v

k
c S

f

t f
=

-
 

・・・式（1） 

円板粒子層のマクロな構造が変化することに

よって各空隙特性量や透過率がどのように変化

するのかについて調査し、文献の実験結果と比

較することで当評価手法の妥当性を確認した。 



 

－67－ 

砂層、粘土層、混合層を模した粒子構造に関

しても数値解析を実施し、KC 式により評価した

透過率を空隙率について整理し、文献の実験結

果と比較することにより砂－粘土層の統一的な

透水モデル構築の可能性について検討した。 

砂層を模した球充填層の解析結果に関して実

験結果とのよい一致が得られた。KC 式は球形に

近い形状の粒子層中の透水性を表すモデルとし

て用いられてきた経緯があり、この結果に関し

ては妥当な結果と判断した。さらに粘土層を模

した円板粒子層の解析結果に関しても KC式で評

価したにも関わらず、実験結果とのよい一致が

得られた。本解析結果より、KC 式中の空隙特性

量である屈曲度、比表面積それぞれに関して、

空隙率をパラメータとした構成式として表し、

KC 型の透水モデル中の各空隙特性量の構成式に

代入することにより、砂層、粘土層に関わらず

統一的な透水モデル式を構築できる可能性が示

唆された。 

球－円板混合層に対しても同様に透過率を算

出した結果、値の範囲としてはよい一致が得ら

れたが、実験結果とは空隙率に対する透過率の

変化の傾向が異なる結果となった。この差異の

原因としては、実際の透水実験のほとんどは粘

土と砂の比率ではなく、圧密(体積変化)により

空隙率を変化させており、解析における条件設

定が実験における操作と異なることが一因であ

ると考察した。 

 

 
図-10 砂層及び粘土層の透過率に関する計算

結果と文献との比較 
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６．廃棄物処分の環境影響を基点とした原

子力システム研究 

◇事業の概要 

原子力利用において放射性廃棄物の管理は不可

欠であるが、処分対象となる廃棄物の量と性状は

発電及びそれ以降の核燃料サイクルの諸条件に依

存する。同時に、それは処分場のサイズや長期の

放射線安全に影響する。放射性廃棄物の減容・有

害度低減に関して核種の分離・変換技術の研究が

進められているが、廃棄物処分の負荷低減に向け

た現実的、且つ有効な対策を講じるためには、発

電から廃棄物処分までの分野横断的な視点からの

プロセス評価を行うと共に、その効果を評価する

指標を持つことが求められる
1）
。 

本事業では、放射性廃棄物の発熱と毒性の点か

らマイナーアクチノイド（MA）、特にアメリシウム

（Am）に着目し、その 70～90％程度の分離（これ

を簡素化 MA 分離という）に留意した
2)-4)

。そして

以下の点を目的としてその効果、影響を評価し

た
5)-9)

。 

・核燃料サイクル条件の多様化を念頭に、原子力

システムの貢献度と負荷を考慮した廃棄物処分

における環境影響の定量的な評価を行うと共に

評価指標を導出する。 

・核種分離、ガラス固化、地層処分などバックエ

ンド領域を含む核燃料サイクル全体の諸量評価

を可能とする計算プログラムを開発する。 

・溶媒抽出法における MA 分離メカニズムの検証に

よる分離プロセスの成立性を提示すると共に、

簡素化 MA 分離を前提として工学的に実現可能

な分離プロセスを提示する。 

・核種分離と連動して MA リサイクルを行う高速炉

システムにおける廃棄物特性に留意して、多様

な前提条件に対応しうる高速炉燃焼計算モデル

を高度化する。 

なお、本事業は、文部科学省の令和元年度の公

募型研究である国家課題対応型研究開発推進事業

の中の原子力システム研究開発事業 JPMXD02 

19209423 の助成を受けて実施したものであり、安

全基盤技術研究開発と放射性廃棄物減容・有害度

低減の 2 つの課題募集分野の内、後者に属し、4年

間の研究である
10）,11）

。最終年度の成果を以下に示

す。 

 

◇2022年度の成果 

(1)廃棄物処分における環境影響評価研究 

1)評価及び評価指標の導出（原環センター） 

多様な核燃料サイクル条件に基づくガラス固

化体地層処分の環境影響を、MA 分離割合に留意

して検討した。処分システム負荷は廃棄物量(処

分場面積)と動的及び静的の 2 つの放射線影響、

MA 分離負荷は分離回収に必要な溶媒抽出段数と

回収 MA の高速炉装荷を考慮した MA ストック量、

そして高速炉炉心負荷は希土類元素(RE)を随伴

する回収 MA を燃料として装荷した高速炉炉心特

性、以上 3 領域の負荷を 6 クライテリアに分類

し、負荷のスコア化とクライテリアの重み配分を

パラメータとした条件組合せの優位性を多基準

分析の手法を用いて比較した。この多基準分析の

手順に基づき環境影響評価指標を階層化して提

示した。代表的な多基準分析手法である加重総和

法とコンコーダンス分析により、処分システム負

荷の重みと MA 分離及び高速炉炉心の重みを均等

にした場合、UO2 燃料由来ガラス固化体処分に関

しては MA70％分離、MOX燃料由来ガラス固化体処

分に関しては MA90％分離が優位性を有すること

を提示した。 

 

2)諸量の評価（東京工業大学） 

多様な核燃料サイクル条件の下での MA リサイ

クルシナリオを検討し、高速炉を念頭に置いて新

型炉導入における MA 核変換の効果(MA の消費、

ストック及び処分量)等の MA 諸量評価手法を開

発した。MA平衡期リサイクルでの MA ビルドアッ

プの傾向から、高速炉導入による MA 総量削減の

効果は、PWR-UO2 燃料サイクルよりも PWR-MOX 燃

料サイクルの方が高く、PWR-UO2 + FR-MOX 燃料サ

イクルでは高速炉炉心の MA 含有率向上が、また

PWR-MOX + FR-MOX 燃料サイクルでは高速炉の出

力分担向上がより効果的であることを見出した。 

そして、これらの結果に基づき、国際原子力機

関（IAEA）が進めている Nuclear Fuel Cycle 

Simulation System (NFCSS)
12)
コードのバックエ

ンド領域の計算機能向上に対して、高レベル放射

性廃棄物の崩壊熱及び放射性毒性評価のための

計算式を提示した。 
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(2)Am 分離プロセスの工学的設計研究 

1)分離メカニズムの検証（東京工業大学） 

前年度までに調査した MA 及び RE 抽出に関す

る抽出平衡関係、抽出速度式を用いて、ミキサセ

トラ抽出器を想定した単段の MA/RE 分離挙動を

評価し、簡素化 MA 分離の妥当性、成立性を検証

した。単段での簡素化 MA 分離は抽出速度の影響

を強く受けることから、ミキサセトラ単段での連

続プロセスよりも単段のバッチ式での簡素化 MA

分離の方が組成が安定し、工学適用性が高い可能

性を指摘した。また、工学適用時には抽出器の選

定、抽出器の運転条件への留意が必要であること

をまとめた。  

 

2)諸量評価に基づく分離度に対応した分離プロ

セスの構築（日本原子力研究開発機構） 

2021 年度までの成果を基に、国立研究開発法

人日本原子力研究開発機構が開発した MA 分離プ

ロセスである「SELECT プロセス
13）
」の MA/RE 相

互分離工程について PARC-MA コード
13）

によるプ

ロセスシミュレーションを行った。計算において

は、分離段数 4 段から 16 段における最も回収率

が高い条件と製品 MA の純度が高い条件の把握に

留意した。その結果、MA/RE 相互分離工程の分離

段数を従来の 40 段から 16 段まで合理化しても、

Am 回収率 90％の条件において十分な性能を有し

ていることが明らかとなった。また、高速炉によ

る RE 随伴回収 MA の核変換評価との連携から、分

離段数 6 段(UO2 燃料の場合)あるいは 10 段(MOX

燃料の場合)までの合理化の可能性を確認した。

廃棄物処分負荷に留意した評価により、MA 分離

プロセスの中で工程の巨大化が懸念される MA/RE

相互分離工程についてその簡素化の可能性を示

すことで、社会実装を視野に入れたプロセス構成

を確立した。 

 

(3)多様な前提条件に対応する高速炉燃焼モデル

の高度化（北海道大学） 

前年度に理論的枠組みを構築した高速炉炉心

燃焼モデルの代理モデルの開発を行い、その予測

精度を定量的に評価した
14)
。また、このモデルを

用いて、移行期における燃料中の TRU 組成の変動

が高速炉の炉心・廃棄物特性に与える影響の評価

を網羅的な条件のもとで行った。さらに、MA 回収

率と RE を随伴する MA 純度の違いが高速炉の炉

心特性に与える影響の評価として、SELECT プロ

セスに対して与えられた 8 ケースの抽出条件の

それぞれについて、移行期（LWR-UO2、LWR-MOX）

高速炉と平衡期高速炉の炉心特性の評価を行い、

新たに一括炉心性能評価指標を設定して、再処理

の簡素化条件と炉心性能との対応を整理・評価し

た。 

◇2019～2022年度の研究のまとめ
15),16)

 

4 年間にわたる本研究では、核燃料サイクル条

件の多様化と簡素化 MA 分離の導入をキーワード

として、解析的な手法を用いて、原子力システム

の貢献度と負荷を考慮した廃棄物処分における環

境影響の定量的評価を行うと共に評価指標を導出

した。また、原子力システムのバックエンド領域

の物量評価が可能となるよう、既存の諸量評価計

算コードの機能向上を行うと共に核燃料サイクル

における多様な処理処分条件を考慮した諸量評価、

及びバックエンド領域における各種の負荷を評価

する Excel 計算プログラム及びデータセットを整

備した。簡素化 MA 分離に関しては、MA 分離メカニ

ズムに基づく簡素化プロセスの工学的成立性の見

通しを検討、評価すると共に、既存の MA 分離プロ

セス(SELECTプロセスの MA/RE相互分離工程)の分

離段数の大幅な削減可能性を提示した。さらに、

回収 MA の燃料装荷など多様な前提条件に対応す

る高速炉利用を想定し、炉心特性評価のための燃

焼計算について簡易モデルを作成した。 

本研究における分野横断型の連携と統合の構造

を図-1(a～g は各研究項目をつなぐ具体的な評価

結果、知見)に示す。研究項目(1)①での各研究項

目の成果の集約に基づき、①分野横断型評価の方

法論、②核燃料サイクル条件多様化の下での技術

オプションの提示、③簡素化 MA 分離の定義とそ

の優位性、の 3 点について見解をまとめた。 

以上に加えて、各研究項目間の連携を深めると

共に、燃料サイクル全体を俯瞰した客観的、分野

横断的な視点から研究を進めるために、外部評価

委員会を設置して研究の進捗と課題を共有すると

同時に、炉、燃料サイクル、廃棄物処分に関する議

論を継続して実施した。 
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図-1 分野横断型研究における連携とその統合 
 
1) 21世紀後半に向けた廃棄物管理の選択肢：Pu利用推進

と環境負荷低減型地層処分に関する研究、(1)～(6)、日
本原子力学会 2018年春の年会、予稿集 3O11～3O16 

2) K. Kawai et al., High burn-up operation and MOX 
burning in LWR; Effects of burn-up and extended 
cooling period of spent fuel on vitrification and 
disposal, J Nucl Sci Technol. Vol.55, No.10, 1130-
1140, 2018 

3) 21世紀後半に向けた廃棄物管理の選択肢：Pu利用推進
と環境負荷低減型地層処分に関する研究、(15)、日本原
子力学会 2020 年春の年会、予稿集 2D04 

4) E. Minari et al., Evaluation of the technical 
options of radioactive waste management for 
utilization of MOX fuel:thermal impact of minor 
actinide separation with geological disposal of 
high-level waste, J Nucl Sci Technol. Vol.58, 
No.10, 1123-1133, 2021 

5) 廃棄物処分の環境影響を基点とした原子力システム研
究、(1)～(4)、日本原子力学会 2021年春の年会、予稿
集 3JO1～3J04 

6) 廃棄物処分の環境影響を基点とした原子力システム研
究、(5)～(9)、日本原子力学会 2022年春の年会、予稿
集 1H05～1H09 

7) H. Asano, R. Hamada, T. Sakuragi et al., Study on 
advanced nuclear energy system based on the 
environmental impact of radioactive waste 
disposal- An integrated cross-disciplinary 
approach to diversifying nuclear fuel cycle 
conditions–, Proc. International Conference on 
Radioactive Waste Management: Solutions for a 
sustainable Future, IAEA, November 1-5, 2021 

8) R. Hamada, H. Asano and T. Sakuragi, Environmental 
impact of radioactive waste disposal in advanced 
nuclear energy systems; Radiation impact 
evaluation of nuclide migration and human 
intrusion for geological disposal considering 
nuclear fuel cycle conditions, Proc. International 
Conference on Radioactive Waste Management: 
Solutions for a sustainable Future, IAEA, November 
1-5, 2021 

9) H. Kato, G. Chiba and H. Asano, Study on the fast 

reactor system characteristics in the transition 
period from LWR to FR, Proc. International 
Conference on Radioactive Waste Management: 
Solutions for a sustainable Future, IAEA, November 
1-5, 2021 

10) 令和元年度国家課題対応型研究開発推進事業「原子力
システム研究開発事業」の公募開始について 
https://www.mext.go.jp/b_menu/boshu/detail/14165
13.htm 

11) 令和元年度「原子力システム研究開発事業」募集要項 
 https://www.mext.go.jp/b_menu/boshu/detail/__ics

Files/afieldfile/2019/05/22/1416513_01.pdf 
12) Nuclear Fuel Cycle Simulation System:  
 Improvements and Applications, IAEA-TECDOC-1864, 

IAEA,2019 
13) BAN, Y., et al., "Minor Actinides Separation by 

N,N,N’,N’,N’’,N’’-Hexaoctyl Nitrilotriacetamide  
(HONTA) Using Mixer-settler Extractors in a Hot 
Cell", Solvent Extraction and Ion Exchange, 37 7, 
489 – 499,2019 

14) J. Fan and G. Chiba, Development and verification 
of fast reactor burnup calculation module FBBurner 
in code system CBZ, J Nucl Sci Technol. Vol.58, 
No.12, 1269-1287, 2021 

15) 廃棄物処分の環境影響を基点とした原子力システム研
究、(10)～(14)、日本原子力学会 2023年春の年会、予
稿集 2I10～2I14 

16) Study on nuclear energy system considering 
environmental load reduction of waste disposal in 
diversification of nuclear fuel cycle 
conditions,(1)～(5), The International Symposium 
on Zero-Carbon Energy Systems(IZES), 11-13 January, 
2023, Tokyo Institute of Technology, Japan  

https://www.mext.go.jp/b_menu/boshu/detail/1416
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７．使用済燃料の多様化を考慮したシナリ

オ評価 

◇事業の概要 

本事業は、高レベル放射性廃棄物ガラス固化体

の基盤技術開発について、使用済燃料や再処理条

件の多様化を考慮すると共に、地層処分を含めた

核燃料サイクル全体の合理化を図るためのシナ

リオを検討し、合理的な技術オプションや課題を

抽出することを目的に 2019年度から開始した。 

現在、我が国において、使用済燃料は一定期間

冷却後に再処理され、発生する高レベル廃液はガ

ラス固化後に地層処分される予定である。現状、

六ヶ所再処理工場にて年間約 1,000本のガラス固

化体の製造を想定している。一方、原子力発電所

の稼働に関しては、より効率的な燃料利用の点

から、高燃焼度化、プルサーマルによるプルトニ

ウムの利用促進が進められている。高燃焼度燃料

や使用済 MOX燃料から発生する廃液もガラス固化

する必要があるが、従来のガラス固化体に比べて

不純物（モリブデン、白金族元素等）や長寿命か

つ発熱性の高いマイナーアクチニド（MA）が多く

含まれる。そのため、再処理やガラス溶融のプロ

セス、ガラス固化体の特性、ガラス固化体の発生

本数とそれに伴う処分場面積等に対して影響を

与える可能性がある。これらの課題は、燃料から

再処理、ガラス固化、処分まで幅広い技術分野を

横断することから、原子力利用のシナリオを適切

に設定し、シナリオに基づいて全体最適化の観

点からサイクル諸条件の組合せや関連性を検討

することが有効かつ重要と考えられる。従って本

事業では、ガラス固化体の地層処分を前提とし

た多様な核燃料サイクル条件を考慮したシナリ

オの評価に資する国内外の情報を調査、分析、

整理し、シナリオを論拠としてガラス固化体の

特性や地層処分への影響について検討するもの

である。 

◇2022年度の成果 

2022 年度は、高燃焼度 UO2燃料および MOX 燃料

を対象とし、多様な燃料サイクルオプションの最

適化に向けて、ガラス固化及び地層処分に対する

影響や課題等について検討した。 

(1)シナリオ検討に基づくサイクル条件多様化評

価システムの検討 

第 6 次エネルギー基本計画に基づいた原子力

利用のシナリオについて検討した。これまでに

発生した使用済燃料だけでなく、今後の使用済

燃料発生量も予測し、燃焼度や冷却期間等の条

件について複数の再処理シナリオを仮定して詳

細に検討した。検討結果はガラス固化体の充填

率等に活用し、廃棄物発生量や処分場の評価に

反映させた。 

 

(2)再処理、ガラス固化、地層処分に関する情報調

査 

国内外における MOX 利用および使用済 MOX 燃

料対策に関連した再処理、ガラス固化、地層処分

に関する研究開発、事業、政策の状況を調査し、

(1)のシナリオの論拠や蓋然性に反映させた。 

 

(3)パラメータスタディによるガラス固化体高充

填化オプションの検討 

MOXガラス固化体の発熱低減対策として、使用

済 UO2 燃料の混合を適用したガラス固化体

（UO2/MOX 混合ガラス固化体）や MA 分離を適用

したガラス固化体について、地層処分への適合

性を検討した。 

①UO2/MOX 混合ガラス固化体 

使用済 UO2燃料と使用済 MOX燃料との各混合条

件におけるガラス固化体の発熱量と緩衝材温度

への影響を評価した。評価の際、発熱核種のビル

ドアップを考慮し、使用済燃料の冷却期間の違

いによるガラス固化体の発熱量への影響を含め

た検討を行った。 

②MA分離を適用したガラス固化体 

MA の分離割合をパラメータとして、ガラス固

化体の発熱量と緩衝材温度への影響を評価し、

処分場面積低減の観点で廃棄物充填率の最適化

条件について整理した。評価の際、燃焼度や冷却

期間の違いによるガラス固化体の発熱量への影

響を含めた検討を行った。 

 

 

本成果は経済産業省資源エネルギー庁「令和 4

年度放射性廃棄物の減容化に向けたガラス固化

技術の基盤研究事業（JPJ010599）」の一部である。 
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８．固化体のハイブリッド化及び処分概

念・安全評価に関する検討 

◇事業の概要 

本事業では、福島第一原子力発電所における汚

染水処理で発生した 2次廃棄物の安定固化や廃棄

体化研究に対する、最終処分とその安全評価等、

社会実装に関する検討を行う。汚染水処理やデ

ブリ処理で発生する固化が難しく長半減期で低

収着性のため長期の被ばく線量を支配するヨウ

素(I)と、潜在的有害度が高く長期的な発熱源か

つα核種であるマイナーアクチノイドを含めた

アクチノイドに特に注目し、前者は AgI、I-アパ

タイト、アクチノイドを模擬した希土類元素

(RE)はアパタイトやモナザイトといった鉱物に

固化する。これらを 1次固化体とし、詳細な合成

手法と固化体の構造、物性、浸出性、耐放射線

性、表面物性変化等を最新の材料科学の観点・

手法を用いた実験、計算アプローチにより徹底

理解する。この 1次固化体を稠密かつ耐食性に優

れ、特性評価モデルに実績を有する SUSやジルカ

ロイといったマトリクス材料中に熱間等方圧加

圧法（HIP）等で固定化し、廃棄体をハイブリッド

固化体とする。これにより核種の閉じ込めの多

重化に加え、安全評価に必要な長期評価モデル

の信頼性も向上させた実効性・実用性のある廃

棄体とする。1 次固化体とマトリクスとの相互作

用を理解した上で、マトリクスの耐食性、環境、

他の人工バリア構成等を考慮した処分概念を具

体化する。潜在的有害度及び核種移行の観点か

ら処分後の被ばく線量評価を行い、安全な廃棄

体化手法及び処分方法を構築することを目的と

する。以上によりこれから現実的な課題として

廃棄体の合理的な処分の社会実装に向けた検討

を本事業の目的としている。そのうち、本研究で

は固化体のハイブリッド化とハイブリッド固化

体に適した処分概念の検討、さらに処分後の安

全評価の実施を目的とする。 

本事業は、文部科学省「英知を結集した原子力

科学技術・人材育成推進事業（福島原子力発電所

事故由来の難固定核種の新規ハイブリッド固化

への挑戦と合理的な処分概念の構築・安全評価

（JPJA21P21460873））」の一部である。 

 

◇2022年度の成果 

(1)ハイブリッド固化体の検討 

昨年度のハイブリッド化に適した金属マトリ

クス材料の調査結果及びリファレンス固化体の

合成結果に基づいて、本年度は金属マトリクス

として耐食性だけではなく処分の安全評価へ短

期間で実装できる材料選定という観点から、エ

ンドピースと呼ばれる構造材に使用されるステ

ンレス鋼（SUS）を選定した。次に、１次固化体

として複数の廃棄物を選定した。昨年度は、ヨウ

素化合物のうち一般的な環境において安定性に

優れるヨウ化銀（AgI）等を 1次固化体のリファ

レンスとして用いたが、粉末状の AgI を使用し

たため比表面積が大きく、マトリクス金属との

相互作用や固化体内での１次廃棄物の連結性が

懸念された。連結性によりマトリクス腐食が不

均一となると調和溶出モデルの適用が困難にな

ることから、本年度に用いる粉末状の１次廃棄

物（ヨウ素アパタイト等）は等量の充填率でも連

結性を抑制できるよう造粒しハイブリッド固化

した。なお、１次廃棄物としてヨウ素吸着材であ

る ALPS 酸化セリウム及び ALPS 銀ゼオライトは

元々粒状であるので、そのままの状態で固化し

た。 

粉末冶金法のひとつである熱間等方圧加圧法

（HIP）でハイブリッド固化体を合成した結果、

１次固化体はおおむね単分散し、SUSマトリクス

中に閉じ込められていていた。マトリクス部も

焼結性が高く空隙や欠陥のないインゴット状で

あったことから、目的とするハイブリッド固化

体が製造できたことが確認できた。 

 

(2)処分概念・安全評価の検討 

ハイブリッド固化体の寿命を金属マトリクス

の腐食速度を用いたシミュレーションモデル

（セルオートマトン法）で検討した。その結果、

1次固化体含有率（ここでは空隙と仮定）が高い

ほど寿命は低下し、SUS の非常に低い腐食速度

（0.02 µm/y）から予想されるように、数百万年

スケールの固化体寿命となる可能性が示された。

今後、このシミュレーションの結果等を参考に

処分後の核種移行を評価することで、ハイブリ

ッド固化体の処分概念や安全評価について具体

的に検討する予定である。 
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９．高安全・核セキュリティ及び低廃棄物

処分負荷を同時達成する中小型軽水炉

に関する研究 

◇事業の概要 

本研究では、事故耐性燃料としてケイ化物燃料

(シリサイド、U3Si2)を使用する中小型軽水炉
＊
の

成立性を、使用済燃料再処理で発生する回収ウ

ランと分離・変換技術における主要な回収対象

であるマイナーアクチノイド(MA)の燃焼を前提

として、炉心の燃焼特性と放射性廃棄物処分を

含む原子燃料サイクル全体の諸量計算により評

価する。これにより、今後の原子力利用に対して、

事故耐性燃料を利用する中小型軽水炉により、①

高い固有の安全性、②高い核セキュリティ、③使

用済燃料再処理に由来する回収ウランの利用、④

放射性廃棄物処分において発熱と放射性毒性の

点で留意される MA の消費を同時に可能とする新

型原子炉の実現性を提示する。 

ケイ化物燃料の特徴とそれを用いる炉心特性

からは、中小型軽水炉の高中性子経済性、高安全

性、回収ウラン・回収 MAの高付加価値資源利用、

高核不拡散・核セキュリティが期待される。モジ

ュールタイプの炉による海外展開を想定した評

価を行うことも本研究の大きな特徴である。 

以上より、本研究では以下の２項目を実施する。 

(1)回収 U-MAケイ化物燃料を用いた中小型軽水

炉の炉心開発 

(2)廃棄物処分負荷低減につながる回収 MA・回

収 U の諸量評価 

1 年目の 2022 年度は両項目について、既往研

究成果との関係性、評価対象と評価条件に関す

る調査と予備的解析を行って研究の方向性を確

定した。2 年目はそれぞれの項目毎に定量的な評

価を行い、総合評価を行う。 

◇2022年度の成果 

(1)炉心開発 

運転期間と燃料交換方式が異なる 2 つのタイ

プの PWR 中小型軽水炉－オンサイト燃料交換型

炉(標準型)と可搬型炉(長期運転型)－を想定し

て燃料設計条件と燃料集合体仕様を設定し、2

次元ピンセルモデルを用いて中性子輸送及び燃

焼計算を行ない、燃焼反応度の時間変化からケ

イ化物燃料における U濃縮度、MAあるいは Am-

241 の添加の影響を把握した。回収 U を利用す

る場合は U-236 の含有割合が増加することから

U 濃縮度を高める必要がある。また同燃料の核

的安全性評価としてドップラ－係数と減速材温

度係数を評価した。ケイ化物燃料及び回収 U利

用ケイ化物燃料、そして MA あるいは Am-241 添

加燃料ではいずれも負のドップラー係数が得ら

れること、またケイ化物燃料の減速材温度係数

は、U 酸化物燃料よりも負に大きくなることを

確認した。核セキュリティ性についてはケイ化

物燃料の核不拡散性評価として、不正利用価値

(Attractiveness)評価を行い、U 燃料へのケイ

素の含有や MA あるいは Am-241 の添加は不正利

用価値を低くする効果があることを確認した。

さらに、使用済ケイ化物燃料の再処理技術につ

いてフランスでの既往研究の調査を行い、その

再処理に関して既往の技術を援用するとしても

基本的な抽出特性、Alや Si が分離プロセスに

与える影響に加えて、その後段の廃棄体製造と

その処分(長期安定性、安全性等)、物量評価を

連結させた検討が重要であることを確認した。 

 

(2)諸量評価 

評価対象とする 2 つのケイ化物燃料中小型軽

水炉(標準型と長期運転型)について回収 U と回

収 MA の利用に留意した燃料条件を設定した。核

燃料サイクル諸量評価のための計算コードは、

燃料製造から高レベル放射性廃棄物地層処分ま

でのマスバランス評価が可能で専用の website

で公開されている NMB4.0
1), 2)

を利用することと

し、設定した燃料条件への同コードの対応状況

をユーザーマニュアル、試計算、コード開発者と

の協議により確認した。諸量評価上最重要とな

る使用済燃料の核種組成については、炉心開発

から提供された核種断面積データを基に NMB4.0

での燃焼計算を行うためのデータセットを準備

した。これを基に炉心開発での燃焼計算(MVP-

BURN)と比較する予備解析を行った。各核種の断

面積の燃焼度依存性、及び核種の基底状態と励

起状態の区別を考慮した結果、設定した燃料条

件において良い精度で計算できることを確認し

た。そして、資源エネルギー庁の公開資料
3)
の原

子力利用シナリオを基に、NMB4.0 を用いて、リ
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プレース炉を全てケイ化物燃料中小型軽水炉と

し、その際に利用する回収 U の量をパラメータ

として、発電設備容量と回収ウラン貯蔵量を西

暦 2100 年まで算出した。また、地層処分負荷低

減の観点から設定した燃料条件を用いて、現行

と同じ使用済燃料の再処理及びガラス固化条件

の下での地層処分場における、緩衝材の最高温

度やガラス固化体の潜在的放射性毒性を MA分離

割合をパラメータとして評価し、70％あるいは

90％程度の MA 分離の効果を確認した。 

以上により実施項目である(1)と(2)について、

2 年目に行う炉心開発と諸量評価の定量評価に

必要なデータと解析手法について見通しを得た。 

 

＊中小型軽水炉：小型モジュール炉は、SMR と呼

ばれ一般に 300 MWe 以下の原子炉を指し、700 

MWe 以下の原子炉は中型炉を指す
4)
。 

 

1) NMB code:Fuel cycle integrator 
https://nmb-code.jp/ 

2) 岡村知拓, 西原健司 他, NMB4.0ユーザーマニュアル, 
JAEA-Data/Code 2021-016, March 2022 

3) 2050年カーボンニュートラルの実現に向けた検討、資
源エネルギー庁,令和 2年 12月 21日 

4) IAEA-TECDOC-1485, Status of innovative  
small and medium sized reactor designs 2005, IAEA, 
March 2006 

 

https://nmb-code.jp/
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10．その他の地層処分に関する調査研究 
 

その他、高レベル放射性廃棄物、ＴＲＵ廃棄物

の地層処分に関する以下の調査研究を行った。 

 

(1)高安全・核セキュリティ及び低廃棄物処分負荷

を同時達成する中小型軽水炉に関する研究  

事故耐性燃料の一つであるケイ化物燃料を中

小型軽水炉に装荷した場合の炉心核熱特性、核不

拡散性、使用済燃料再処理、及び放射性廃棄物負

荷低減効果を定量評価する 2 か年計画の初年度

として、既往研究成果の調査と関連特性に関する

予備解析を行った。 

 

(2)代替粘土材料を用いた埋戻し材料の小規模施

工試験 

国の基盤研究や原子力発電環境整備機構（NUMO）

の技術開発で整備される埋戻し材の材料特性に

係る基盤情報を補完・拡充することを目的として、

代替粘土系材料（非膨潤性粘土材料）の埋戻し材

としての適用性の評価に取り組んでいる。2021年

度までの取組をとおして材料としての見通しが

得られたことを踏まえ（期待する透水性能が得ら

れる可能性）、施工性の確認に向けて、2022年度

からの 3 か年計画で混合土の材料条件等をパラ

メータとした小規模な施工試験に着手した。 

 

(3)緩衝材及び埋戻し材を対象とした再冠水過程

の評価 

地層処分場の過渡期における性能評価の精度

の向上に向けて、再冠水過程における緩衝材と埋

戻し材の浸潤状況の把握及び浸透解析の妥当性

の確認に資する実験データを取得・整備する計画

である。３年計画の初年度である 2022 年度は、

横置き PEM方式に着目して、PEM容器のバリエー

ション（設計仕様の違いによる浸潤環境／境界条

件の違いやフィルタや多孔質媒体の有無）に留意

しつつ、試験計画及び室内要素試験装置の設計を

行った。 

 

(4)ガス発生量の低減が可能な廃棄体パッケージ

充填材の調査 

廃棄体パッケージの内部充填材について、後打

設方式での施工を前提とした、放射線分解による

ガス発生量の低減が可能な内部充填材の候補材

料を選定し、これまでに得られている物性等のデ

ータを調査するとともに、内部充填材として適用

可能性を確認するにあたり必要な試験項目等を

整理した。また、従来の低レベル放射性廃棄物の

固化処理に利用されているポルトランドセメン

トをはじめとするセメント系材料と比較して、よ

り発生量の低減できる可能性のある廃棄物の固

型化材の候補材料について情報を収集した。 

 

(5)白金族元素（PGM）マネジメントを中心とした

核燃料サイクル・ガラス固化に関する研究 

核燃料サイクルの全体最適化・分野横断研究と

して、高レベル放射性廃液から PGM分離を技術オ

プションとした MOX燃料、再処理、MA分離、ガラ

ス固化、地層処分の影響について概念検討を行っ

た。 

 

(6)高レベル放射性廃棄物等の安定化・高含有固化

技術の研究 

高レベル放射性廃液の仮焼体を用いた高含有

固化方法について、模擬仮焼体の作製と粉末冶金

法を利用した固化体の試作を行った。 
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Ⅲ．放射性廃棄物全般に共通する調査研
究等 

１．放射性廃棄物海外総合情報調査 

◇事業の概要 

放射性廃棄物（高レベル放射性廃棄物のほか、

中・低レベル放射性廃棄物や原子力事故で発生し

た放射性廃棄物も含む。）の処分に係る技術情報

として、国際機関における合意形成文書等の検

討・策定状況、欧米やアジアの諸外国における処

分政策や制度、研究開発、サイト選定（選定基準

を含む）、処分事業・技術評価等の状況、法制度に

ついての情報・データを収集し、原典、背景情報、

主要文献の翻訳等から構成される総合的なデー

タベースとして整備を行うとともに、収集した情

報等に基づいてホームページ、技術情報冊子等を

通じて外部に向けて発信し、関係者間での情報共

有と知識普及、幅広い国民各層への理解促進を図

った。 

なお、本事業は、経済産業省資源エネルギー庁

の委託事業「平成 30 年度放射性廃棄物共通技術調

査等事業（放射性廃棄物海外総合情報調査）（国庫

債務負担行為に係るもの）」により実施したもので

ある。 

◇2022年度の成果
1)
 

(1)諸外国における廃棄物処分の現状に関する海

外情報の収集と総合的なデータベースの整備 

欧米諸国の高レベル放射性廃棄物等の情報に

ついては、フィンランド、スウェーデン、フラン

ス、スイス、英国、米国、カナダ、ドイツ、ベル

ギー、スペイン、ロシア等を中心に、各国の処分

実施主体等からの直接的な情報収集も活用しつ

つ、法制度の整備状況、サイト選定のプロセス、

選定基準、許認可申請・発給の状況、処分技術情

報、情報提供・広報、社会的意思決定方策、地域

振興方策、資金確保関係、関係する訴訟等の情報

を収集した。アジア諸国に関しては、韓国、中国、

台湾における放射性廃棄物処分の関連情報とし

て、法制度の整備状況とともに、処分概念、サイ

ト選定等の技術情報、資金確保関連、地域振興方

策等の情報を収集した。さらに、原子力発電規模

が小さい国々で検討されている国際共同処分の

状況に関する情報の収集を行った。 

以上の調査に加えて、その他の個別情報の調査

として、海外主要国における放射性廃棄物処分の

関連法規制の詳細や、各国関係機関が発行する主 

要報告書等の調査を行った。 

また、国際機関として、経済協力開発機構／原

子力機関（OECD／NEA）、国際原子力機関（IAEA）、

欧州連合（EU）等を対象とした最新動向を調査し

た。 

以上の調査により得られた情報に加え、関連す

る法規制文書や関連報告書等をデータベースと

して整備するとともに（図-1）、データベースの

維持・管理、改良や機能拡充等を実施した。 

 

 

 

 

図-1 データベース管理システムの画面例 
（海外機関との情報交換協定等により
限定的な利用形態を取っている） 

 

(2)情報の整理・発信・普及 

上記(1)でデータベースとして整備した各種情

報等を活用して、国の政策立案に必要な情報の取

りまとめを行うとともに、一般への情報提供、関

係者間での情報共有、知識普及を目的として、ウ

ェブサイト、技術情報冊子等を整備した。 

ウェブサイト「諸外国での高レベル放射性廃棄

物処分」(https://www2.rwmc.or.jp)では、諸外国

での進捗状況の理解を深めることを目的として、

原子力発電の動向や使用済燃料／高レベル放射性

廃棄物の発生や貯蔵など、処分前管理に関する情
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報を充実させた（図-2）。 

上記のウェブサイトにおいては、諸外国におけ

る地層処分計画と技術開発、処分事業に関わる制

度・実施体制、処分地選定の進め方と地域振興、

処分事業の資金確保、安全確保の取り組み･コミュ

ニケーションの観点から最新情報と解説を掲載し

た。また、『海外情報ニュースフラッシュ』として、

諸外国の高レベル放射性廃棄物処分を中心とした

ニュース記事を 22件掲載した（記事タイトルの一

覧は、資料 V-4を参照）。 

  

 

 

 

図-2 ウェブサイト「諸外国での高レベル放射性
廃棄物処分」の閲覧イメージ 
https://www2.rwmc.or.jp 

 

技術情報冊子の整備として、①『諸外国におけ

る高レベル放射性廃棄物の処分について（2023年

版）』（図-3:左）と②『諸外国における放射性廃棄

物関連の施設・サイトについて（2023 年版）』(図

-3：右)の 2種類の資料を作成した。 

技術情報冊子①（2023年 2 月発行）は、諸外国

における高レベル放射性廃棄物の地層処分の進

捗状況に関する情報を体系的に整理・解説するこ

とにより、地層処分の理解促進に資することを目

的とした資料である。誰でも利用できるように難

しい表現をできるだけ避け、諸外国の状況や多様

な取り組みがわかるように配慮している。具体的

には、地層処分概念や施設設計、処分事業の計画

や進捗のみならず、法制度、資金確保、サイト選

定の進捗や地域振興などの幅広い観点から、当該

国での地層処分事業の特徴について解説してい

る。2023年版では、主要 8 カ国（フィンランド、

スウェーデン、フランス、スイス、ドイツ、英国、

カナダ、米国）の各々を各編とした構成として、

また、中国、韓国、ロシアの地層処分に関する動

向を短く解説したページを付録としてまとめ、

2022 年末時点の最新情報を反映して作成した。 

技術情報冊子②（2023 年 3 月発行）の改訂で

は、欧米 8 カ国（フィンランド、スウェーデン、

フランス、スイス、ドイツ、英国、カナダ、米国）

に、中国、韓国、ロシアを短く解説したページを

加え、低中レベル放射性廃棄物を中心とした放射

性廃棄物の管理概要や処分関連施設・サイトの概

要に関する情報を最新化した。また、各国におけ

る放射性廃棄物の区分、放射性廃棄物処分の方針、

処分の実施体制の項目を新たに設けて解説を加

え、記載内容を充実させた。 

これら 2 つの冊子の PDF 版をウェブサイト「諸

外国での高レベル放射性廃棄物処分」に掲載した。 

 

  

図-3 2022年度に整備した技術情報冊子 

 

1) 原子力環境整備促進・資金管理センター、平成 30年度 
放射性廃棄物共通技術調査等事業 放射性廃棄物海外
総合情報調査報告書（2022年度分）、2023 
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２．放射性廃棄物に係る重要な基礎的技術に

関する研究調査の支援等に関する業務 

2-1 事業の全体概要 

我が国では、原子力発電の利用に伴って既に放

射性廃棄物が発生しており、その処理処分対策を

着実に進める必要がある。高レベル放射性廃棄物

の地層処分や TRU 廃棄物をはじめとする低レベル

放射性廃棄物の処理処分等に係る政策立案や研究

開発については、国や関係機関、処分実施主体等

が適切な役割分担のもとで進めていくことが重要

である。また、地層処分事業は 100 年規模で継続

されるものであり、長期にわたる人材の確保・育

成が重要となる。 

これらの背景を踏まえて、本事業では、高レベ

ル放射性廃棄物の地層処分を中心とした萌芽的・

先進的な研究開発を実施し、地層処分実施主体が

将来処分事業を進めるにあたり必要な知見を整備

することを目的としている。なお、本事業は、萌

芽的・先進的な研究開発の実施などを通じた幅広

い分野の研究者・技術者の人材育成に資すること

を念頭に 2019 年度から 2022 年度までの 4 か年で

実施してきたものである。 

具体的な実施内容は、以下の 2 つである。 

 

➢ 萌芽的・先進的かつ重要な研究開発の進捗管

理・成果の取りまとめ等 

➢ 人材育成プログラムの作成・実施 

 

以降に上記の 2 項目の実施内容の概要を示す。 

 

(1)萌芽的・先進的かつ重要な研究開発の進捗管

理・成果の取りまとめ等 

本事業では、大学等の研究機関に委託した地層

処分に関する萌芽的・先進的かつ重要な研究開発

テーマの実施に関する進捗管理と成果の取りま

とめや所定の研究開発資金の配賦を実施してい

る。具体的には、2020 年度に選定し、2021 年度

から 2 か年で次の 7 つの研究開発テーマについ

て、地層処分に係る地質環境、工学技術、安全評

価等の専門的な知識を有する委員からなる評価

委員会を設置し、研究テーマの実施状況について

チェックアンドレビューを行うとともに、研究期

間の最終年度にあたる 2022 年度では、この 2 か

年の研究内容の取りまとめを行った。 

 

①沿岸部に近接して施工された処分パネルの

掘削時から操業時までの健全性評価に関す

る研究（研究者：山口大学 林 久資） 

②長期的変質現象を考慮したベントナイト系

緩衝材の自己修復性評価手法の構築および

ベントナイトの膨潤特性における膠結作用

に伴う年代変化の定量評価（研究者：早稲田

大学 伊藤 大知） 

③化学的変質によるベントナイトの性能劣化

が天然バリアの物性に及ぼす影響評価とそ

のモデル化（研究者：鳥取大学 河野 勝宣） 

④ベントナイトのセメンテーション現象のナ

チュラルアナログ研究（研究者：北海道大学 

菊池 亮佑） 

⑤粘土鉱物におけるアクチノイド系列放射性

核種についての吸着・脱離特性および存在状

態の解明（研究者：筑波大学 向井 広樹） 

⑥数値解析と実測に基づく結晶質岩体を対象

とした亀裂部―岩体基質部の複合的地下水

理構造モデルの構築（研究者：京都大学 久

保 大樹） 

⑦隆起・侵食の評価技術の高度化：(U-Th)/He

年代測定法の年代標準試料の探求（研究者：

日本原子力研究開発機構 福田 将眞） 

 

各研究の進捗管理のために評価委員会を年 2

回開催し、第 1 回（第 2 四半期）では年間計画を、

第 2 回（第 4 四半期）では研究成果を確認した。 

各研究開発テーマと 2022 年度成果の概要及び

2 か年の取りまとめは 2-2 を参照のこと。 

 

(2)人材育成プログラムの作成・実施 

地層処分事業の着実な遂行に向けては、研究開

発分野と地層処分の実施主体ともに、地質学、土

木工学や放射線化学等、幅広い専門的な知識を有

する人材（ジェネラリスト）が必要不可欠である。

しかし、我が国の当該分野におけるジェネラリス

トの育成プログラムは存在しない。このため、本

事業では、長期にわたる地層処分事業を、研究開

発と事業実施の両側面から支える人材を育成す

るプログラムの調査・作成を実施するが目的であ

る。 

具体的には、以下の方針などに従い、地層処分
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に係る講習会や研修会の実施、人材育成プログラ

ムの更新を繰り返し行い、4 か年の事業実施期間

中に、学習資料や学習指導要領のような形式の最

終的な人材育成プログラムを作成した。 

  

➢ 講習会や研修会は年間 3～4 日程度実施した

（受講者数としては、20～40 名を想定）。 

➢ 毎年度、講習会や研修会の結果についてア

ンケート等により理解度等を把握し、その

結果に基づき問題点の洗い出し、解決策を

立案した。 

➢ 上記結果や実施内容に関する有識者委員会

からの助言に基づき、個々に専門性を有す

る受講者に対する最適なジェネラリスト育

成プログラムを作成・改善した。 

 

本事業の初年度であった 2019 年度には、以下

の機関の有識者からなる「地層処分スキルアップ

研究会」を設置し、検討を開始した。 

 

➢ 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

（JAEA） 

➢ 国立研究開発法人産業技術総合研究所（AIST） 

➢ 一般財団法人電力中央研究所（CRIEPI） 

➢ 原子力発電環境整備機構（NUMO） 

➢ 公益財団法人原子力環境整備促進・資金管理

センター（RWMC） 

 

2019 年度には、地層処分スキルアップ研究会

の構成機関の講師の派遣等の協力を得たうえで、

座学を中心とした 3 日間にわたる集中型の人材

育成セミナーを開催した。地層処分研究開発の主

要 3 分野である、地質環境調査、工学技術、安全

評価をカバーする講義に加え、技術コミュニケー

ションに関する招待講演やグループワークで構

成したもので講師を含め約 60 名が参加した。 

2019 年度のセミナーへの参加者及び講師など

から得たフィードバックから、各分野の若手専門

家は自身の研究成果と他分野との関係性を俯瞰

する能力や機会を欲しており、他分野の専門家の

話を「聞く」だけでなく「会話」寄りの直接的な

意思疎通を通じて学ぶやり方を好む傾向が見ら

れた。 

 
図-1 グループワークの様子 

 

2019 年度のセミナーの結果を踏まえ、地層処

分の専門家となるべき人材は、各分野の地層処分

事業との関連性や異分野間連携の必要性への理

解が必須であるとの考えから、2020年度からは、

以下の 2 つの方針で実施していくこととした。 

1．類似の教材や取り組みが存在しないと考え

られる、地層処分に関する知識習得だけで

なく、その活用能力等を養う教材の作成 

2．異なる背景・専門分野を有す受講者間で意

見交換・議論等を行うことにより、セミナ

ーテーマだけでなく、異なる分野間の協働

等について能動的な学習を可能とする、受

講者が十数名程度の小規模のセミナーの

開催（図-1） 

 

2020 年度には、地下水（地質環境）をテーマと

した人材育成セミナーを開催した。2021 年度は、

テーマを地下研究施設での研究開発に変えて、ア

クティブラーニング形式でのセミナーをオンライ

ン形式で開催した。また、引き続き教材の開発を

進めた。 

2022年度は、安全評価技術をテーマとして、JAEA

の幌延深地層研究センターの見学を含めたセミナ

ーを開催した。また、教材については試作版を完

成させた。2022年度の実施内容の詳細及び 2019年

度から 4 年間の成果概要は 2－3 を参照のこと。 

なお、本事業は、経済産業省資源エネルギー庁

の委託事業「平成 31 年度放射性廃棄物共通技術調

査等事業（放射性廃棄物に係る重要な基礎的技術

に関する研究調査の支援等に関する業務）（国庫債

務負担行為に係るもの）」により実施したものであ

る。 
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2-2 萌芽的・先進的かつ重要な研究開発の進捗

管理・成果のとりまとめ等 

◇2022年度の成果
1)
 

(1)進捗管理・成果のとりまとめ等 

2020 年度に選定し、2021 年 4 月より 2 か年の

予定で研究を開始した７件の研究開発テーマに

ついて、進捗管理と成果の取りまとめや所定の研

究開発資金の配賦を実施した。具体的には、大学

等の有識者で構成される評価委員会を設置し、

2022 年度の研究開発内容・進捗状況に関するチ

ェックアンドレビューを中間報告（9 月）及び 2

か年の研究成果報告（2月）の 2回、オンライン

会議形式にて実施した。また、研究実施者との間

で電子メールや対面会議による意見交換等を行

うことによる進捗管理も実施した。さらに各研究

テーマについて 2 年間の研究成果の概要を総括

資料として取りまとめた。 

各研究テーマの概要と 2022 年度の成果概要を

以下に示す。 

 

1)沿岸部に近接して施工された処分パネルの掘

削時から操業時までの健全性評価に関する研

究（研究者：山口大学 林 久資） 

地層処分施設の坑道は閉鎖までに数十年の期

間にわたり維持管理が必要であり、また施設が沿

岸部に建設された場合は地下水の塩分が影響を

及ぼす可能性がある。本研究は、地層処分施設の

処分坑道を対象とし、塩水系地下水を伴う空洞内

湧水の影響も含めた地下空洞と処分施設の力学

的な長期安定性を解明することを目的とする。 

2022 年度は、塩水系地下水によってトンネル

の鋼製支保工が腐食減耗した際の影響を把握す

るために、鋼製支保工の減耗を模擬した載荷実験

を行った。また、鋼製支保工の減耗が坑道安定性

に及ぼす影響の把握を目的として、軟岩地山内に

建設される処分坑道を模擬した坑道の掘削解析

及び減耗を考慮した鋼製支保工の応力解析を実

施した。さらに、沿岸海底下等に処分場が建設さ

れる場合の坑道内附帯設備及び覆工（支保工）な

どへの塩害の程度を明らかにするために、高湿

度・塩分環境下での処分施設に用いられる可能性

があるレールに対する腐食試験（恒温恒湿腐食試

験）を実施した。 

鋼製支保工の減耗を模擬した載荷実験につい

ては、減耗の影響を考慮して H 型鋼の下フランジ

厚さが異なる鋼製支保工とコンクリートの合成

構造物を対象として載荷実験を実施した。その結

果、最も健全な鋼製支保工の状態において終局耐

力が最大となり、下フランジの厚さが小さくなる

につれ、終局耐力も低下した。塩害腐食によって

下フランジが 1/2 まで減耗した場合、健全な鋼製

支保工と比べ耐荷力が約 6 割に低下することが

示唆された。 

鋼製支保工の減耗による坑道安定性への影響

に関する数値解析の結果については、減耗の程度

が顕著なほど鋼製支保工の内縁側・外縁側の圧縮

応力が卓越すること、またその傾向は地山等級が

低下するほど顕著になることが明らかとなった。

また、地山等級が良好な場合や鋼製支保工が健全

な場合には、鋼製支保工は地山からの荷重を軸力

によって受け持つ一方で、地山等級が低下した場

合や鋼製支保工が不健全な場合には、鋼製支保工

に対して、軸力に加えて曲げモーメントが発生す

ることが示唆された。 

塩害に関するレールを対象とした腐食試験（恒

温恒湿腐食試験）では、レールのさび厚の測定及

び減耗量の測定を行った。その結果、日平均飛来

塩分量 0.2mg/dm
2
/dayの条件で塩分を噴霧したレ

ールは、すべての測定箇所において概ね経時的に

平均さび厚が増大し、レールの頭頂部、脚部、腹

部の順に平均さび厚が大きくなる結果が得られ

た。レールの減耗量を調査した結果、塩分を噴霧

したレールは、実験開始から 173日経過後に約 30

～35μm 腐食減耗した。その一方で、塩分を付着

させないケースでは約 10μm 以下の減耗量にと

どまる結果となった。本研究では、鋼製の材料と

してレールを用いた実験を行ったが、今後は鋼製

支保工の腐食減耗による影響について検討する

ことが課題である。 

本研究では、地下坑道と同様の工法で施工され

る道路トンネルの維持管理状態が周辺の地質の

種類、土かぶり厚さ、経年などと相関があること

を明らかにし、さらに地下施設で使用される鋼製

支保工が腐食減耗した場合に耐荷力が低下する

可能性を明らかにした。今後は沿岸部に建設され

る地下施設において、塩水系地下水が地下施設の

鋼材腐食に及ぼす影響をより定量的に評価する

とともに、それが沿岸部地下に建設される坑道安



－82－ 

定性に及ぼす影響を統合的に明らかにすること

が課題となる。 

 

2)長期的変質現象を考慮したベントナイト系緩

衝材の自己修復性評価手法の構築及びベント

ナイトの膨潤特性における膠結作用に伴う年

代変化の定量評価（研究者：早稲田大学 伊藤 

大知） 

本研究では、ベントナイト系緩衝材の膠結作用

（こうけつさよう：セメンテーション）
※
に伴う

変質現象をベントナイト鉱床の生成過程の一部

とみなし、ベントナイト原鉱石を用いて、緩衝材

の膠結作用に伴う変質とそれに伴う特性変化を

定量的に評価する。さらに、それらを考慮した緩

衝材の自己修復性評価手法を構築・提案すること

を目的とする。 
※シリカ等のベントナイトの含有鉱物が溶解し、間隙内
で再結晶化して土粒子同士を固着させる現象。 

 

2022 年度は、白崎産、・細越産、・黒石産の 3 種

類のベントナイト原鉱石を対象として、不攪乱供

試体の膨潤圧及び膨潤変形率について追加計測

を実施した。また、月布産、Ten Sleep（アメリ

カ合衆国ワイオミング州）産、劉房子（中華人民

共和国吉林省）産原鉱石を対象として、地質年代

に代わる代替指標の模索の一環として、非破壊力

学試験である弾性波試験を実施した。膠結作用の

メカニズムの追究に向けては、これまでの月布産

原鉱石の不攪乱試料に加えて、2022 年度は新た

に月布産原鉱石の再構成試料や、Ten Sleep 産、

及び地質年代の古い劉房子産原鉱石の不攪乱試

料・再構成試料について薄片試料を作製し、走査

電子顕微鏡（SEM）観察を通して粒子構造や含有

鉱物の観点から考察を行った。さらに、以上の成

果を統合し、自己修復性評価手法の高度化につい

て検討した。 

白崎産、細越産、黒石産の不攪乱供試体の膨潤

圧試験の結果、すでにデータが得られている再構

成供試体と比較して、膨潤圧特性が膠結作用の影

響により約 1/2 以上低下することが明らかとな

った。この結果はこれまでに実施した Na 型ベン

トナイト原鉱石の膨潤特性の結果と同様の傾向

となった。また、膨潤変形特性については、特に

白崎産、細越産原鉱石の不攪乱試料において一次

元膨潤変形率が著しく低くとどまる傾向が見ら

れた。 

月布産、Ten Sleep 産、劉房子産の 3 種類の原

鉱石を対象とした弾性波試験の結果、P 波・S 波

速度のいずれも再構成供試体と比較して不攪乱

供試体の方が速く、不攪乱供試体の内部構造が緻

密であることを示す結果が得られた。しかし、3

種類の供試体の弾性波速度と年代や膨潤特性の

間で明確な相関がみられなかったことから、弾性

波速度は地質年代に代わる代替指標の候補とは

ならないことが示唆され、今後他の代替指標を模

索することが課題となる。 

不攪乱試料・再構成試料の薄片試料について

SEM 観察とエネルギー分散型 X 線分光法（EDS）分

析を行ったところ、粒子・鉱物構造として不攪乱

供試体の方がミクロ・マクロの両方の視点で見て

緻密であることが示された。また、EDS 分析によ

る元素マッピングの結果から、膠着物質としてシ

リカ系鉱物が有力であることが示唆された。 

膨潤特性実験結果に基づき、時間経過による緩

衝材中における膠結作用の発生等の緩衝材の状

態変化シナリオと、本研究で得られた拘束圧－乾

燥密度の関係を組み合わせることで、膠結作用に

伴う特性低下を考慮した緩衝材の自己修復性評

価手法を提案した。本手法を基に、緩衝材の自己

修復性に関する長期的な膠結作用を考慮した設

計が可能となる。 

 
3)化学的変質によるベントナイトの性能劣化が

天然バリアの物性に及ぼす影響評価とそのモ

デル化（研究者：鳥取大学 河野 勝宣） 

地層処分において、岩盤亀裂へのベントナイト

系材料の侵入現象により岩盤の透水性などが大

きく変化し、長期安定性に影響を与える可能性が

ある。本研究では、岩盤亀裂へのベントナイト系

材料の侵入量を予測し、また、それに対する地下

水の化学成分の影響を明らかにすることを目指

した。特にベントナイト系材料の劣化に伴う岩盤

亀裂充填性のモデル化を行う。さらに、人工バリ

アと天然バリアの相互作用関係から、化学的作用

によるベントナイトの性能劣化と岩盤の亀裂閉

塞による性能向上の関係性を明らかにすること

を目的とする。 

2022 年度は、ベントナイトの膨潤特性と透水

特性に及ぼす化学的作用の影響を明らかにする

ために、各種溶液環境下における膨潤・充填性同
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時試験及び透水試験を昨年度に引き続き実施し、

ベントナイトの膨潤圧、隙間充填量及び透水係数

を取得した。また、長期的な岩盤へのベントナイ

ト侵入挙動を予測するための岩石亀裂充填性モ

デルの構築を行った。さらに、化学的作用を促進

させたベントナイトで充填された亀裂を含む岩

石の透水試験を行った。 

膨潤・充填性同時試験及び透水試験については、

NaCl 水溶液（1.0 または 0.6mol/L）及び国立研究

開発法人日本原子力研究開発機構（JAEA）幌延深

地層研究センターで採取された地下水を用いて

試験を行った結果、いずれも精製水に浸漬させた

条件と比較してベントナイトの膨潤圧と侵入距

離が小さくなることが分かった。そのため、これ

らの地下水環境下では、亀裂等の隙間をベントナ

イトが充填する効果は小さくなることが示唆さ

れた。また、膨潤・充填性同時試験より得られた

結果から、ベントナイトの平衡膨潤圧、亀裂侵入

距離、亀裂開口幅と材料に依存する比例定数の間

には、非常に強い相関関係があることがわかった。 

ベントナイト試料の透水試験では、各種溶液に

浸漬させたベントナイトの透水係数は、精製水に

浸漬させたベントナイトに比べて高くなること

が分かった。このことから、ベントナイト系材料

が地下水の化学的作用の影響により、透水性が上

昇するとともに、接触する地下水の水質によって

その劣化度合いが異なることが示唆された。 

ベントナイト試料の岩石亀裂充填性のモデル

の改良については、経時変化する外部膨潤圧及び

侵入流体（ベントナイト）の粘度を、それぞれ時

間の経過とともに指数関数的に上昇または低下

するように定式化することで、侵入量予測に関す

る支配方程式に組み込むことを試みた。解析的検

討を行った結果から、地層処分における長期的な

ベントナイトの侵入は、亀裂中のベントナイトの

封入流体吸収・拡散に起因する挙動と考えられた。

このことから、構築した閉口流路内の流体侵入に

関する支配方程式が、地層処分における亀裂中の

ベントナイトの長期的な侵入挙動を表す可能性

があることが示唆された。 

化学的作用を促進させたベントナイトで充填

された亀裂を含む岩石の透水試験では、幌延泥岩

及び万成花崗岩試料を用いて、ベントナイト試料

で充填された亀裂を含む岩石の透水試験を実施

した結果、岩石の種類によらず各種溶液浸漬ベン

トナイトで充填された亀裂を含む供試体の透水

係数は、いずれも巨視亀裂を含む供試体よりも小

さい値を示した（図-1）。この原因として、透水性

の低下は巨視亀裂がベントナイトによりシーリ

ングされたことによるものと考えられた。これら

の結果から、亀裂を有する岩石の透水性は高いも

のの、割れ目が緩衝材（ベントナイト）でシーリ

ングされることで透水性が低下すること、またそ

の低下度合いが地下水の化学的作用の影響によ

って異なることが示唆された。 

本研究では、化学的作用によるベントナイトの

性能劣化（主に膨潤特性、透水性、亀裂侵入特性）

を実験的に明らかにするとともに、ベントナイト

の性能劣化と岩盤の亀裂閉塞による性能向上の

関係性の一端を明らかにした。今後、亀裂に侵入

したベントナイトの密度分布のより詳細な物性

評価等を検討することにより、緩衝材の特性変化

による天然バリアの透水性変化に関するシナリ

オ構築や数値解析に基づく長期変遷の予測シミ

ュレーションの精度向上に資することが期待で

きる。 

 
図-1 各種溶液浸漬ベントナイトで充填された亀裂

を含む万成花崗岩の透水試験結果 
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4)ベントナイトのセメンテーション現象のナチ

ュラルアナログ研究（研究者：北海道大学 菊

池 亮佑） 

人工バリアの一つとして考えられているベン

トナイト緩衝材中に含まれる膨潤性のモンモリ

ロナイト鉱物は、地層処分場の環境において、

粒子同士の固着が進行する現象、すなわちセメ

ンテーションが発生し、膨潤性などの物性に影

響を及ぼす可能性が考えられる。本研究では、

山形県月布鉱山から得られる複数のベントナイ

ト原鉱石を、長期間天然環境においてセメンテ

ーションを被った緩衝材のアナログ物質として

とらえ、ベントナイト原鉱石のセメンテーショ

ン物質の同定とその多様性を調査し、膨潤圧低

下といった基本特性に影響を与えるメカニズム

やセメンテーションの進行過程について検証を

行うことを目的とする。 

2022 年度は月布鉱山の周辺における同一のベ

ントナイト層内での不均質性の評価を行うため

に、ベントナイト原鉱石のサンプリングを追加実

施し、セメント物質の成因を推定するために採取

した試料の鉱物学的分析を実施した。また、鉱物

組成の分析と併せて、各ベントナイト原鉱石に含

まれる鉱物の産状・組織を観察した。さらに、鉱

物組み合わせ、カソードルミネッセンス法による

分析、微量元素の組成や酸素水素同位体比からベ

ントナイトの経験温度や出発物質である火山灰

の化学組成の推定について検討した。 

月布鉱山周辺で採取したベントナイト原鉱石

について X線回折分析、偏光顕微鏡・走査型電子

顕微鏡観察を行った結果、天然の同一のベントナ

イト層内でも上盤側から下盤側にかけて沸石相

の変化やモンモリロナイト量の変化が確認され

た。特に下盤側ではモンモリロナイト量が少なく、

空隙が目立ち、その一部が方解石によって充填さ

れている組織が見られた。原鉱石を加圧酸分解し

微量元素を質量分析した結果、ベントナイト層間

及び層内で微量元素のパターンは類似した結果

となったことから、層内のモンモリロナイト量や

空隙等の違いは出発物質の火山灰の化学組成で

はなく、構成粒子の粒径や、堆積後に反応する海

水との混合率に影響されている可能性が示唆さ

れた。 

ベントナイト原鉱石の大部分を占めているモ

ンモリロナイトと、粗大な石英粒子とは別に存在

しているシリカ微粒子について、その粒子の起源

や形成メカニズムを明らかにするために、粗粒石

英及びシリカ微粒子を対象にカソードルミネッ

センス法による測定を行った（図-2）。その結果、

火山岩由来の粗粒石英と異なり、シリカ微粒子は

より低温の続成過程において形成されたことが

示唆された。 

経験温度の推定のために必要な情報である酸

素同位体比について、同位体測定のために酸素を

効率的に CO ガス化するため、フッ素化合物との

反応性を向上させる検討を行った。7 種類のフッ

素化合物による CO ガスの発生効率・収率や作業

性を考慮した結果、NaFが最も適していることが

分かった。改良した測定の結果、スメクタイトに

ついては酸素の収率が 90％前後まで向上したも

のの、石英の測定や正確な酸素同位体比の測定に

は、更なる反応性の向上が今後の課題となった。 

本研究により、ベントナイト原鉱石を固結させ

ている普遍的なセメント物質は、モンモリロナイ

ト中に短鎖状あるいはクラスター状に産する微

細なシリカ粒子であり、そのようなシリカ微粒子

がより低温の続成過程において形成されたこと

が示唆された。今後は、これらの原鉱石を用いた

物性試験を実施することにより、セメント物質の

量比や種類の違いによる緩衝材に期待される諸

性能（膨潤圧・透水性など）に与える影響を定量

的に評価することが課題である。 

 

 
図-2 ベントナイト原鉱石中の粗粒石英とシリカ微

粒子のカソードルミネッセンススぺクトル 
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5)粘土鉱物におけるアクチノイド系列放射性核

種についての吸着・脱離特性及び存在状態の解

明（研究者：東京大学 高橋 嘉夫）
※ 

※本研究テーマは 2020 年度に筑波大学に所属していた
向井広樹氏が提案・応募し、選考を経て採択され、
2021 年度から向井氏が研究を実施していたが、2022
年度に向井氏が東京大学へ異動し、諸事情により研
究代表者が変更となった。 

高レベル放射性廃棄物の地層処分に関して、ガ

ラス固化体に含まれている核種の中でアメリシ

ウム（Am-241）、ネプツニウム（Np-237）といった

潜在的有害度が高いアクチノイド系列の放射性

核種の環境中での挙動に関する既往研究は比較

的限られている。本研究ではアクチノイド系列放

射性核種の環境中での挙動について理解するた

め、特に各種の粘土鉱物におけるこれらの元素の

吸着・脱離能や存在状態について明らかにするこ

とを目的とする。 

2022 年度は、Am のアナログとしてユウロピウ

ム（Eu）を用いて、粘土鉱物における Eu の脱離

挙動を明らかにするために、多様な電解質溶液を

用いて Eu の脱離実験を行った。また、Eu の粘土

鉱物における詳細な分布について直接的に明ら

かにするために、Eu を比較的高濃度で吸着（10
-3
 

mol/L）させた粘土鉱物試料を対象として、電子

プローブマイクロアナライザ（EPMA）及び透過型

電子顕微鏡（TEM）による観察・分析を行った。さ

らに放射性核種（Eu-152）を用いて、黒雲母を対

象として極低濃度下（10
-7
 mol/L）で Eu の吸着脱

離実験を行った。 

Eu を吸着させた各粘土鉱物に対して脱離試験

を実施した結果、カオリナイトが他の粘土鉱物に

比べてはるかに高い脱離率を示し、また、ハイド

ロバイオタイトが特に低い脱離率を示した。また、

0.1mol/L KCl、0.1mol/L シュウ酸の順番による

逐次脱離実験では、最初の 0.1mol/L KCl による

Eu の脱離はカオリナイトが大きく、ハイドロバ

イオタイトからの脱離は特に低い結果となった。

0.1mol/L シュウ酸の場合は、カオリナイトとモ

ンモリロナイトからほぼすべての Eu が脱離し、

黒雲母、ハイドロバイオタイトからも 80～90％

程度の Eu が脱離した。 

Euを吸着させた粘土鉱物を EPMAで元素マッピ

ングしたところ、pH6.5における吸着では、黒雲

母の場合は、粒子の端付近に Eu が濃集している

様子が見られた。一方で、ハイドロバイオタイト

では、黒雲母のように端に濃集していることに加

えて、粒子内部まで Eu が侵入している様子が見

られた。しかし、pH8.5付近での吸着の場合では、

Eu はハイドロバイオタイト粒子内部には侵入せ

ず表層にのみ濃集していることが明らかとなっ

た。 

同様に Eu を吸着させた粘土鉱物を TEM で観察

し、走査透過型電子顕微鏡－エネルギー分散型 X

線分光法（STEM-EDS）で元素分析を行ったところ、

黒雲母の場合は、粒子端部においてはおよそ Eu 

が均質に検出された。また、ハイドロバイオタイ

トの元素マッピングの結果から K と Eu が逆相関

していることがわかった。ハイドロバイオタイト

は、黒雲母とバーミキュライトの規則的混合層を

形成するため、Eu は特にバーミキュライト層の

層間に選択的に侵入していることが示唆された。 

Eu-152 を用いた、黒雲母を対象とした極低濃

度下で Eu の吸着脱離実験の結果、Euを pH 6.5 で

黒雲母に収着させたところ、オートラジオグラフ

ィー画像から、およそ粒子の端部を中心に Eu-152

がよく濃集していることがわかった。このことか

ら、極低濃度下の Eu の吸着挙動は、Eu 濃度が高

い条件での EPMA や STEM-EDS で観察された吸着

実験結果と調和的であり収着サイトが変わらな

いことが示唆された。 

本研究により、各種粘土鉱物における Eu の存

在状態について多くの知見を得ることができた

が、今後は実際に Am-241、243 といったアクチノ

イド核種を用いて Eu との挙動を比較することが

課題である。また、放射性核種の移行について予

測する上で鉱物の収着サイトでの長期的な吸着

挙動や、地下 300 m 以深での圧力条件下での吸着

挙動について知見を得ることも課題となる。 

 

6)数値解析と実測に基づく結晶質岩体を対象と

した亀裂部―岩体基質部の複合的地下水理構

造モデルの構築（研究者：京都大学 久保 大樹） 

地層処分施設周辺の地下水流動の把握に係る

地下水理構造モデルでは、断層や透水性亀裂が重

視されるが、長期の時間スケールを対象とする場

合に、マイクロクラックや鉱物粒界で生じる岩体

基質部の透水性が広域地下水流動に及ぼす影響

については不明な点が多い。本研究は、亀裂部と

岩体基質部の水理特性を統合した水理構造モデ

ルを構築することを目的とする。特に亀裂構造が
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重要な要素となる結晶質岩体を対象とし、亀裂モ

デリング手法の開発と、岩体基質部における透水

性の定量化手法を数値解析と実測を通して実施

する。 

2022 年度は、岩体基質部の水理特性を明らか

にするために、2021 年度に改良したパーミアメ

ーターを用いて JAEA 瑞浪超深地層研究所で採取

されたボーリングコアを対象として浸透率の測

定を行った。また、亀裂モデルと水理試験データ

の統合による水理構造モデルの構築を行った。さ

らに、構築された水理構造モデルを用いて広域地

下水流動解析を実施し、対象地域の既知の情報と

比較することにより妥当性の検証を行った。 

瑞浪地域のボーリングコアのパーミアメータ

ーによる浸透率測定については、ひとつのコア試

料につき 10～20 点の計測を実施した。得られた

浸透率を透水係数へ変換し、3D スキャナを用い

たコア試料の体積測定と乾燥重量から求めた計

測密度を比較したところ、両者は負の相関を示し

た。この結果から、密度が大きい＝空隙が少なく

浸透率が小さいという一般的な解釈と合致する

結果が得られ、また、パーミアメーターによるコ

ア試料の複数点の浸透率測定によって、ボーリン

グコア全体の代表的な浸透率をある程度妥当に

示すことができることが示唆された。 

亀裂モデルと水理試験データの統合による水

理構造モデルの構築については、ボーリングコア

が採取された瑞浪超深地層研究所の MIU-2、3、4

号孔を対象として、既存のボーリング検層データ

（岩石・亀裂密度）と水理試験データに実測デー

タを加え、重回帰分析を行うことで、岩石密度と

開口亀裂密度を説明変数として透水係数を求め

る回帰式を得た。この回帰式を、岩石密度・開口

亀裂密度の空間分布モデルに適用することによ

り、亀裂・岩体基質部の構造を統合した複合的か

つ広域的な地下水理構造モデルを構築すること

ができた。 

水理構造モデルを用いた広域地下水流動解析

については、物理検層データと水理試験値を用い

た重回帰式から得られた透水係数分布モデルを

用いて、瑞浪地域を対象として地下水流動解析を

実施した。その結果、北→南方向のセル間流量を

抽出し表示したモデル分布は、対象地域の標高分

布に基づいて推定される北東部から南方向への

主要な流動方向と整合した結果となった。また月

吉断層の東側を境界としてその連続性が遮断さ

れていることから、断層が遮水性境界として機能

していることが示唆された。一方、月吉断層西側

の深部は比較的大きい南方向の流動が確認でき

たが、今回の検討により、断層下部側に存在する

多数の空隙を持つ領域が流路を形成し、影響して

いることが明らかとなった。 

本研究により、比較的取り扱いの容易なプロー

ブ型浸透率測定器によるボーリングコアの浸透

率測定の有効性が示され、かつ取得が容易な岩石

密度との組み合わせによってより大きなスケー

ルの透水係数取得に活用できる可能性を示した。

これらの手法は概要調査段階で取得できる水理

地質情報の高密度化に寄与することができ、特に

コストや用地確保の課題の大きい詳細ボーリン

グ調査本数の削減につながることが期待される。 

 

7)隆起・侵食の評価技術の高度化：(U-Th)/He 

年代測定法の年代標準試料の探求（研究者：日

本原子力研究開発機構 福田将眞） 

地層処分において、地質環境の長期安定性の

評価は、将来の処分サイトの選定やリスク評価

等の観点で重要である。したがって、長期安定

性評価に貢献可能な調査手法や評価技術の開発

及び高度化が望まれる。特に隆起・侵食評価手法

の一つとなりうる熱年代法の内、ジルコン(U-

Th)/He 法（以降、ZHe 法）は、様々な地質体に対

して適用可能であり、閉鎖温度（鉱物中の測定対

象元素の出入りがない状態となった温度）が 200

～160℃程度で、従来の手法よりも低温である特

徴を持つ。対象となる年代の範囲は数十万年～千

万年スケールであり、比較的低温での冷却履歴が

推定可能であることから、断層運動や隆起侵食な

どの温度変化を伴う幅広い地球科学的現象の推

定に応用可能である。一方で He 法は年代標準試

料が国際的にも未確立の状態である。本研究では、

年代標準試料の候補として期待される複数のジ

ルコン試料に対して、He年代分析に基づいて個々

の粒子年代のばらつきを定量的に評価すること

で年代標準試料としての適性を検証し、ジルコン

He 法（ZHe 法）の年代標準試料の確立を目的とす

る。 

2022 年度は、標準試料の候補 6 試料の内、前年

度に分析した 2試料以外の 4試料（MtDromedary、

OD-3、鷲走ヶ岳月長石流紋岩（WSF1）、濃飛流紋岩
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（Site-43））について、1試料当たり 30 粒子程度

のジルコンを精選して ZHe 年代分析を実施した。

また、昨年度において分析し、標準試料としての

適性が高いと見込まれている歌長流紋岩（TRG04-

21）の試料について、JAEA での分析も含めて複数

の研究機関におけるデータ比較を通して信頼性

を検証するラウンドロビンテストのための追加

試料採取を行った。さらに、ZHe 年代のばらつき

の要因を解明するために、単粒子年代と放射線損

傷や幾何学パラメータ（粒径など）との相関関係

について検討した。 

4 試料の年代分析の結果、Mt. Dromedary：95.34

±2.37 Ma、OD-3：29.76±2.44 Ma、WSF1：17.77

±1.05 Ma、Site-43： 50.59±2.93 Ma の年代値

が得られた（Ma は百万年、また誤差範囲は 95％

信頼区間を示す）。サンプルごとの単粒子年代の

ばらつきを示す MSWD(Mean Square of Weighted 

Deviates)値は、それぞれ、1.24、12.1、5.38、5.67

であった。OD-3 については MSWD 値が 10 を上回

っており、単粒子年代のばらつきは大きいと判

断された。 

有力な年代標準試料候補の TRG04-21 の追加試

料採取については、同一の地点の露頭で 100 kg

程度のサンプリングを実施し、その内 21 kg程度

の地質試料について鉱物分離を行った。その結果、

1.154 g のジルコンを抽出でき、十分量を確保し

た。JAEA の分析装置の不具合のため追加の ZHe 

分析は実施できなかったが、今後、JAEA での分析

とともに、国外の研究機関に送付し分析条件の異

なるラボ間での年代の均質性を評価することが

課題である。 

年代のばらつきの要因について考察するため、

ジルコン粒子の放射線損傷及び粒径と単粒子年

代との相関関係について検討したところ、両者と

も有意な相関が無かったため、ばらつきについて

は試料特有の熱履歴などの別の要因である可能

性が示唆された。 

以上の結果から、候補 6試料の中で、歌長流紋

岩から分離した TRG04-21 が ZHe 年代標準試料と

して最も適当であり、次いで Mt. Dromedary につ

いても適性が認められた。今後は詳細な化学組成

分析や包有物の特定などの評価を含めて、標準試

料ジルコンとしての適性についても検討を深め

ていくことが課題である。 

 

1) 原子力環境整備促進・資金管理センター、平成 31年度
放射性廃棄物共通技術調査等事業 放射性廃棄物に係
る重要な基礎的技術に関する研究調査の支援等に関す
る業務 報告書（2022年度分）、2023 
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2-3 人材育成プログラムの実施・作成 

◇2022年度の成果
1)
 

本事業は 2019 年から 4 か年計画で実施した。

2020年度～2022年度の 3か年においては、以下の

2つの項目を実施した。 

➢ 独学のための教材の作成 

➢ アクティブラーニング形式を取り入れた人材

育成セミナーの開催 

 

以下に、「独学のための教材の作成」及び「アク

ティブラーニング形式を取り入れたセミナーの開

催」に関する 2022 年度の成果をまとめたうえで、

4年間の成果及び今後の課題を示す。 

 

(1)独学のための教材の作成 

地層処分に係る独学のための教材作成につい

ては、2020年度に、以下の 2種類を作成すること

として検討を開始した。 

①地層処分に関するリテラシー育成教材（以下、

リテラシー教材） 

なぜ地層処分をするのか、どのように地層処分

を進めるのか、どのように安全性を示すのか、

どのように処分場を受け入れてもらうのかな

ど、地層処分事業全般について説明できる素養

の育成を目的とした内容 

②地層処分に関するポータル教材（以下、ポータ

ル教材） 

地質環境特性、工学技術、安全評価等の地層処

分技術に関して、ジェネラリストとして把握し

ておくべき重要な専門的知識を抽出した内容 

 

2020 年度には、これら 2 種類の教材の骨子や

内容の検討、リテラシー教材のコンテンツの作成

を行った。また、2021年度には、リテラシー教材

のコンテンツを継続して検討するとともに、使用

者の学習意欲が継続するようなデザインや内容

面での仕組みの検討を行った。 

4年間の事業の最終年度にあたる 2022年度は、

内容的に類似の資料が存在しないリテラシー教

材作成の優先度が高いと考えられたため、リテラ

シー教材の完成を優先して実施した。具体的には、

内容の更なる精査を行ったほか、2021 年度に実

施した、使用者の学習意欲が継続するようなデザ

インや内容面での仕組みの検討結果を全てのペ

ージに適用した。さらに、教材の各章に確認テス

トを作成した。確認テストは、穴埋め問題、○×

問題と記述式問題の 3種類の形式で作成した。 

最終的に、合計で 11 の学習項目で構成される

（表-1）、ページ数約 200 ページの試作版を作成

した。また、試作版の印刷用の版下を作成すると

ともに、50部の印刷版を作成した。 

 
表-1 教材（試作版）の学習項目（ジャンル）と狙い 

ジャンル 設定の狙い 

1. 日本における
放射性廃棄物
の特徴 

日本で発生する放射性廃棄物の
種類とその発生源について理解
する 

2. 放射性廃棄物
対策：地層処
分選択の背景 

地層処分が選択されてきた背景
と経緯を学ぶ 

3. 日本における
放射性廃棄物
の処分形態 

日本で発生する放射性廃棄物の
種類に対応した処分形態につい
て学ぶ 

4. 地層処分の安
全原則と規
制・規準類 

地層処分の安全性確保の係る安
全原則や規準類について、国内
外の報告書の概要を学ぶ 

5. 地層処分の安
全確保方策と
安全評価 

多重バリアシステムの概要、そ
の性能を定量的に評価する安全
評価の流れ、安全評価からセー
フティケース構築への展開につ
いて学ぶ 

6. 地層処分の実
現性に関する
報告書 

これまでに公表されてきた国内
外の代表的な地層処分の実現性
に関する報告書について、その
概要を学ぶ 

7. NUMO 包括
的技術報告書
－適切なサイ
ト選定に向け
たセーフティ
ケースの構築
－ 

NUMO が 2021 年に公表した
「包括的技術報告書」の内、本
編に属する記述概要を学ぶ 

8. 地層処分の段
階的な進め方 

地層処分の段階的な進め方と意
思決定に係る国際機関の報告
書、わが国での段階的な取り組
みについて学ぶ 

9. 地層処分固有
の取り組み 

閉鎖後長期の安全確保に関す
る、地層処分固有の取り組みに
ついての概要と現状を学ぶ 

10. 地層処分に対
する信頼 

科学技術的及び社会的な視点か
らの信頼感の醸成に関する国内
外の取り組みについて学ぶ 

11. 諸外国におけ
る地層処分事
業の経緯 

地層処分計画を進める各国の挫
折、計画の凍結、成功例などか
ら得られる教訓について学ぶ 
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(2)人材育成セミナーの開催 

2019 年度に開催した人材育成セミナーから得

た教訓に従い、2020年度からの 3か年において、

受講者が主体的に参加し受講者間で対話が促さ

れる講義・グループワークを行うアクティブラー

ニング形式のセミナーを開催する計画とした。ま

た、セミナーのテーマを地質環境調査、工学技術、

安全評価技術と変え、セミナーとしての成立性、

ジェネラリスト育成に対する効果などを比較検

討することとした。2020 年度は地質環境（地下

水）、2021年度は工学技術をテーマとして検討し

たが、結果として地下研究施設での研究開発をテ

ーマに開催した。 

2022 年度は、タイトルを「ソースタームで学

ぶ！～地質・設計・安全評価～」とし、安全評価

技術をテーマとして、国立研究開発法人日本原子

力研究開発機構（以下、JAEA）の幌延深地層研究

センターの見学を含み、北海道稚内市を主会場と

して、2022年 10月 3から 5日の日程で、関係機

関から 14 名の受講者を得て開催した。このセミ

ナーでは、安全評価の対象廃棄物をガラス固化体

から使用済燃料の直接処分に代える、また受講者

にわかりやすい地質環境特性の異なる海外事例

を題材とすることにより、処分場の設計や地質環

境との関わりを多面的に考えてもらうこととし

た。また、座学（講義）の間に『学びを深めるコ

ーナー』の時間を設定し、用意した問題や作業を

組み込むことで、能動的に学び、対話的に思考す

る時間を意識的に設定した（図-1参照）。 

 

 
図-1 セミナーのもくろみ及び 3日間のプログラム構成 

 

セミナーの 2 日目には、JAEA の幌延深地層研

究センターの地上及び地下施設の見学を行った

（図-2）。 

 
図-2 幌延深地層研究センター地下施設見学の様子 

 

セミナー開催後の受講者アンケートからは、安

全評価の報告書ではなかなか理解できない内容

であったという意見や母岩（処分サイト）の違い

により、地質環境特性が変わることを意識して進

める必要があることを理解できたなどの意見が

あり、概ね肯定的な評価が得られた。また、グル

ープワークからは、専門性の違いによる着眼点の

差を感じたなどの意見があり、異なるバックグラ

ンドを持つ専門家とのコミュニケーションを体

験し、その重要性や難しさの理解が進んだと考え

られる。このことは、受講者が将来、異分野の専

門家とうまく協働していけるよう努めることに

つながる経験となったと考えられ、設定したセミ

ナーのねらいは概ね達成されたと考えられる。 

◇4年間の成果 

(1)独学のための教材の作成 

地層処分に関するリテラシー育成教材に関し

ては、2022年度までに試作版を完成した。この教

材は、地層処分事業に関わる若手研究者などが知

っておくべき知識をまとめたもので、これらの知

識が一つにまとまっている既存の教材・資料はな

く、利用価値のある教材となっていると考えられ

る。ただし、作成過程では、確認テストやコンテ

ンツがユーザーのレベルに合っているのかなど

判断をしつつ試行版の完成に至った。このため、

完成版作成に向けた今後の課題としては、内容

や確認テストの問題の適性の評価を実施するこ

とが挙げられる。想定されるユーザー層によるレ

ビューを行い、結果に基づいて改訂など行う必要

がある。 

 

(2)人材育成セミナーの開催 

2020 年度からの 3 か年は、以下の要素で構成

学習のもくろみ

廃棄物を普段と違うものに代えて、地層処分技術を見つめ直そう!

DAY1

⚫ 日常から離れ、看板を半分おろし、自分自身だけでなく 他者とも対話的に思考する

⚫ 考えることは一朝一夕ではできない。多様な視点に触れてこそ、新しい思考を獲得できる

DAY2 DAY3

生物圏に移行する核種の源（ソースターム）

グループ別プレゼン
（核種移行バリアとしての母岩）

HLWガラス固化体
＋TRU廃棄物

使用済燃料
(政策オプション,海外事例)

地下を経験する地層処分と人
紹介系アイスブレイク

全体ふりかえり



－90－ 

されるアクティブラーニング形式のセミナーを

開催してきた。アンケート結果からは、アクティ

ブラーニングを取り入れたセミナーに関して、他

分野の専門家との議論や意見交換を経験するこ

とで、他分野との協働の重要性等の気付きを与え

るなどの効果が確認できた。以下に当センターが

実施してきたセミナーで重要と考えられる構成

要素を示す。 

 

①アイスブレーク（自己紹介） 

以降のプログラムに積極的に参加できるよ

う、自己紹介も兼ね、受講者自身の研究テー

マ等を紹介 

②座学 

テーマに関する基礎知識を提供するための

講義。単に講義だけを行うのではなく、演習

やグループワークを間に挟み講義を続ける

などすることで集中力の維持や理解度の向

上が期待できる。 

③グループワーク 

セミナーのテーマに関してグループ内のメ

ンバーで議論を実施。「グループ内で議論し考

えるテーマ」は抽象的なものではなく、具体

的な問題とするほうが議論が活発になる。ま

た、バックグランドの異なるメンバーとの意

見交換が可能となるようメンバー構成は工

夫することが重要。 

④見学 

セミナーテーマに関連のある研究施設や地

下施設など、セミナーで扱うデータが実際に

取得された場所・施設を見学することで、テ

ーマの理解向上につながる。 

 

また、2020 年度からテーマを地質環境調査技

術（地下水）、工学技術（地下研究施設）、安全評

価技術と変えてセミナーを実施してきた。わが国

での地層処分事業のステージを踏まえた場合、処

分事業のスタートである地質環境調査技術、また

は最終的なアウトプットである安全評価技術が

プログラムを組みやすい可能性があると考えら

れる。 

工学技術は範囲が広く、他分野との関連の議論

が難しく、また、技術の採用・不採用等にはコス

トとの兼ね合いなども関係してくる。このため、

テーマとするには克服すべき課題が多く、今後も

継続して検討していくことが重要である。 

さらに、受講者からのアンケート結果からは、

地層処分に関連する内容であったとしても、実際

の業務に直接関係しないテーマについては学習

機会が乏しく、また、他の分野の地層処分関係者

との交流の機会が少ないと感じる人が多いこと

が分かった。このような若手研究者・技術者に対

して、他の分野の専門家との対話により異分野コ

ミュニケーションの重要性を経験的に理解する

ような既存の取り組みはほとんどなく、本事業に

おけるセミナーは継続して実施していく価値の

あるものと考えられる。 

一方で、4年間のセミナー開催からは課題も明

らかとなった。例を挙げると、セミナーの時間が

短かったという意見は常にみられたものであり、

より充実したセミナーとするためには改善が必

要な点であると考えられる。長期にわたり、受講

者を拘束できないことを考えると、座学部分など

のセミナーの一部を e－ラーニング化して、事前

に受講してもらうなどの対応が必要と考えられ

る。 

 
1) 原子力環境整備促進・資金管理センター、平成 31年

度放射性廃棄物共通技術調査等事業 放射性廃棄物に
係る重要な基礎的技術に関する研究調査の支援等に関
する業務 報告書（2022年度分）、2023年 
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３．その他の放射性廃棄物全般に共通する

調査研究等 

 

その他、以下の放射性廃棄物全般に共通する調

査研究等を行った。 

 

(1)規制要件を中心とした海外情報の収集と考え

方の整理 

地層処分の安全性に関する事業者の自主的な

目標・基準の考え方を整理することを目的として、

2020 年度から 3 か年の計画で、事業化が進んで

いる諸外国の規制要件等の情報を収集・整理した。

2022 年度は、米国及びカナダを対象として、規

制要件の変遷を整理しつつ、サイト調査段階で重

要度の高い立地要件、処分施設の設計に係る規制

要件及び事業者による自主基準等を調査した。ま

た、上記 2ヵ国を含む 9ヵ国を対象として、地層

処分施設の安全評価手法や放射線防護基準に関

する要件等について調査を行い、調査により得ら

れた詳細な情報をもとに、原子力発電環境整備機

構（NUMO）と共同で、わが国における基準の策定

に資すると考えられる事項を整理した。 

 

(2)放射性廃棄物基本情報体系化調査 

国内外の放射性廃棄物に係る基本情報を収集

して体系的に整理するとともに、収集した情報に

基づいて「放射性廃棄物ハンドブック（2022 年

度版）」を作成した。 
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Ⅳ．国際交流 

 

放射性廃棄物の処理処分は、我が国のみならず

世界各国共通の課題であり、協力して進めること

が重要である。このため原環センターでは、海外

の放射性廃棄物処分の研究機関、処分事業実施機

関等と包括的な協力協定を締結し、この国際的な

ネットワークを活用し、放射性廃棄物に関する各

国の政策、制度、事業の進捗状況、研究開発動向

等に関する情報の収集・交換、研究協力等を行っ

ている。 

2022 年度は、新型コロナウイルス感染症まん延

のため、Web 会議を中心として、実施中の研究に

関する技術情報の意見交換や新規プロジェクトへ

の参加の可能性などの情報交換を行った。 

 

(1)情報交換・研究協力を行っている海外機関 

放射性廃棄物管理分野における相互協力に関

して、現在までに当センターとの間で協定あるい

は覚書を締結している海外機関は下表のとおり

である。 

表-1 協力協定／情報交換覚書を締結している海外機関 

国 機関名 

フランス 放射性廃棄物管理機関（ANDRA） 

スイス 放射性廃棄物管理共同組合（NAGRA） 

フィンランド ポシヴァ社（Posiva Oy）/Posiva Solutions

社 

スウェーデン スウェーデン核燃料・廃棄物管理会社
（SKB 社）/SKB インターナショナル社 

ドイツ 連 邦 放 射 性 廃 棄 物 機 関 (BGE)/BGE 

Technology 社 

スペイン 放射性廃棄物管理公社（ENRESA） 

ベルギー ベルギー原子力研究センター（SCK CEN） 

ロシア ロシア科学アカデミー（RAS） 

英国 原子力廃止措置機関（NDA） 

韓国 韓国原子力環境公団（KORAD） 

台湾 （財）核能科技協進會（NuSTA） 

韓国 韓国原子力研究所（KAERI） 

中国 中国核工業集団公司地質・中国ウラン工業
株式会社（CNNC /CNUC） 

 

(2)スイス グリムゼル試験場での国際共同研究

に関する情報収集 

ス イ ス の 放 射 性 廃 棄 物 管 理 共 同 組 合

（NAGRA）が運営する、グリムゼル試験場にお

いて実施中の国際共同研究の運営委員会

（ISCO）にオンラインで出席し、最新の共同

研究の内容および計画に関する情報を収集し

た。 

 

(3)核燃料サイクルシミュレーションに関する

IAEA との共同作業 

廃棄物処分の環境影響を基点とした原子力シ

ステム研究(文部科学省原子力システム研究開発

事業 JPMXD02 19209423の助成を受けたもの)にお

ける核燃料サイクル諸量評価において、国際原子

力機関/IAEA の公開コード/NFCSS(Nuclear Fuel 

Cycle System Simulation)に、放射性廃棄物の崩

壊熱、放射性毒性、核種分離、処分場廃棄体専

有面積などの計算機能を拡張した。2020年度に

締結した同機関原子力局との核燃料サイクルシ

ステムシミュレーション研究に関する実務協定

（Practical Arrangements）に基づき、計算機能

拡張の成果を 2022年 2 月の NFCSS Consultancy 

Meeting で紹介した。2023年 1 月の技術打合では

再処理工程での核種分離、及び廃棄物の崩壊熱と

放射性毒性に関する計算機能追加による評価結

果を、本原子力システム研究での最終成果として

紹介した。また、IAEA が進めている NFCSS 機能

向上で用いるデータシートの内容確認とコメン

ト提供を行った。 

 

(4)OECD/NEA が事務局を担う国際共同プロジェ

クトへの参画 

経済協力開発機構／原子力機関（OECD/NEA）

が事務局を担う国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構幌延深地層研究センターの地下

研究施設を活用した国際共同プロジェクトへ

の参加に係る協定が国内外の関係組織の手続

きを経て 2023 年 2 月に発効した。今後、①物

質移行試験、②処分技術の実証と体系化、③

実規模の人工バリアシステム解体試験の 3 つ

のタスク（研究大項目）のもとで各種の個別

研究が計画されている。当センターは、協定

締結に至るまでの各種準備会合やワークショ

ップをとおして関係組織と情報交換や研究計

画の具体化に向けた検討を進めた。今後は上

記の②と③のタスクを中心に、参加する関係

組織とともに研究を進める。 
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Ⅴ．資料 

１．講演会、セミナー、研究発表会 

講演会等概要 開催日 会場 

講
演
会 

第 1 回原環センター講演会「使用済燃料の多様化を考慮した廃棄

物減容化と地層処分の負荷低減に関する研究」 

桜木 智史（FE・BE イノベーション研究部）  
2022年 6月30日 

原環センター

（対面）及び

オンライン開

催 

第 2 回原環センター講演会「ガラス固化体の性質とその長期評価

に向けた課題と取り組み －I-129の代替固化を例に－」 

講演 1 TRU 廃棄物の地層処分とガラスとの関わり 

大和田 仁（地層処分バリアシステム研究開発部長） 

講演 2 ガラスの特性と構造の理解に向けて ―廃棄物のガ

ラス固化体から始めた非晶質構造解析― 

紅野 安彦 氏（岡山大学 学術研究院 環境生命科

学学域 准教授）  

講演 3 放射性ヨウ素固定化ガラスの構造モデリングと局

所構造評価に関する研究 

長尾 正昭 氏（岡山大学 大学院環境生命科学研究

科 博士後期課程 2 年） 

2022年 8月10日 

原環センター

（対面）及び

オンライン開

催 

第 3 回原環センター講演会「スウェーデンとフランスでの地層処

分計画への国民的な合意獲得」 

佐原 聡 （技術情報調査部） 

江藤 次郎（技術情報調査部） 

2023年 1月20日 

原環センター

（対面）及び

オンライン開

催 

第 4 回原環センター講演会「中深度処分の規制基準策定の経緯と

考え方」 

青木 広臣 氏（原子力規制庁 原子力規制部 研究炉等審

査部門 主任技術研究調査官） 

2023年 2月17日 

原環センター

（対面）及び

オンライン開

催 

セ
ミ
ナ
ー 

第 1 回原環センターセミナー 

「放射性廃棄物処分の安全評価の基礎Ⅰ」 

杤山 修 氏（公益財団法人原子力安全研究協会 技術顧問） 

2022年 5月26日 

京都アカデミ

アフォーラム 

in 丸の内 

第 2 回原環センターセミナー 

「放射性廃棄物処分の安全評価の基礎Ⅱ」 

杤山 修 氏（公益財団法人原子力安全研究協会 技術顧問） 

2022年 7月29日 

京都アカデミ

アフォーラム 

in 丸の内 

第 3 回原環センターセミナー 

「放射性廃棄物処分の安全評価の基礎Ⅲ」 

若杉 圭一郎 氏（東海大学 工学部 応用化学科 教授） 

2022年11月22日 

京都アカデミ

アフォーラム 

in 丸の内 

研
究
発
表
会 

2022 年度原環センター研究発表会 

1. 研究発表 

「地層処分における地下構成要素の品質保証体系について考

える－何をモニタリングするか？」 

川久保 政洋（地層処分工学技術研究開発部）  

2. 特別講演 

「これからのテロと武力攻撃に備えて－未然防止と国民保護

の課題」 

宮坂 直史 氏（防衛大学校 総合安全保障研究科・国際関

係学科 教授） 

2022年12月13日 

星陵会館ホー

ル（対面）及

びオンライン

開催 
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２．論文投稿、学会発表等 

(1)論文 

No. 題 目 原環センター著者 掲載誌等 

1 

Numerical analysis on the axial and 

radial swelling of unsaturated 

compacted bentonite 

林大介、石井智子 International Journal of 

GEOMATE, April 2022, 

Vol.22, Issue 92 

2 

Optimization of waste management of 

mixed oxide fuel in light-water 

reactors: Evaluation of the 

effectiveness of blending spent UO₂ 

and mixed oxide fuels in reprocessing 

朝野英一 Annals of Nuclear Energy 

Volume 169, May 2022, 

108926 

3 

Effect of bond valence sum on the 

structural modeling of lead borate 

glass 

桜木智史、大和田仁 Journal of Non-Crystalline 

Solid 

Volume 592, 15 September 

2022, 121751 

4 

Research project of hybrid waste 

solidification of various wastes 

generated by Fukushima Daiichi 

Nuclear Power Plant Accident; an 

overview 

桜木智史、浜田涼、 

朝野英一 

Proceedings of FDR2022 

FDR2022-1038 

5 

Effective/rapid immobilization of 

radionuclides from Fukushima 

Decommissioning by spark plasma 

sintering process 

浜田涼、朝野英一、 

桜木智史 

 

Proceedings of FDR2022 

FDR2022-1041 

6 

Composite waste form for 

immobilization of radionuclides from 

Fukushima decommissioning by 

powder metallurgy hot isostatic 

pressing 

桜木智史、浜田涼、 

朝野英一 

Proceedings of FDR2022 

FDR2022-1024 

7 

Potential methods to reduce the 

thermal impact of vitrified waste from 

spent mixed oxide fuel on geological 

repositories 

浜田涼、桜木智史、 

朝野英一 

MRS Advances, Volume 8, 

274-277 (2023) 

8 
Radionuclide distribution in irradiated 

BWR tie plate 

桜木智史、植田浩義 MRS Advances, Volume 8, 

250-254 (2023) 

9 
Simulating the carbon distribution in 

zirconium alloy spent fuel cladding 

桜木智史 MRS Advances, Volume 8, 

285-289 (2023) 

10 

Characteristics of iodine-bearing 

silver-impregnated alumina sorbents 

and their direct solidification via hot 

isostatic pressing 

桜木智史 Frontiers in Chemistry, 

Volume 11 (2023) 
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(2)学会発表等 

No. 題 目 原環センター発表者 発表先 

1 

地下空洞型処分施設に係る技術開発に

ついて 

藤原啓司 放射性廃棄物処分技術の最

新動向に関する総合シンポ

ジウム 

2022/5/17 

2 

TRU廃棄物の地層処分におけるガス発

生の影響に関する研究開発 

藤井直樹、八木翼 放射性廃棄物処分技術の最

新動向に関する総合シンポ

ジウム 

2022/5/17 

3 

Hydro-mechanical-chemical analysis 

of engineered barrier considering the 

correlation of porosity and swelling 

index 

八木翼 Clay Conference 2022 

2022/6/13～16 

 

4 

Effects of sand-based gap filling on 

buffer-material erosion 

石井智子 Clay Conference 2022 

2022/6/13～16 

 

5 

Swelling and homogenization of 

unsaturated bentonite specimen with 

an initial axial gap - Experimental 

study 

林大介 Clay Conference 2022 

2022/6/13～16 

 

6 

Swelling and homogenization of 

unsaturated bentonite specimen with 

an initial axial gap - Numerical 

investigation 

石井智子 Clay Conference 2022 

2022/6/13～16 

 

7 

福島第一原子力発電所由来の難固定化

核種のハイブリッド固化と安全性評価

に関する研究 

(1)プロジェクト概要とスコープ 

桜木智史、浜田涼、 

朝野英一 

第 11回環境放射能除染研究

発表会 

2022/8/24～25 

8 

福島第一原子力発電所由来の難固定化

核種のハイブリッド固化と安全性評価

に関する研究 

(2)放電プラズマ焼結(SPS)を用いたハイ

ブリッド固化体の迅速固化処理 

桜木智史、浜田涼、 

朝野英一 

第 11回環境放射能除染研究

発表会 

2022/8/24～25 

9 

福島第一原子力発電所由来の難固定化

核種のハイブリッド固化と安全性評価

に関する研究 

(3)ハイブリッド HIP固化による難固定

核種の閉じ込め技術の検討 

桜木智史、浜田涼、 

朝野英一 

第 11回環境放射能除染研究

発表会 

2022/8/24～25 

10 

福島第一原子力発電所由来の難固定化

核種のハイブリッド固化と安全性評価

に関する研究 

(4)処分概念及び安全評価の予備検討 

浜田涼、桜木智史、 

朝野英一 

第 11回環境放射能除染研究

発表会 

2022/8/24～25 

11 

放電プラズマ焼結（SPS）法によるシン

ロック固化体の迅速固化処理 

桜木智史、浜田涼、 

朝野英一 

第 11回環境放射能除染研究

発表会 

2022/8/24～25 
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No. 題 目 原環センター発表者 発表先 

12 

Challenge of Novel 

Hybrid-waste-solidification of Mobile 

Nuclei Generated in Fukushima 

Nuclear Power Station and 

Establishment of Rational Disposal 

Concept and its Safety Assessment 

桜木智史、浜田涼、 

朝野英一 

第 6回福島第一廃炉国際フ

ォーラム 

2022/8/28～29 

 

13 

地層処分における照射済みエンドピー

スからの核種放出挙動評価 

(3)イメージングプレート法を用いた放

射能分布測定 

桜木智史、植田浩義 日本原子力学会 

2022年秋の大会 

2022/9/7～9 

14 

福島原子力発電所事故由来の難固定核

種の新規ハイブリッド固化への挑戦と

合理的な処分概念の構築・安全評価 

(1)全体概要 

桜木智史、浜田涼、 

朝野英一 

日本原子力学会 

2022年秋の大会 

2022/9/7～9 

15 

福島原子力発電所事故由来の難固定核

種の新規ハイブリッド固化への挑戦と

合理的な処分概念の構築・安全評価 

(2)放電プラズマ焼結(SPS)を用いたハイ

ブリッド固化体の合成および微構造評

価 

桜木智史、浜田涼、 

朝野英一 

日本原子力学会 

2022年秋の大会 

2022/9/7～9 

16 

福島原子力発電所事故由来の難固定核

種の新規ハイブリッド固化への挑戦と

合理的な処分概念の構築・安全評価 

(3)金属マトリクスを用いたヨウ素閉じ

込めハイブリッド HIP固化体の作製 

桜木智史、浜田涼、 

朝野英一 

日本原子力学会 

2022年秋の大会 

2022/9/7～9 

17 

福島原子力発電所事故由来の難固定核

種の新規ハイブリッド固化への挑戦と

合理的な処分概念の構築・安全評価 

(4)理論計算によるハイブリッド固化体

の電子状態および構造特性の解析 

桜木智史、浜田涼、 

朝野英一 

日本原子力学会 

2022年秋の大会 

2022/9/7～9 

18 

福島原子力発電所事故由来の難固定核

種の新規ハイブリッド固化への挑戦と

合理的な処分概念の構築・安全評価 

(5)処分概念及び安全評価の予備検討 

浜田涼、桜木智史、 

朝野英一 

日本原子力学会 

2022年秋の大会 

2022/9/7～9 

19 

TRU廃棄物の廃棄体パッケージの開発 

(1)全体概要 

藤井直樹、大和田仁、

丸山紀之、坂本浩幸、

関口博司 

日本原子力学会 

2022年秋の大会 

2022/9/7～9 

20 

TRU廃棄物の廃棄体パッケージの開発 

(2)廃棄体パッケージ内充填材のガス発

生評価 

坂本浩幸、藤井直樹、

大和田仁 

日本原子力学会 

2022年秋の大会 

2022/9/7～9 

21 

TRU廃棄物の廃棄体パッケージの開発 

(3)セメント系材料における水の存在形

態が水素ガス発生に及ぼす影響 

坂本浩幸、藤井直樹、

大和田仁 

日本原子力学会 

2022年秋の大会 

2022/9/7～9 
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No. 題 目 原環センター発表者 発表先 

22 

TRU廃棄物の廃棄体パッケージの開発 

(4)コンクリートの放射線分解による水

素ガスの発生に関する検討 

坂本浩幸、藤井直樹、

大和田仁 

日本原子力学会 

2022年秋の大会 

2022/9/7～9 

23 

放射性廃棄物の減容化に向けたガラス

固化技術の基礎研究 

(100) MOXガラス固化体の処分場面積

低減に対するMA分離と高充填化の効果 

浜田涼、桜木智史、 

朝野英一 

日本原子力学会 

2022年秋の大会 

2022/9/7～9 

24 

締固めたベントナイト混合土の遮水性

発現メカニズムに関する検討 

広中良和 土木学会 

2022年度全国大会 

第 77回年次学術講演会 

2022/9/14～16 

25 

中性子イメージング実験装置による土

の締固め～飽和浸透時挙動の可視化の

試み 

広中良和 土木学会 

2022年度全国大会 

第 77回年次学術講演会 

2022/9/14～16 

26 

回収技術の高度化開発（その 1）： 

回収技術の開発方針 

小林正人、江守稔 土木学会 

2022年度全国大会 

第 77回年次学術講演会 

2022/9/14～16 

27 

回収技術の高度化開発（その 2）： 

塩水WJによる緩衝材除去速度の向上 

岡田裕之介、小林正人 土木学会 

2022年度全国大会 

第 77回年次学術講演会 

2022/9/14～16 

28 

回収技術の高度化開発（その 3）： 

スラリーの処理に係る沈降試験 

岡田裕之介、小林正人 土木学会 

2022年度全国大会 

第 77回年次学術講演会 

2022/9/14～16 

29 

回収技術の高度化検討（その 4）： 

隙間充填材の乾式除去技術の整備 

小林正人、八木啓介 土木学会 

2022年度全国大会 

第 77回年次学術講演会 

2022/9/14～16 

30 

回収技術の高度化検討（その 5）： 

土質材料の特性が機械的除去に及ぼす

影響 

八木啓介、小林正人 土木学会 

2022年度全国大会 

第 77回年次学術講演会 

2022/9/14～16 

31 

模擬坑道における埋め戻し材の転圧施

行試験 

川久保政洋、長澤寛和 土木学会 

2022年度全国大会 

第 77回年次学術講演会 

2022/9/14～16 

32 

模擬坑道における埋め戻し材の巨視的

透水係数の検討 

川久保政洋 土木学会 

2022年度全国大会 

第 77回年次学術講演会 

2022/9/14～16 
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No. 題 目 原環センター発表者 発表先 

33 

放射性廃棄部処分場の坑道天端を模擬

したスクリューフィーダーによる実規

模埋め戻し実験 

川久保政洋、深谷正明 土木学会 

2022年度全国大会  

第 77回年次学術講演会 

2022/9/14～16 

34 

埋め戻し材ブロックにおける自己シー

ル性評価方法の検討 

川久保政洋、八木啓介 土木学会 

2022年度全国大会 

第 77回年次学術講演会 

2022/9/14～16 

35 

分布型光ファイバ圧力センサの開発に

向けた加圧試験による検討 

川久保政洋、 

市川恭子、宇田俊秋 

土木学会 

2022年度全国大会 

第 77回年次学術講演会 

2022/9/14～16 

36 

光ファイバによる圧力分布の計測技術

の開発に向けた解析的検討 

川久保政洋、 

市川恭子、宇田俊秋 

土木学会 

2022年度全国大会 

第 77回年次学術講演会 

2022/9/14～16 

37 

Composite waste form for 

immobilization of radionuclides from 

Fukushima decommissioning by 

powder metallurgy hot isostatic 

pressing 

桜木智史、浜田涼、 

朝野英一 

International Topical 

Workshop on Fukushima 

Decommissioning 

Research (FDR2022) 

2022/10/14～16 

38 

使用済燃料の長期冷却による発熱低減

と高充填化による減容及びガラス固化

体特性への影響評価 

桜木智史、浜田涼、 

朝野英一 

日本セラミック協会 

ガラス部会放射性廃棄物分

科会 

第 4回放射性廃棄物固化体

討論会 

2022/10/20 

39 

ガラス固化体の発熱特性に基づいた廃

棄物減容と処分場面積の合理化に対す

る緩衝材の含水比の影響 

浜田涼、桜木智史、 

朝野英一 

日本セラミック協会 

ガラス部会放射性廃棄物分

科会 

第 4回放射性廃棄物固化体

討論会 

2022/10/20 

40 

Radionuclide Distribution in 

Irradiated BWR Tie plate 

桜木智史、植田浩義 MRS2022 Fall Meeting & 

Exhibit, Symposium EN08 

- Scientific Basis for 

Nuclear Waste 

Management 

2022/11/27～12/2 

41 

Simulating Distribution of Carbon in 

Spent Fuel Cladding of Zirconium 

Alloys 

桜木智史 MRS2022 Fall Meeting & 

Exhibit, Symposium EN08 

- Scientific Basis for 

Nuclear Waste 

Management 

2022/11/27～12/2 
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No. 題 目 原環センター発表者 発表先 

42 

The methodologies to reduce the 

thermal impact of vitrified waste from 

spent MOX fuel on geological 

repository 

浜田涼、桜木智史、 

朝野英一 

MRS2022 Fall Meeting & 

Exhibit, Symposium EN08 

- Scientific Basis for 

Nuclear Waste 

Management 

2022/11/27～12/2 

43 

Study on nuclear energy system 

considering environmental load 

reduction of waste disposal in 

diversification of nuclear fuel cycle 

conditions;  

(1) Evaluation of repository footprint 

and radiation effects in vitrified waste 

disposal using simplified MA 

separation 

浜田涼、朝野英一、 

桜木智史 

International Symposium 

on Zero-Carbon Energy 

Systems, IZES 

2023/1/10～12 

 

44 

Study on nuclear energy system 

considering environmental load 

reduction of waste disposal in 

diversification of nuclear fuel cycle 

conditions;  

(2) Impact of MA Separation and 

Recycle on the Material Balance of 

Nuclear Fuel Cycle 

朝野英一、桜木智史、

浜田涼 

International Symposium 

on Zero-Carbon Energy 

Systems, IZES 

2023/1/10～12 

 

45 

Study on nuclear energy system 

considering environmental load 

reduction of waste disposal in 

diversification of nuclear fuel cycle 

conditions;  

(3) Simplification of MA Separation 

Process 

朝野英一、桜木智史、

浜田涼 

International Symposium 

on Zero-Carbon Energy 

Systems, IZES 

2023/1/10～12 

 

46 

Study on nuclear energy system 

considering environmental load 

reduction of waste disposal in 

diversification of nuclear fuel cycle 

conditions;  

(4) Impact of the Spent Fuel 

Reprocessing Conditions on Fast 

Reactor Neutronics Property 

朝野英一、桜木智史、

浜田涼 

International Symposium 

on Zero-Carbon Energy 

Systems, IZES 

2023/1/10～12 
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No. 題 目 原環センター発表者 発表先 

47 

Study on nuclear energy system 

considering environmental load 

reduction of waste disposal in 

diversification of nuclear fuel cycle 

conditions; 

(5) Environmental impact assessment 

of nuclear energy system and selection 

of nuclear fuel cycle options using 

cross-disciplinary approach and 

Multi-criteria Analysis 

朝野英一、桜木智史、

浜田涼 

International Symposium 

on Zero-Carbon Energy 

Systems, IZES 

2023/1/10～12 

 

48 

地層処分環境における陰イオン核種の

移行遅延に適した無機陰イオン吸着材

の選定 

大和田仁 日本原子力学会 

関東・甲越支部 

第 16回学生研究発表会 

2023/2/28 

49 

含水酸化硝酸ビスマス及びMg-AI 層状

複水酸化物による塩化物イオンの吸着

挙動 

大和田仁 日本原子力学会 

関東・甲越支部 

第 16回学生研究発表会 

2023/2/28 

50 

含水酸化硝酸ビスマス及びMg-AI 層状

複水酸化物によるヨウ化物イオンの吸

着挙動 

大和田仁 日本原子力学会 

関東・甲越支部 

第 16回学生研究発表会 

2023/2/28 

51 

X線CTを用いた in-situでの緩衝材膨潤

過程の密度分布測定 

林大介 日本原子力学会 

2023春の年会 

2023/3/13～15 

52 

放射性廃棄物の減容化に向けたガラス

固化技術の基盤研究 

(110)使用済燃料の多様化を考慮したガ

ラス固化体の廃棄物充填率の最適化検

討と処理・処分の負荷軽減に係わるシナ

リオ評価 

桜木智史、浜田涼、 

針貝美樹、朝野英一 

日本原子力学会 

2023春の年会 

2023/3/13～15 

53 

廃棄物処分の環境影響を基点とした原

子力システム研究 

(10)高速炉使用済MOX燃料由来のガラ

ス固化体の処分場面積および被ばく線

量の検討 

浜田涼、朝野英一、 

桜木智史、針貝美樹 

日本原子力学会 

2023春の年会 

2023/3/13～15 

54 

廃棄物処分の環境影響を基点とした原

子力システム研究 

(11)多様な核燃料サイクル条件に対する

MA諸量評価プログラムの開発 

朝野英一 日本原子力学会 

2023春の年会 

2023/3/13～15 

55 

廃棄物処分の環境影響を基点とした原

子力システム研究 

(12)簡素化 MA分離プロセスの構築 

朝野英一、桜木智史、

浜田涼 

日本原子力学会 

2023春の年会 

2023/3/13～15 
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56 

廃棄物処分の環境影響を基点とした原

子力システム研究 

(13)回収MA燃焼を念頭に置いた高速炉

炉心特性の評価 

朝野英一 日本原子力学会 

2023春の年会 

2023/3/13～15 

57 

廃棄物処分の環境影響を基点とした原

子力システム研究 

(14)原子力システムの環境負荷低減に関

する分野横断型評価 

朝野英一、桜木智史、

浜田涼 

日本原子力学会 

2023春の年会 

2023/3/13～15 

58 

福島原子力発電所事故由来の難固定核

種の新規ハイブリッド固化への挑戦と

合理的な処分概念の構築・安全評価 

(6)プロジェクト進捗とハイブリッド固

化体への放射線照射影響と浸出挙動に

ついて 

桜木智史、浜田涼、 

針貝美樹、朝野英一 

日本原子力学会 

2023春の年会 

2023/3/13～15 

59 

福島原子力発電所事故由来の難固定核

種の新規ハイブリッド固化への挑戦と

合理的な処分概念の構築・安全評価 

(7)ハイブリッド固化体の閉じこめ性能

に及ぼす合成プロセスの影響評価 

桜木智史、浜田涼、 

針貝美樹、朝野英一 

日本原子力学会 

2023春の年会 

2023/3/13～15 

60 

福島原子力発電所事故由来の難固定核

種の新規ハイブリッド固化への挑戦と

合理的な処分概念の構築・安全評価 

(8)放電プラズマ焼結（SPS）法を用いた

シンロック固化体の迅速固化技術の開

発 

針貝美樹、桜木智史、

浜田涼、朝野英一 

日本原子力学会 

2023春の年会 

2023/3/13～15 

61 

福島原子力発電所事故由来の難固定核

種の新規ハイブリッド固化への挑戦と

合理的な処分概念の構築・安全評価 

(9)放射光 XAFSによる固化体の化学状

態と局所構造解析 

朝野英一、桜木智史、

浜田涼、針貝美樹 

日本原子力学会 

2023春の年会 

2023/3/13～15 

62 

福島原子力発電所事故由来の難固定核

種の新規ハイブリッド固化への挑戦と

合理的な処分概念の構築・安全評価 

(10)ヨウ素を閉じ込めたハイブリッド固

化体の安全評価 

針貝美樹、浜田涼、 

桜木智史、朝野英一 

日本原子力学会 

2023春の年会 

2023/3/13～15 
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(3)解説・講演等 

No. 題 目 著  者 発表先 

1 

フィンランドにおける最終処分地選定 

処分場のある未来を候補自治体はどう

考えたか 

佐原聡 エネルギーレビュー 

Vol.499 2022年 8月号 

2 

TRU廃棄物処分場での発生ガスの影響

に関する技術開発 

ガス移行の評価手法及びガス影響低減

対策技術の開発 

藤井直樹、八木翼 日本原子力学会誌 

ATOMOΣ 11月号 

Vol.64, No.11, p28～32

（2022） 

3 

緩衝材の流出現象と工学的対策  

処分場の設計や施工の技術オプション

の整備にむけて 

林大介 日本原子力学会誌 

ATOMOΣ 11月号 

Vol.64, No.11, p33～37 

（2022） 

4 
地層処分事業等の国際的な動向 稲垣裕亮 原子力年鑑 2023 

P170-P176 
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３．刊行物 

No. 刊 行 物 名 主な内容 発 行 日 

1 原環センタートピックス№142 
「大地変動の時代」に役立つ地球科学と

しなやかな生き方 
2022年 6月 

2 原環センタートピックス№143 
使用済燃料の多様化を考慮した廃棄物減

容化と地層処分の負荷低減に関する研究 
2022年 9月 

3 原環センタートピックス№144 

ガラス固化体の性質とその長期評価に向

けた課題と取り組み－I-129の代替固化

を例に－ 

2023年 1月 

4 原環センタートピックス№145 
これからのテロと武力攻撃に備えて－未

然防止と国民保護の課題 
2023年 4月 

5 原環センター2021年度 技術年報 2022年 12月 
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４．ホームページへの海外最新情報の掲載 

 

原環センターのウェブサイト「諸外国での高レベル放射性廃棄物処分」（https://www2.rwmc.or.jp）にお

いて、以下の海外情報ニュースフラッシュ記事を掲載した。 

〔各タイトル記事内容は上記の URLにアクセスしてください。〕 

 

No 掲載日 タイトル 

1 2022/5/11 
米国で環境保護庁（EPA）が廃棄物隔離パイロットプラント（WIPP）の 4度目の適合

性再認定を決定 

2 2022/5/26 
追記）フィンランドで新規原子炉建設と最終処分場の拡大に関する原則決定につい

て経済大臣が提案〔2010年 4 月 27 日既報〕 

3 2022/6/22 
カナダ核燃料廃棄物管理機関（NWMO）が候補 2 サイトの技術的な有望性を示した報

告書を公表 

4 2022/6/23 
追記）米国の連邦議会で 2022会計年度の放射性廃棄物処分関連の歳出法案を審議

〔2021年 8月 2 日既報〕 

5 2022/7/7 英国で 4例目となるテッドルソープ GDFコミュニティパートナーシップが設立 

6 2022/7/15 フランス政府が地層処分場の公益宣言（DUP）を発出 

7 2022/7/21 韓国の低中レベル放射性廃棄物処分センターで第 2 段階処分施設の建設開始へ 

8 2022/7/29 フランスで国家評価委員会（CNE）が第 16 回評価報告書を公表 

9 2022/8/1 韓国産業通商資源部が「高レベル放射性廃棄物研究開発ロードマップ（案）」を公表 

10 2022/8/4 
追記）ドイツでコンラッド処分場の操業開始の遅延を公表-2027年前半の操業開始見

込み‐〔2018年 3 月 12日既報〕 

11 2022/8/17 カナダ核燃料廃棄物管理機関（NWMO）が候補サイト選定を 2024年に延期 

12 2022/8/30 
追記）カナダで天然資源省が放射性廃棄物政策の見直しに向けた関与プロセスを開

始〔2020 年 11月 20日追記〕 

13 2022/9/13 スイスで NAGRA が北部レゲレンを地層処分場サイトとして提案 

14 2022/9/20 
追記）米国でエネルギー省（DOE）が使用済燃料の中間貯蔵施設の同意に基づくサイ

ト選定計画を再始動〔2021年 12月 7日既報〕 

15 2022/9/22 
追記）米国でエネルギー省（DOE）が使用済燃料の中間貯蔵施設の同意に基づくサイ

ト選定計画を再始動〔2021年 12月 7日既報〕 

16 2022/10/31 
米国の廃棄物隔離パイロットプラント（WIPP）で地下処分施設の第 7 パネルでの定

置が完了 

17 2022/12/2 ロシアのエニセイスキーで地下研究所の立坑の建設を開始 

18 2022/12/6 ベルギーで高レベル及び長寿命の放射性廃棄物の地層処分方針を法制化 

19 2022/12/8 フィンランドの使用済燃料処分場の建設状況：最初の処分坑道の掘削等が完了 

20 2022/12/22 
追記）スウェーデン政府が SKB 社の短寿命低中レベル放射性廃棄物処分場拡張計画

を承認〔2021年 12月 24日〕 

21 2022/12/27 
ドイツで連邦放射性廃棄物機関（BGE）がサイト選定手続き第 1 段階のサイト地域提

案が 2027年となる見通しを表明 

22 2023/1/18 
フランスで放射性廃棄物管理機関（ANDRA）が地層処分場（Cigéo）の設置許可申請

書を政府に提出 
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５．委員会一覧 

分野区分 研究件名 委員会名称 審議事項 

Ⅰ.高レベル放射性

廃棄物等の地層
処分に関する調

査研究 

ニアフィールドシステム

評価確証技術開発 

 

ニアフィールドシステ

ム評価確証技術開発委
員会 

人工バリアとその設置などに

より影響を受けると考えられ
る人工バリア近傍の岩盤とを

合わせた領域（ニアフィール
ド）を対象とした品質/健全性
評価手法に関する調査結果等

の審議 

回収可能性技術高度化開

発 

回収可能性技術高度化

検討委員会 

回収技術の高度化、回収維持

の影響の定量化、並びに回収
容易性を高めた概念に係る検
討、成果等の審議 

地層処分施設閉鎖技術確

証試験 

地層処分施設閉鎖技術

確証試験委員会 

処分場の閉鎖後に坑道や掘削

影響領域が水みちとなること

を防止するための坑道シーリ
ング技術の整備に向けた研究
開発等に関する審議 

TRU廃棄物処理・処分技術

高度化開発 

TRU廃棄物処理・処分技

術開発検討委員会 

TRU 廃棄物の地層処分におけ

る人工バリアの閉じ込め機能

の向上に関する技術開発、地
層処分システムの状態設定の
ための現象解析モデルの高度

化に関する計画、実施方法、
成果等の審議 

沿岸部処分システム評価

確証技術開発 

沿岸部処分システム高

度化開発評価委員会 

沿岸部固有の環境を踏まえた

概要調査段階で必要となる地
質環境の調査・工学の技術開

発に関する研究計画、実施方
法、結果の評価等に関する審
議 

廃棄物処分の環境影響を

基点とした原子力システ

ム研究 

廃棄物処分の環境影響

を基点とした原子力シ

ステム研究に関する外
部評価委員会 

廃棄物影響の指標、諸量評価

システム、MA 簡素化分離プロ

セス、高速炉システム等原子
力システムを俯瞰した研究に
関する審議 

Ⅱ.低レベル放射性

廃棄物の処分に

関する調査研究 

地下空洞型処分調査技術

高度化開発 

地下空洞型処分調査技

術高度化開発検討委員

会 

地下環境の把握や最適な施設

設計を支援するための技術整

備に関する審議 

Ⅲ.放射性廃棄物全

般に共通する調
査研究等 

放射性廃棄物に係る重要

な基礎的技術に関する研
究調査の支援等に関する

業務 

地層処分スキルアップ

研究会 

人材育成プログラム・セミナ

ーの内容の検討等 

評価委員会 採択した萌芽的・先進的な研

究開発テーマに関する研究計

画、研究成果等の審議 
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本誌の全部または一部を複写・複製・転載する場合は、 

企画部（kikaku@rwmc.or.jp）までお問い合わせください。 
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